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1. はじめに 

本資料は，炉心損傷防止あるいは格納容器破損防止に関する重大事故等対策の有

効性評価（以下，「有効性評価」と称す。）に適用するコードのうち，MAAP（MAAP4）

コードについて， 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 
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2. 重要現象の特定 

2.1  事故シーケンスと評価指標 

MAAP コードが適用される炉心損傷防止対策の事故シーケンスグループ及び格納

容器破損防止対策の格納容器破損モードについて，具体的な事故シーケンス並びに

その事象推移，運転操作及び評価指標について記述する。 

 

2.1.1 炉心損傷防止対策 

(1) 高圧・低圧注水機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，異常な過渡変

化または事故（LOCA を除く）の発生後，高圧注水機能が喪失し，原子炉減圧に

は成功するが，低圧注水機能が喪失することを想定する。重要事故シーケンスと

して，例えば「給水流量の全喪失＋非常用炉心冷却系（高圧注水系及び低圧注水

系）起動失敗」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，

原子炉水位低信号が発生して原子炉がスクラムし，炉心出力は直ちに崩壊熱レベ

ルまで低下する。原子炉水位低信号で非常用炉心冷却系（高圧注水系及び低圧注

水系）の起動に失敗する。原子炉水位低信号で主蒸気隔離弁が閉止すると原子炉

圧力は上昇し，原子炉圧力が逃がし安全弁の設定値に到達すると断続的に弁から

蒸気が放出され，これにより原子炉の圧力は逃がし安全弁設定値近傍に維持され

る。一方，原子炉注水機能喪失の状況下では原子炉圧力容器内の保有水が減少し

続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，手動操作により逃がし安全弁を開き，原子炉を急速

減圧し，原子炉の減圧後に低圧代替注水系による原子炉注水を開始する。原子炉

の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料棒

頂部を下回るが，低圧代替注水系による注水が開始すると原子炉内保有水及び原

子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器雰囲気温度は，逃がし安全

弁から放出される蒸気により徐々に上昇するが，格納容器代替スプレイ冷却系に

よる冷却及び原子炉格納容器圧力逃がし装置による除熱を行う。よって，格納容

器の過圧・過温破損を防止することが評価目的であることから，評価指標は「格

納容器圧力・温度」である。 

 

(2) 高圧注水・減圧機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，異常な過渡変

化又は事故（LOCA を除く）の発生後，高圧注水機能が喪失し，かつ，原子炉減

圧機能が機能喪失することを想定する。重要事故シーケンスとして，例えば「給
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水流量の全喪失＋非常用炉心冷却系（高圧注水系）起動失敗＋原子炉の減圧の失

敗」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，

原子炉水位低信号が発生して原子炉はスクラムし，炉心出力は直ちに崩壊熱レベ

ルまで低下する。原子炉水位低信号で非常用炉心冷却系（高圧注水系）の起動に

失敗する。原子炉水位低信号で主蒸気隔離弁が閉止すると原子炉圧力は上昇し，

原子炉圧力が逃がし安全弁の設定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出され，

これにより原子炉の圧力は逃がし安全弁設定値近傍に維持される。一方，原子炉

が高圧に維持され低圧注水系による原子炉注水が困難な状況下では，原子炉圧力

容器内の保有水が減少し続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，

炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，原子炉代替減圧系（原子炉自動減圧インターロック）

により原子炉を減圧し，原子炉の減圧後に非常用炉心冷却系（低圧注水系）によ

り原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により

原子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部を下回るが，低圧注水系による注水が開始

すると原子炉内保有水及び原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器雰囲気温度は，逃がし安全

弁から放出される蒸気により徐々に上昇するが，残留熱除去系による除熱を行う

ことで，抑制する。よって，格納容器の過圧・過温破損を防止することが評価目

的であることから，評価指標は「格納容器圧力・温度」である。 

 

(3) 全交流動力電源喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，全交流動力電

源喪失の発生後，安全機能を有する系統及び機器が機能喪失することを想定する。

重要事故シーケンスとして「外部電源喪失＋非常用ディーゼル発電機等の機能喪

失」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，全交流動力電源喪失後，原子炉はスクラムし，炉

心出力は直ちに崩壊熱レベルまで低下する。原子炉水位低で原子炉隔離時冷却系

が自動起動して水位は維持される。しかし，直流電源が枯渇すると長時間の注水

が期待できないため，いずれは炉心露出，損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水によって原子

炉水位を適切に維持しつつ，代替交流動力電源設備及び低圧代替注水系の準備が

完了したところで，原子炉の減圧及び低圧代替注水系による原子炉注水を開始す

る。原子炉の減圧は，逃がし安全弁により手動操作にて実施する。減圧を開始す

ると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代替注水系による注水

が開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 
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原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器雰囲気温度は，逃がし安全

弁から放出される蒸気により徐々に上昇するが，残留熱除去系または格納容器圧

力逃がし装置による除熱を行うことで抑制する。よって，格納容器の過圧・過温

破損を防止することが評価目的であることから，評価指標は「格納容器圧力・温

度」である。 

 

(4) 崩壊熱除去機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，異常な過渡変

化又は事故（LOCA を除く）の発生後，炉心冷却には成功するが，崩壊熱除去機

能が喪失することを想定する。重要事故シーケンスとして，例えば「給水流量の

全喪失＋取水機能喪失」及び「給水流量の全喪失＋残留熱除去系の故障」が選定

されている。 

この重要事故シーケンスでは，給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，

原子炉水位低信号が発生して原子炉はスクラムし，炉心出力は直ちに崩壊熱レベ

ルまで低下する。原子炉水位低で原子炉隔離時冷却系等が自動起動して水位は維

持されるが，外部電源の喪失を想定すると，取水機能喪失時には非常用ディーゼ

ル発電機等の機能喪失による全交流動力電源喪失により，長時間の注水継続は期

待できないために，いずれは炉心露出，損傷に至る。また，残留熱除去系故障時

には非常用炉心冷却系等によって炉心の冷却は維持されるものの，原子炉格納容

器からの除熱機能喪失によって原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納

容器雰囲気温度が限界圧力及び限界温度を超過する。 

取水機能喪失時に炉心損傷を防止するために，原子炉隔離時冷却系等による原子

炉注水によって原子炉水位を適切に維持しつつ，代替交流動力電源により給電を

開始し，低圧または高圧代替注水系による原子炉への注水を開始すると原子炉水

位が回復し，炉心は再冠水する。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格

納容器雰囲気温度は，逃がし安全弁から放出される蒸気により徐々に上昇するが，

最終ヒートシンクへの代替熱移送系を用いた除熱によって抑制する。 

また，残留熱除去系故障時には，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格

納容器雰囲気温度の上昇を抑制するため，格納容器代替スプレイ系による冷却及

び原子炉格納容器圧力逃がし装置による除熱を行う。 

上記のとおり，格納容器の過圧・過温破損を防止することが評価目的であること

から，評価指標は「格納容器圧力・温度」である。 

 

(5) LOCA 時注水機能喪失 

この事故シーケンスグループでは，原子炉の出力運転時において，LOCA 発生後，

「高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失する場合」，または「高圧注水機能及び
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原子炉減圧機能が喪失する場合」に，炉心の著しい損傷に至る事象を想定する。

重要事故シーケンスとして「中小破断 LOCA＋非常用炉心冷却系（高圧注水及び

低圧注水系）起動失敗」が選定されている。 

この重要事故シーケンスでは，LOCA 発生後，原子炉はスクラムし，炉心出力は

直ちに崩壊熱レベルまで低下する。しかし，非常用炉心冷却系（高圧注水系及び

低圧注水系）の起動失敗により，原子炉水位が低下し，やがて炉心露出・損傷に

至る。 

炉心損傷を防止するために，手動操作により逃がし安全弁を開放して，原子炉を

急速減圧し，原子炉の減圧後に低圧代替注水系等による原子炉注水を開始する。

原子炉の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，

低圧代替注水系による注水が開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び格納容器雰囲気温度は，LOCA 破断

口から放出される冷却材及び逃がし安全弁から放出される蒸気により徐々に上昇

するが，格納容器代替スプレイ冷却系による冷却及び原子炉格納容器圧力逃がし

装置による除熱を行う。よって，格納容器の過圧・過温破損を防止することが評

価目的であることから，評価指標は「格納容器圧力・温度」である。 

 

2.1.2 格納容器破損防止対策 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

この格納容器破損モードは，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材の

フラッシング，溶融炉心の崩壊熱によって発生した水蒸気，及びジルコニウム－

水反応等によって発生した非凝縮性ガスの蓄積によって，原子炉格納容器内の雰

囲気圧力・温度が徐々に上昇し格納容器破損に至る事象である。重要事故シーケ

ンスとして，例えば「大破断 LOCA 時注水機能喪失」が選定されている。 

この重要事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベル

まで低下するが，非常用炉心冷却系の機能が喪失することを想定するため，炉心

水位が急速に低下して炉心が露出し，やがて炉心損傷に至る。炉心部では，溶融

した炉心は燃料棒を伝って下方へ流れ落ちていくが，炉心部に水位が残っている

場合は水面で固化してクラストを形成する。クラストが形成されると，その後流

下してきた溶融炉心によってプールが形成される。クラストが保持されている間

は溶融炉心プールが拡大するが，クラストの破損によって溶融炉心は原子炉圧力

容器下部プレナムに落下する。下部プレナム内に残存していた原子炉冷却材によ

り，一時的に溶融炉心は冷却されるが，やがて下部プレナム内の原子炉冷却材が

蒸発すると，溶融炉心が崩壊熱により再加熱されていく。溶融炉心が高温状態と

なると，原子炉圧力容器下部ヘッドの構造材温度も上昇していき，やがて下部ヘ

ッド貫通部の逸出等により破損に至る。原子炉圧力容器の破損により，溶融炉心
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は格納容器下部に落下する。格納容器下部には格納容器下部注水系による原子炉

圧力容器破損前の注水操作により，冷却水が溜まっており，落下してきた溶融炉

心の保有熱により急速に蒸発を開始し，溶融炉心温度が低下した後も崩壊熱によ

り継続的に蒸発していく。冷却水による溶融炉心からの除熱が十分でない場合に

は，溶融炉心とコンクリートの境界温度がコンクリート溶融温度以上となり，コ

ンクリートからの脱水およびコンクリートの溶融が起きることになる。コンクリ

ートの脱水により発生した水蒸気は，格納容器の過圧に寄与するほか，溶融炉心

内部の金属と反応して水素生成に寄与する場合もある。これらの水蒸気及び発生

した非凝縮性ガス等の蓄積によって，原子炉格納容器内の雰囲気圧力・温度が緩

慢に上昇し，やがて格納容器過圧・過温破損に至る。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，低圧代替注水系等による原子

炉注水，格納容器代替スプレイ系による格納容器冷却，並びに格納容器圧力逃が

し装置等による格納容器除熱がある。原子炉圧力容器内の溶融炉心の冷却を低圧

代替注水系によって行うが，溶融炉心の崩壊熱によって原子炉格納容器内に放出

される蒸気により，格納容器の圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。格納容器

スプレイを実施することによって，格納容器の圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制

するが，外部水源からの総注水量が制限値に達した時点で，格納容器スプレイを

停止する。その後，格納容器の圧力及び雰囲気温度は再び上昇するものの，格納

容器圧力逃がし装置等によるベントの実施により，格納容器破損を防止する。 

本事象の場合，格納容器の過圧・過温破損を防止することが評価目的であるこ

とから，評価指標は「格納容器圧力・温度」である。 

 

(2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

この格納容器破損モードは，原子炉圧力が高い状況で原子炉圧力容器が破損し，

高圧の水蒸気及び水素が放出されるとともに，溶融炉心が液滴状に格納容器雰囲

気へ飛散し，格納容器の圧力・温度が急上昇して破損に至る事象である。重要事

故シーケンスとして，例えば「高圧注水・減圧機能喪失＋全交流動力電源の喪失」

が選定されている。 

この重要事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，高圧注水・減圧機能が喪失することを想定するため炉心水位が徐々

に低下し，いずれは炉心露出，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉心は燃

料棒を伝って下方へ流れ落ちていくが，炉心部に水位が残っている場合は水面で

固化してクラストを形成する。クラストが形成されると，その後流下してきた溶

融炉心によってプールが形成される。クラストが保持されている間は溶融炉心プ

ールが拡大するが，クラストの破損によって溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレ

ナムに落下する。下部プレナム内に残存していた原子炉冷却材により，一時的に
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溶融炉心は冷却されるが，やがて下部プレナム内の原子炉冷却材が蒸発すると，

溶融炉心が崩壊熱により再加熱されていく。溶融炉心が高温状態となると，原子

炉圧力容器下部ヘッドの構造材温度も上昇していき，やがて下部ヘッド貫通部の

逸出等により破損に至る。原子炉圧力が高圧状態で原子炉圧力容器破損に至るた

め，高圧の水蒸気及び水素が放出されるとともに，溶融炉心の分散放出が発生す

る。分散放出された溶融炉心は液滴状に格納容器雰囲気へ飛散し，格納容器の圧

力・温度が急上昇して破損に至る可能性がある。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，原子炉圧力容器破損までに手動

操作にて，原子炉を速やかに減圧させることで，溶融炉心の分散放出を抑制する。 

本事象の場合，原子炉の減圧により原子炉圧力が高い状況での溶融物の噴出を防

止することが評価目的であることから，評価指標は「原子炉圧力」である。 

 

(3) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

この格納容器破損モードは，溶融炉心と格納容器下部のプール水が接触して一時

的な圧力の急上昇が発生し，このときに発生するエネルギーにより構造物が破壊

され格納容器破損に至る事象である。水蒸気爆発については，これまでの知見に

より，実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて低いと考えられる

が，溶融炉心から冷却材への伝熱による水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力

スパイク）の可能性があることから，ここでは，圧力スパイクによる格納容器破

損を取り扱う。重要事故シーケンスとして，例えば「高圧・低圧注水機能喪失＋

全交流動力電源の喪失」が選定されている。 

この重要事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，高圧・低圧注水機能が喪失しているため，炉心水位が徐々に低下

して炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉心は燃料棒を伝っ

て下方へ流れ落ちていくが，炉心部に水位が残っている場合は水面で固化してク

ラストを形成する。クラストが形成されると，その後流下してきた溶融炉心によ

ってプールが形成される。クラストが保持されている間は溶融炉心プールが拡大

するが，クラストの破損によって溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレナムに落下

する。下部プレナム内に残存していた原子炉冷却材により，一時的に溶融炉心は

冷却されるが，やがて下部プレナム内の原子炉冷却材が蒸発すると，溶融炉心が

崩壊熱により再加熱されていく。溶融炉心が高温状態となると，原子炉圧力容器

下部ヘッドの構造材温度も上昇していき，やがて下部ヘッド貫通部の逸出等によ

り破損に至る。格納容器下部には格納容器下部注水系による原子炉圧力容器破損

前の注水操作により，冷却水が溜まっており，落下してきた溶融炉心の保有熱に

より急速に蒸発し，圧力スパイクにより格納容器破損に至る可能性がある。 

本事象では，圧力スパイクにより，瞬時に格納容器圧力が急上昇し，原子炉格納
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容器の破損に至る可能性があることから，評価指標は「格納容器圧力」である。 

 

(4) 水素燃焼 

この格納容器破損モードは，ジルコニウム－水反応等によって発生した水素の燃

焼により格納容器破損に至る事象である。重要事故シーケンスとして，例えば「高

圧・低圧注水機能喪失＋全交流動力電源の喪失」が選定されている。 

この重要事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま

で低下するが，高圧・低圧注水機能が喪失しているため，炉心水位が徐々に低下

し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心露出部で燃料棒が過熱していくと燃料

被覆管のジルコニウム－水反応によって多量の水素が発生するとともに，水の放

射線分解によって水素及び酸素が発生する。発生した水素及び酸素は，原子炉内

で発生する蒸気とともに，逃がし安全弁を通じてウェットウェルに流入し，サプ

レッション・プール水中にとりこまれた核分裂生成物による水の放射線分解に伴

って発生する水素及び酸素とともに空間部に蓄積し，一部は真空破壊弁を通じて

ドライウェルに流入する。格納容器スプレイにより格納容器内で蒸気の凝縮が進

むと，格納容器内の水素及び酸素濃度は上昇する。なお，水素及び酸素の可燃限

界は，水素濃度 4 vol%以上，かつ，酸素濃度 5 vol%以上が指標とされている。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，格納容器内雰囲気を窒素置換す

ることによる不活性化及び原子炉格納容器圧力逃がし装置による可燃性ガスの排

出によって，水素燃焼の発生を抑制する。 

本事象の場合，格納容器内において水素爆轟が発生しないことを確認することが

目的であり，BWR では，格納容器内雰囲気が窒素封入により不活性化されており，

また炉心損傷後はジルコニウム－水反応に伴い多量の水素が発生するため，水素

燃焼の発生に対しては酸素濃度の上昇が律速となる。そのため，「酸素濃度」を評

価指標として選定する。なお，水素濃度の上昇に伴い格納容器内の酸素濃度は相

対的に低下するため，酸素濃度を保守的に評価する観点で，水素濃度については

実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評

価に関する審査ガイド指定の全炉心内のジルコニウム量の 75%が水と反応する想

定ではなく，MAAP の評価値を用いる。  

 

(5) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

この格納容器破損モードは，溶融炉心が格納容器下部床上へ落下した溶融炉心に

よりコンクリート侵食が継続し，格納容器の構造部材の支持機能が喪失し，格納

容器破損に至る事象である。重要事故シーケンスとして，例えば「大破断 LOCA

時注水機能喪失」が選定されている。 

この重要事故シーケンスの場合，事象発生後，炉心出力は直ちに崩壊熱レベルま
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で低下するが，非常用炉心冷却系の注入に失敗しているため，原子炉水位は急速

に低下し，炉心が露出し，炉心損傷に至る。炉心部では，溶融した炉心は燃料棒

を伝って下方へ流れ落ちていくが，炉心部に水位が残っている場合は水面で固化

してクラストを形成する。クラストが形成されると，その後流下してきた溶融炉

心によってプールが形成される。クラストが保持されている間は溶融炉心プール

が拡大するが，クラストの破損によって溶融炉心は原子炉圧力容器下部プレナム

に落下する。下部プレナム内に残存していた原子炉冷却材により，一時的に溶融

炉心は冷却されるが，やがて下部プレナム内の原子炉冷却材が蒸発すると，溶融

炉心が崩壊熱により再加熱されていく。溶融炉心が高温状態となると，原子炉圧

力容器下部ヘッドの構造材温度も上昇していき，やがて下部ヘッド貫通部の逸出

等により破損に至る。原子炉圧力容器の破損により，溶融炉心は格納容器下部に

落下する。格納容器下部には格納容器下部注水系による原子炉圧力容器破損前の

注水操作により，冷却水が溜まっており，落下してきた溶融炉心の保有熱により

急速に蒸発を開始し，溶融炉心温度が低下した後も崩壊熱により継続的に蒸発し

ていく。冷却水による溶融炉心からの除熱が十分でない場合には，溶融炉心とコ

ンクリートの境界温度がコンクリート溶融温度以上となり，コンクリートからの

脱水およびコンクリートの溶融が起きることになる。溶融炉心によるコンクリー

トの溶融侵食が継続すると，格納容器の構造部材の支持機能が喪失し，格納容器

破損に至る。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，原子炉圧力容器の下部から溶融

炉心が流れ出す時点で，格納容器下部において溶融炉心の冷却に寄与する十分な

水量及び水位を確保し，かつ，溶融炉心の落下後に崩壊熱を十分に上回る原子炉

注水及び格納容器下部注水系による注水を行うことによって，溶融炉心の冷却を

行う。 

本事象の場合，コンクリート侵食を抑制することが評価目標であることから，評

価指標は「コンクリート侵食量」である。 

 

2.2 ランクの定義 

本資料の本文「2 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物理現象の

うち MAAP で評価する事象において考慮すべき物理現象を対象に，表 2.2-1 の定

義に従って「Ｈ」，「Ｍ」，「Ｌ」及び「Ｉ」のランクに分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」に

分類された物理現象を重要現象として抽出する。 

なお，本資料の本文「2.1 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象は，事故シーケンスグループに対して抽出されたものであり，具体的な重

要事故シーケンスでは生じない場合もあり，その場合は「Ｉ」に分類する。  
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表 2.2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取り扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作に

対する影響が大きいと考

えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実験との比較

等により求め，実機評価における評価指標及

び運転操作への影響を評価する。 

Ｍ 評価指標及び運転操作に

対する影響が中程度と考

えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割を担う

が，評価指標に対する影響が「Ｈ」に比べて

顕著でない物理現象であるため，必ずしも不

確かさによる実機評価における評価指標及

び運転操作への影響を評価する必要はない

が，本資料では，実機評価への影響を感度解

析等により評価するか，「Ｈ」と同様に評価

することとする。 

Ｌ 評価指標及び運転操作に

対する影響が小さいと考

えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化は必要

であるが，評価指標及び運転操作への影響が

明らかに小さい物理現象であるため，検証／

妥当性確認は記載しない。 

Ｉ 評価指標及び運転操作に

対し影響を与えないか，

又は重要でない現象 

評価指標及び運転操作へ影響を与えないか，

又は重要でない物理現象であるため，検証／

妥当性確認は記載しない。 
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2.3  物理現象に対するランク付け 

本資料の本文「2 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物理現象の

うち MAAP で評価する事象において考慮すべき物理現象を対象に，2.1 で述べた事

象進展を踏まえ，表 2.2-1 の定義に従って，評価指標及び運転操作への影響に応じ

て表 2.3-1 及び表 2.3-2 のとおりランク付けを行い，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された

物理現象を重要現象として抽出した。 

以下，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1) 核分裂出力［炉心（核）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉が

スクラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力

は崩壊熱が支配的となる。したがって，核分裂出力は炉心損傷防止における評価指

標である格納容器圧力・温度に対して重要度が低いと考えられる。また，核分裂出

力は炉心溶融挙動への影響は無く，格納容器破損防止における各評価指標に対して

影響は無い。 

 

(2) 出力分布変化［炉心（核）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉が

スクラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力

は崩壊熱が支配的となる。したがって，出力分布変化は炉心損傷防止における評価

指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が低いと考えられる。また，出力分

布変化は炉心溶融挙動への影響は無く，格納容器破損防止における各評価指標に対

して影響は無い。 

 

(3) 反応度フィードバック効果［炉心（核）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉が

スクラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力

は崩壊熱が支配的となる。したがって，反応度フィードバック効果は炉心損傷防止

における評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が低いと考えられる。

また，反応度フィードバック効果は炉心溶融挙動への影響は無く，格納容器破損防

止における各評価指標に対して影響は無い。 

 

(4) 制御棒反応度効果［炉心（核）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉が

スクラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力

は崩壊熱が支配的となる。したがって，制御棒反応度効果は炉心損傷防止における
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評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が低いと考えられる。また，制

御棒反応度効果は炉心溶融挙動への影響は無く，格納容器破損防止における各評価

指標に対して影響は無い。 

 

(5) 崩壊熱［炉心（核）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉が

スクラムし，未臨界となるため，炉心露出後の燃料被覆管温度上昇時の原子炉出力

は崩壊熱が支配的となり，主な熱源として事象進展の早さに影響する。したがって，

崩壊熱は炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度及び格納容器破

損防止における各評価指標に対して重要度が高いと考えられる。 

 

(6) 三次元効果［炉心（核）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に原子炉が

スクラムし，未臨界となるため，核熱水力不安定事象は発生しない。したがって，

核的な三次元効果は，炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度及

び格納容器破損防止における各評価指標に対して影響は無い。 

 

(7) 燃料棒内温度変化［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。ギャップ熱伝達を含む燃料棒内の伝熱

特性に基づく燃料棒内温度の変化は燃料被覆管温度に影響し，燃料被覆管温度が非

常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱及び水素の発生を考

慮する必要がある。したがって，燃料棒内温度変化は，燃料被覆管温度が顕著に上

昇する以前の炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度に対して重

要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対しては重要度が高いと考え

られる。 

 

(8) 燃料棒表面熱伝達［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。ギャップ熱伝達を含む燃料棒内の伝熱

特性に基づく燃料棒内温度の変化は燃料被覆管温度に影響し，燃料被覆管温度が非

常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱及び水素の発生を考

慮する必要がある。したがって，燃料棒表面熱伝達は，燃料被覆管温度が顕著に上

昇する以前の炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度に対して重

要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対しては重要度が高いと考え

られる。 
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(9) 沸騰遷移［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。燃料棒表面において核沸騰から膜沸騰

へ沸騰遷移が生じた場合には，熱伝達の低下によって燃料被覆管温度が上昇するも

のの，事象初期の短期間における燃料被覆管温度に影響する現象であり，長期的な

挙動へ着目した場合に影響は小さい。したがって，沸騰遷移は，炉心損傷防止にお

ける評価指標である格納容器圧力・温度評価指標に対して重要度が低いと考えられ

る。また，沸騰遷移は炉心溶融挙動への影響は無く，格納容器破損防止における各

評価指標に対して影響は無い。 

 

(10) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱伝導，燃料

棒表面熱伝達により冷却材へと放出される。ギャップ熱伝達を含む燃料棒内の伝熱

特性に基づく燃料棒内温度の変化は燃料被覆管温度に影響し，燃料被覆管温度が非

常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応による発熱及び水素の発生を考

慮する必要がある。したがって，燃料被覆管酸化は，燃料被覆管温度が顕著に上昇

する以前の炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要

度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対して重要度が高いと考えられ

る。 

 

(11) 燃料被覆管変形［炉心（燃料）］ 

燃料被覆管温度が非常に高温となった場合には，燃料被覆管の変形，及び酸化反

応による発熱や水素の発生，燃料被覆管の破損によるペレットと燃料被覆管の間隙

部に蓄積した FP の原子炉圧力容器内への放出を考慮する必要があり，格納容器破

損防止における各評価指標に対して重要度が高いと考えられる。炉心損傷防止にお

ける評価指標である格納容器圧力・温度に対しては，燃料被覆管の変形により炉心

冷却性への影響が考えられるものの，長期的な挙動へ着目した場合に影響は小さい

ため，重要度が低いと考えられる。 

 

(12) 沸騰・ボイド率変化［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスは，いずれも炉心露出の可能性があり，二

相水位が有効燃料棒頂部を下回ると炉心が露出し，燃料被覆管の温度上昇が始まる

ため，燃料被覆管温度が非常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応によ

る発熱及び水素発生を考慮する必要がある。したがって，二相水位に影響する沸騰・

ボイド率変化は，炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度に対し
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ては，燃料被覆管温度が顕著に上昇せず，長期的な挙動へ着目した場合に影響は小

さいため，重要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対しては，炉心

冷却状態への影響が大きく，炉心溶融進展挙動への影響が考えられるため，重要度

が高いと考えられる。 

 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスは，いずれも炉心露出の可能性があり，二

相水位が有効燃料棒頂部を下回ると炉心が露出し，燃料被覆管の温度上昇が始まる

ため，燃料被覆管温度が非常に高温となった場合には，燃料被覆管の酸化反応によ

る発熱及び水素発生を考慮する必要がある。したがって，二相水位に影響する気液

分離（水位変化）・対向流は，炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・

温度に対しては，被覆管温度が顕著に上昇せず，長期的な挙動へ着目した場合に影

響は小さいため，重要度が低く，格納容器破損防止における各評価指標に対しては，

炉心冷却状態への影響が大きく，炉心溶融進展挙動への影響が考えられるため，重

要度が高いと考えられる。 

 

(14) 気液熱非平衡［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，早期に再循環ポンプがトリップする

ため，事象初期を除いて炉心領域に強制循環は無いため，冷却材の注水による気液

熱非平衡状態が考えられるが，炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧

力・温度に対しては，長期的な挙動へ着目した場合に影響は小さく，格納容器破損

防止における各評価指標に対しては，炉心溶融進展挙動への影響は小さいため，重

要度が低いと考えられる。 

 

(15) 圧力損失［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，早期に再循環ポンプがトリップする

ため，事象初期を除いて原子炉圧力容器内における流動は，炉心部とダウンカマ部

の静水頭が支配的であると考えられる。したがって，圧力損失は炉心損傷防止にお

ける評価指標である格納容器圧力・温度及び格納容器破損防止における各評価指標

に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(16) 三次元効果［炉心（熱流動）］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，ダウンカマに注水された冷却材が下

部プレナムを経由して，または，炉心バイパス部から燃料集合体の漏えい経路を経

由して炉心部へ流入する際，圧力損失が均一となるように熱出力に応じて燃料集合

体間で流量配分される三次元効果が発生する。長期的な挙動へ着目した場合に，炉
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心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度に対して影響は小さく，格

納容器破損防止における各評価指標に対しては，炉心溶融進展挙動への影響は小さ

いため，重要度が低いと考えられる。 

 

(17) 冷却材流量変化［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事象発生後早期に再循環ポ

ンプがトリップし，原子炉圧力容器内における冷却材流量変化は長期間に亘り自然

循環が支配的となる。長期的な挙動へ着目した場合に，炉心損傷防止における評価

指標である格納容器圧力・温度に対しては，原子炉圧力容器内の自然循環による冷

却材の流量変化の影響は小さく，格納容器破損防止における各評価指標に対しては，

炉心溶融進展挙動への影響は小さいため，重要度が低いと考えられる。 

 

(18) 冷却材放出（臨界流・差圧流）［圧力容器］ 

炉心損傷防止において評価する具体的な重要事故シーケンスでは，逃がし安全弁

や LOCA 破断口からの冷却材放出によって，格納容器内圧変化に影響を及ぼすもの

の，長期的には崩壊熱によって発生した水蒸気等による加圧が支配的であり，冷却

材放出（臨界流・差圧流）は，評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度

が低いと考えられる。格納容器破損防止における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱の評価指標である原子炉圧力に対しては，逃がし安全弁からの冷却材放出

による原子炉圧力への影響があり，重要度が中程度であると考えられる。格納容器

破損防止のその他の評価指標に対しては，炉心損傷後において，原子炉圧力容器か

らの流れの駆動力となる蒸気生成による加圧影響は少ないため，評価指標に対する

影響は小さく，重要度は低いと考えられる。 

 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，逃がし安全弁を用いた原子炉の急速

減圧あるいは LOCA 発生後の冷却材流出による原子炉減圧があり，減圧沸騰による

各部の蒸気発生とボイド率変化によって二相水位が変化する。また，原子炉への注

水によって蒸気が凝縮する。しかしながら，炉心以外の領域における沸騰，凝縮，

ボイド率変化は炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度及び格納

容器破損防止における各評価指標への影響は小さく，重要度は低いと考えられる。 

 

(20) 気液分離・対向流［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも炉心露出の可能性があり，

二相水位が有効燃料棒頂部を下回ると炉心が露出する。しかしながら，炉心以外の

領域の気液分離（水位変化）・対向流は炉心損傷防止における評価指標である格納容
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器圧力・温度及び格納容器破損防止における各評価指標への影響は小さく，重要度

は低いと考えられる。 

 

(21) 気液熱非平衡［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，炉心が露出した場合に，露出部周囲

の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が考えられるものの，原子炉圧力容器

外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した飽和蒸気や構造材の熱伝達によって，

ほぼ飽和状態となるため，炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温

度に対する影響はない。また，炉心溶融進展挙動への影響は小さく，格納容器破損

防止における各評価指標に対しては，重要度が低いと考えられる。 

 

(22) 圧力損失［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，早期に再循環ポンプがトリップする

ため，事象初期を除いて原子炉圧力容器内における流動は，炉心部とダウンカマ部

の静水頭が支配的であると考えられる。したがって，圧力損失は炉心損傷防止にお

ける評価指標である格納容器圧力・温度及び格納容器破損防止における各評価指標

に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(23) 構造材との熱伝達［圧力容器］ 

炉心損傷以前において，原子炉圧力容器等の構造材の保有熱は，原子炉冷却材との

熱伝達（構造材との熱伝達）を通じて格納容器圧力・温度に影響を与えるものの，

長期的には崩壊熱によって発生した水蒸気等による加圧が支配的である。したがっ

て，構造材との熱伝達は炉心損傷防止における評価指標である格納容器圧力・温度

及び格納容器破損防止における各評価指標に対して重要度が低いと考えられる。 

なお，溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達は，物理現象「下部プレナムでの溶融

炉心の熱伝達」において考慮する。 

 

(24) ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む）［圧力容器］ 

炉心損傷防止及び格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損において評

価する具体的な重要事故シーケンスでは，非常用炉心冷却系(ECCS)及び代替注水

設備を使用して炉心の冷却を行う。原子炉圧力容器への注水は，原子炉格納容器へ

の放出エネルギーに影響を与え，格納容器内圧変化に影響を及ぼすため，ECCS 注

水（給水系・代替注水設備含む）は，炉心損傷防止及び格納容器破損防止における

評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が中程度であると考えられる。

格納容器破損防止における溶融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコン

クリート侵食については，注水された水が原子炉圧力容器破損口から流れ出ること



 

5-17 

 

による溶融炉心の冷却が考えられるため，重要度が高いと考えられる。格納容器破

損防止におけるその他の事故シーケンスにおいては，ECCS（給水系・代替注水設

備含む）の作動は考慮しておらず，評価指標に対する影響はない。 

 

(25) ほう酸水の拡散［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれもほう酸水による注入を考慮

していない。したがって，ほう酸水の拡散は炉心損傷防止における評価指標である

格納容器圧力・温度及び格納容器破損防止における各評価指標への影響は無い。 

 

(26) 三次元効果［圧力容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，いずれも事故後長期において炉心が

露出する場合に，燃料被覆管温度が上昇する事象であり，炉心流量急減過程におい

て，下部プレナム内の流量配分が不均等になる可能性があるが，事故直後に再循環

ポンプがトリップするため影響は小さい。したがって，三次元効果は炉心損傷防止

における評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が低いと考えられる。 

また，三次元効果は炉心溶融挙動への影響は無く，格納容器破損防止における各

評価指標に対して影響は無い。 

 

(27) 冷却材放出［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，逃がし安全弁や LOCA 破断口からの

冷却材放出によって，格納容器内圧変化に影響を及ぼすものの，長期的には崩壊熱

によって発生した水蒸気等による加圧が支配的であり，冷却材放出は，炉心損傷防

止における評価指標である格納容器圧力・温度及び格納容器破損防止における各評

価指標に対して重要度が低いと考えられる。 

 

(28) 格納容器各領域間の流動［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，崩壊熱によって発生した水蒸気，ジ

ルコニウム－水反応用によって発生した非凝縮性ガス（含む水素）は，LOCA 破断

口からドライウェルを経由し，または逃がし安全弁を介してウェットウェルへ流入

し，サプレッション・プール水温度を上昇させる。ウェットウェルにおける気液界

面の熱伝達によって，気相部の圧力・温度が上昇し，格納容器圧力・温度に影響を

与える。したがって，格納容器各領域間の流動は，炉心損傷防止及び格納容器破損

防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容器圧力・温度に対し

て重要度が高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標につい

ては，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である原子炉圧力に対

しては，現象の発生防止として，原子炉圧力の低下が評価の主体となっており，重
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要度は低いと考えられる。溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である格納容器圧

力に対しては，溶融炉心と冷却材の相互作用に伴う圧力スパイクによる格納容器圧

力の上昇が評価指標となっており，重要度は高いと考えられる。ウェットウェル空

間部に蓄積された水素及び酸素の一部は真空破壊弁を通じてドライウェルに流入す

るため，格納容器内における非凝縮性ガスの濃度分布に影響があり，水素燃焼の評

価指標である酸素濃度に対して重要度が高いと考えられる。また，溶融炉心・コン

クリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量については，溶融炉心から

上面水プール及びコンクリートへの熱伝達が支配的であり，格納容器内の各領域間

の流動の影響は小さいため，重要度は低いと考えられる。 

 

(29) サプレッション・プール冷却［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，残留熱除去系を用いて格納容器から

の除熱が可能であり，サプレッション・プール冷却は，炉心損傷防止及び格納容器

破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容器圧力・温度に

対して重要度が高いと考えられる。ただし，炉心損傷防止における高圧・低圧注水

機能喪失及び LOCA 時注水機能喪失，格納容器破損防止における格納容器過圧・過

温破損の事故シーケンスにおいては，サプレッション・プール冷却は考慮しておら

ず，評価指標に対する影響はない。また，サプレッション・プールの冷却によって

水蒸気が凝縮し，非凝縮性ガスの濃度が上昇するため，水素燃焼の評価指標である

酸素濃度に対して重要度が高いと考えられる。 

 

(30) 気液界面の熱伝達［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，ウェットウェルにおける気液界面の

熱伝達によって，気相部の圧力・温度が上昇し，格納容器圧力・温度に影響を与え

る。したがって，気液界面の熱伝達は，炉心損傷防止及び格納容器破損防止におけ

る格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が

中程度であると考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対して

は影響が小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉格納容器内温度の上昇により，

原子炉格納容器本体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱伝達が生じる。

構造材との伝熱は，その熱容量により原子炉格納容器内温度の変化を抑制する方向

に作用し，短期的には影響が大きい。また，材料により伝熱特性が異なり，熱伝導

率の高い金属では表面熱伝達の影響が大きいのに対し，熱伝導率の低いコンクリー

トでは，コンクリート内部の熱伝導の影響が大きくなる。したがって，炉心損傷防



 

5-19 

 

止及び格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容

器圧力・温度に対して重要度が中程度であると考えられる。格納容器破損防止にお

けるその他の評価指標に対しては影響が小さく，重要度が低いと考えられる。 

なお，溶融炉心と構造材間の熱伝達は，物理現象「溶融炉心とコンクリートの伝熱」

において考慮する。 

 

(32) スプレイ冷却［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，格納容器スプレイにて，格納容器圧

力・温度の抑制が可能である。したがって，スプレイ冷却は，炉心損傷防止及び格

納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容器圧力・

温度に対して重要度が高いと考えられる。ただし，炉心損傷防止における高圧注水・

減圧機能喪失の事故シーケンスにおいては，スプレイ冷却は考慮しておらず，評価

指標に対する影響はない。また，スプレイの作動によって水蒸気が凝縮し，非凝縮

性ガスの濃度が上昇するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対する重要度

は高いと考えられる。格納容器破損防止のその他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(33) 放射線水分解等による水素・酸素生成［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，炉心損傷後，放射線水分解，ジルコ

ニウム－水反応等によって水素・酸素が発生し，格納容器圧力に影響を与える可能

性があり，格納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である格

納容器圧力・温度に対して重要度が中程度であると考えられる。ただし，炉心損傷

防止における評価指標である格納容器圧力・温度に対しては，炉心損傷に至ること

はないため，影響は無い。水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対しては，濃度を

可燃限界以下に抑制することそのものが評価指標となり，重要度が高いと考えられ

る。格納容器破損防止におけるその他の評価指標への影響は小さく，重要度が低い

と考えられる。 

 

(34) 格納容器ベント［格納容器］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉格納容器圧力逃がし装置にて，

格納容器圧力・温度の抑制が可能であり，格納容器ベントは，炉心損傷防止及び格

納容器破損防止における格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容器圧力・

温度に対して重要度が高いと考えられる。ただし，炉心損傷防止における高圧注水・

減圧機能喪失の事故シーケンスにおいては，格納容器ベントは考慮しておらず，評

価指標に対する影響は無い。また，格納容器ベントによって，格納容器内の雰囲気

組成が変化するため，水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して重要度が高いと

考えられる。格納容器破損防止のその他の評価指標に対する影響は無い。 
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(35) リロケーション［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原

子炉冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションす

る。炉心のリロケーションは，溶融炉心の冷却性，原子炉圧力容器の破損挙動等，

炉心溶融後の事象進展に与える影響が大きい。したがって，リロケーションは，格

納容器破損防止における各評価指標に対して，重要度が高いと考えられる。 

なお，本物理現象以降の物理現象については，炉心損傷後の物理現象であり，炉

心損傷以前の現象を扱う炉心損傷防止おける評価指標に対する影響はない。 

 

(36) 原子炉圧力容器内 FCI(溶融炉心細粒化)［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原

子炉冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションす

る。溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナムへ移行する際に，原子炉圧力容器下部

プレナムに冷却材が残存する場合，溶融炉心と冷却材との相互作用が生じ，溶融炉

心が細粒化し，水との熱伝達により水蒸気を発生させつつ冷却される。急速な水蒸

気の生成によって発生する圧力スパイクは原子炉圧力容器破損のタイミングにおけ

る原子炉圧力に影響を与える可能性がある。したがって，原子炉圧力容器内 FCI(溶

融炉心細粒化)は，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標である原子

炉圧力に対して，重要度が中程度であると考えられる。水素燃焼の評価指標である

酸素濃度に対する影響は無い。格納容器破損防止におけるその他の評価指標への影

響は小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(37) 原子炉圧力容器内 FCI (デブリ粒子熱伝達)［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原

子炉冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションす

る。溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナムへ移行する際に，原子炉圧力容器下部

プレナムに冷却材が残存する場合，溶融炉心と冷却材との相互作用が生じ，溶融炉

心が細粒化し，水との熱伝達により水蒸気を発生させつつ冷却される。急速な水蒸

気の生成によって発生する圧力スパイクは，原子炉圧力容器破損のタイミングにお

ける原子炉圧力に影響を与える可能性がある。したがって，原子炉圧力容器内

FCI(デブリ粒子熱伝達)は，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標で

ある原子炉圧力に対して，重要度が中程度であると考えられる。水素燃焼の評価指

標である酸素濃度に対する影響は無い。格納容器破損防止におけるその他の評価指

標への影響は小さく，重要度が低いと考えられる。 
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(38) 溶融炉心の再臨界［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，制御棒溶融開始から炉心溶融に至る

間に原子炉圧力容器内に注水される可能性があるが，事象進展に伴い流路が閉塞し，

溶融プールが形成されるため，溶融炉心の再臨界になる可能性は十分小さい。した

がって，溶融炉心の再臨界は格納容器破損防止における各評価指標への影響は無い。 

 

(39) 構造材との熱伝達［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内の炉心燃料は，原

子炉冷却材の減少によりヒートアップし，炉心溶融を伴い徐々にリロケーションす

る。この過程において，制御棒等の炉内構造物も，溶融燃料からの輻射熱伝達等に

より溶融し，炉心下部に移行する。構造材との熱伝達は，溶融炉心の移行挙動，溶

融炉心の組成等，炉心溶融後の事象進展に与える影響が大きい。したがって，格納

容器破損防止における各評価指標に対して，重要度が高いと考えられる。 

 

(40) 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，炉心のリロケーションによって下部

プレナムに溶融炉心が堆積し，原子炉圧力容器へ熱的負荷を与える。したがって，

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達は，格納容器過圧・過温破損の評価指標である

格納容器圧力・温度に対して，原子炉圧力容器壁を介した格納容器雰囲気への伝熱

の影響が考えられ，重要度が中程度であると考えられる。また，原子炉圧力容器下

部プレナムに冷却材が残存する場合には，溶融炉心と冷却材との熱伝達による水蒸

気生成によって原子炉圧力が上昇するため，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接

加熱の評価指標である原子炉圧力に対して，重要度が高いと考えられる。溶融炉心・

コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対しては，格納容器

下部への注水開始の判断基準を原子炉圧力容器下鏡温度とした場合に，運転操作に

対する影響が考えられ，重要度が高いと考えられる。水素燃焼の評価指標である酸

素濃度に対する影響は無い。溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である格納容器

圧力に対する直接的な影響は無く，重要度が低いと考えられる。 

 

(41) 原子炉圧力容器破損［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器は，下部プレナムに

堆積した溶融炉心との熱伝達による熱的負荷によって破損に至る。原子炉圧力容器

破損の破損時期と破損形態（破損口の口径）は，原子炉格納容器内での溶融炉心の

挙動に影響を与える。また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の評価指標

である原子炉圧力は，原子炉圧力容器破損までに低減するものである。したがって，

原子炉圧力容器破損は，格納容器破損防止における各評価指標に対して，重要度が
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高いと考えられる。 

 

(42) 放射線水分解等による水素・酸素生成［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，崩壊熱による炉心ヒートアップに伴

い，ジルコニウム－水反応によって水素が発生し，水蒸気と共に原子炉格納容器内

に移動した後，格納容器圧力に影響を与える可能性がある。したがって，放射線水

分解等による水素・酸素生成は，格納容器過圧・過温破損の評価指標である格納容

器圧力・温度に対して重要度が中程度であると考えられる。水素燃焼の評価指標で

ある酸素濃度に対しては，濃度を可燃限界以下に抑制することそのものが評価指標

となり，重要度が高いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標

への影響は小さく，重要度が低いと考えられる。 

 

(43) 原子炉圧力容器内 FP 挙動［圧力容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，燃料被覆管破損や炉心溶融が発生す

ると，核分裂生成物（FP）が気相・液相（液滴／液体）として原子炉圧力容器内に

放出され，冷却材の流れとともに拡がり，溶融炉心を始めとした各物理領域におい

て熱源となる崩壊熱分布に影響する。したがって，原子炉圧力容器内 FP 挙動は，

格納容器過圧・過温度破損の評価指標である格納容器圧力・温度，水素燃焼の評価

指標である酸素濃度及び溶融炉心・コンクリート相互作用の評価指標であるコンク

リート侵食量に対して，重要度が中程度であると考えられる。格納容器破損防止に

おけるその他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(44) 原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，高圧溶融物放出（HPME）及びそれ

に続く格納容器雰囲気直接加熱（DCH）の発生防止を評価しており，現象モデルと

しては考慮しない。 

 

(45) 格納容器雰囲気直接加熱［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，高圧溶融物放出（HPME）及びそれ

に続く格納容器雰囲気直接加熱（DCH）の発生防止を評価しており，現象モデルと

しては考慮しない。 

 

(46) 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水

による冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コン
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クリート温度が融解温度を上回る場合に，コンクリートが分解し，非凝縮性ガスが

発生する可能性がある。溶融炉心の堆積状態は，落下後の溶融炉心の堆積高さ，水

プールへの伝熱面積に影響を与える。したがって，格納容器下部床面での溶融炉心

の拡がりは，溶融炉心コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量

に対して，重要度が高いと考えられる。また，格納容器過圧・過温破損防止の評価

指標である格納容器圧力・温度に対する影響は小さく，重要度が低いと考えられる。

格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(47) 内部構造物の溶融，破損［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に溶融炉心が落下し，格納容器下部区画内に存在する制御棒駆動装置等の構造物

を溶融，破損させる可能性がある。しかしながら，溶融炉心の落下時に溶融炉心と

の接触によって溶融，破損する構造物は限定的であり，影響は小さく，内部構造物

の溶融，破損は溶融燃料－冷却材相互作用の評価指標である格納容器圧力，溶融炉

心コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が

低いと考えられる。格納容器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響は無

い。 

 

(48) 原子炉圧力容器外 FCI (溶融炉心細粒化)［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に水プールが存在する場合，落下する溶融炉心が水プールに接触する際の液－液

混合に伴って，溶融炉心が細粒化して水中に分散し，分散した粒子状デブリからの

熱伝達によって急速な水蒸気発生が起こり，圧力スパイクが発生する可能性がある。

したがって，原子炉圧力容器外 FCI(溶融炉心細粒化)は，格納容器過圧・過温破損

の評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が中程度であると考えられる。

また，格納容器下部における溶融炉心から水への熱伝達及び溶融炉心の形態は格納

容器下部における溶融炉心の冷却性に影響を与える可能性があり，溶融燃料－冷却

材相互作用の評価指標である格納容器圧力，溶融炉心コンクリート相互作用の評価

指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が高いと考えられる。格納容器破

損防止におけるその他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(49) 原子炉圧力容器外 FCI (デブリ粒子熱伝達)［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に水プールが存在する場合，落下する溶融炉心が水プールに接触する際の液－液

混合に伴って，溶融炉心が細粒化して水中に分散し，分散した粒子状デブリからの

熱伝達によって急速な水蒸気発生が起こり，圧力スパイクが発生する可能性がある。
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したがって，原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達)は，格納容器過圧・過温破

損の評価指標である格納容器圧力・温度に対して重要度が中程度であると考えられ

る。また，格納容器下部における溶融炉心から水への熱伝達及び溶融炉心の形態は

格納容器下部における溶融炉心の冷却性に影響を与える可能性があり，溶融燃料－

冷却材相互作用の評価指標である格納容器圧力，溶融炉心コンクリート相互作用の

評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が高いと考えられる。格納容

器破損防止におけるその他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(50) 格納容器直接接触［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器の破損によって，下

部プレナムに蓄積していた溶融炉心が格納容器下部に放出される可能性があるが，

格納容器バウンダリは，溶融炉心と直接接触することがない構造となっており，格

納容器直接接触は，格納容器破損防止における各評価指標への影響は無い。 

 

(51) 溶融炉心と格納容器下部プール水の伝熱［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に落下した溶融炉心が床面に堆積し，プール水による冷却を伴いつつ，格納容器

下部のコンクリートを加熱する。このとき，コンクリート温度が融解温度を上回る

場合に，コンクリートが分解し，非凝縮性ガスが発生する可能性がある。したがっ

て，溶融炉心と格納容器下部プール水の伝熱は，格納容器破損防止における溶融炉

心コンクリート相互作用に対する評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重

要度が高いと考えられる。また，格納容器過圧・過温破損防止における評価指標で

ある格納容器圧力・温度に対する影響があり，重要度が中程度であると考えられる。

格納容器破損防止のその他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(52) 溶融炉心とコンクリートの伝熱［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水

による冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コン

クリート温度が融解温度を上回る場合に，コンクリートが分解し，非凝縮性ガスが

発生する可能性がある。したがって，溶融炉心とコンクリートの伝熱は，溶融炉心

コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重要度が高

いと考えられる。また，非凝縮性ガスの発生により，格納容器過圧・過温破損防止

の評価指標である格納容器圧力・温度に対する影響があり，重要度が中程度である

と考えられる。格納容器破損防止のその他の評価指標に対する影響は無い。 
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(53) コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損後，格納容器下

部に落下した溶融炉心が床面に堆積し，格納容器下部に事前に注水されたプール水

による冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，コン

クリート温度が融解温度を上回る場合に，コンクリートが分解し，非凝縮性ガスが

発生する可能性がある。したがって，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生は，

溶融炉心コンクリート相互作用の評価指標であるコンクリート侵食量に対して，重

要度が高いと考えられる。また，非凝縮性ガスの発生により，格納容器過圧・過温

破損防止の評価指標である格納容器圧力・温度，水素燃焼の評価指標である酸素濃

度に対する影響があり，重要度が中程度であると考えられる。格納容器破損防止の

その他の評価指標に対する影響は無い。 

 

(54) 溶融炉心の再臨界［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，原子炉圧力容器の破損によって，下

部プレナムに蓄積していた溶融炉心が格納容器下部に放出される可能性があるが，

この時，溶融燃料は炉心形状を維持しておらず，落下時において，制御棒等の中性

子吸収材も溶融炉心内に取り込んでいると考えられることから，溶融炉心の再臨界

は発生しないと考えられる。したがって，溶融炉心の再臨界は格納容器破損防止に

おける各評価指標への影響は無い。 

 

(55) 原子炉格納容器内 FP 挙動［格納容器(炉心損傷後)］ 

評価する具体的な重要事故シーケンスでは，燃料被覆管破損や炉心溶融が発生す

ると，核分裂生成物（FP）が気相・液相（液滴／液体）として原子炉圧力容器内に

放出され，冷却材の流れとともに拡がり，LOCA 破断口や逃がし安全弁を経由して

原子炉格納容器内に移動し，各物理領域において熱源となる崩壊熱分布に影響する。

したがって，原子炉格納容器内 FP 挙動は，格納容器過圧・過温破損防止の評価指

標である格納容器圧力・温度に対して，重要度が中程度であると考えられる。また，

ウェットウェルに放出された一部の FP による水の放射線分解に伴って水素及び酸

素が発生し，ウェットウェル空間部の非凝縮性ガスの濃度分布に影響を与えるため，

水素燃焼の評価指標である酸素濃度に対して，重要度が中程度であると考えられる。

溶融炉心・コンクリート相互作用における評価指標であるコンクリート侵食量につ

いては，溶融炉心の持つ崩壊熱に影響があるものの，評価指標への影響は小さく，

重要度が低いと考えられる。格納容器破損防止のその他の評価指標に対する影響は

無い。 
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク (炉心損傷防止) (1/3) 

 事故シーケンス 炉心損傷防止 

高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全交流動力電源喪

失 

崩壊熱除去機能喪

失 

LOCA 時注水機能

喪失 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

炉
心 

核 

(1) 核分裂出力 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(2) 出力分布変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(3) 反応度フィードバック効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(5) 崩壊熱 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(6) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

燃
料 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(9) 沸騰遷移 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

熱
流
動 

(12) 沸騰・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(14) 気液熱非平衡 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(15) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(16) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク (炉心損傷防止) (2/3) 

 事故シーケンス 炉心損傷防止 

高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全交流動力電源喪

失 

崩壊熱除去機能喪

失 

LOCA 時注水機能

喪失 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(17) 冷却材流量変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(18) 冷却材放出（臨界流・差圧流） Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(20) 気液分離・対向流 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(21) 気液熱非平衡 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(22) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(23) 構造材との熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(24) ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む） Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(25) ほう酸水の拡散 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(26) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク (炉心損傷防止) (3/3) 

 事故シーケンス 炉心損傷防止 

高圧・低圧注水機

能喪失 

高圧注水・減圧機

能喪失 

全交流動力電源喪

失 

崩壊熱除去機能喪

失 

LOCA 時注水機能

喪失 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

格納容器圧力・温

度 

原
子
炉
格
納
容
器 

(27) 冷却材放出 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(28) 格納容器各領域間の流動 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(29) サプレッション・プール冷却 Ｉ Ｈ Ｈ Ｈ Ｉ 

(30) 気液界面の熱伝達 Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導 Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(32) スプレイ冷却 Ｈ Ｉ Ｈ Ｈ Ｈ 

(33) 放射線水分解等による水素・酸素発生 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(34) 格納容器ベント Ｈ Ｉ Ｈ Ｈ Ｈ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器損傷防止) (1/5) 

 事故シーケンス 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

原子炉圧力 格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート侵食

量 

炉
心 

核 

(1) 核分裂出力 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(2) 出力分布変化 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(3) 反応度フィードバック効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(5) 崩壊熱 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(6) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

燃
料 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(9) 沸騰遷移 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

熱
流
動 

(12) 沸騰・ボイド率変化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(14) 気液熱非平衡 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(15) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(16) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器損傷防止) (2/5) 

 事故シーケンス 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却

材相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

原子炉圧力 格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート侵食

量 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(17) 冷却材流量変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(18) 冷却材放出（臨界流・差圧流） Ｌ Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(20) 気液分離・対向流 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(21) 気液熱非平衡 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(22) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(23) 構造材との熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(24) ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む） Ｍ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(25) ほう酸水の拡散 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(26) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器損傷防止) (3/5) 

 事故シーケンス 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過温

破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温度 原子炉圧力 格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート侵食

量 

原
子
炉
格
納
容
器 

(27) 冷却材放出 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(28) 格納容器各領域間の流動 Ｈ Ｌ Ｈ Ｈ Ｌ 

(29) サプレッション・プール冷却 Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 

(30) 気液界面の熱伝達 Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導 Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(32) スプレイ冷却 Ｈ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 

(33) 放射線水分解等による水素・酸素発生 Ｍ Ｌ Ｌ Ｈ Ｌ 

(34) 格納容器ベント Ｈ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器損傷防止) (4/5) 

 事故シーケンス 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却材

相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

原子炉圧力 格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート侵食

量 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

（
炉
心
損
傷
後
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(35) リロケーション Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(36) 原子炉圧力容器内 FCI(溶融炉心細粒化) Ｌ Ｍ Ｌ Ｉ Ｌ 

(37) 原子炉圧力容器内 FCI(デブリ粒子熱伝達) Ｌ Ｍ Ｌ Ｉ Ｌ 

(38) 溶融炉心の再臨界 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(39) 構造材との熱伝達 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(40) 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 Ｍ Ｈ Ｌ Ｉ Ｈ 

(41) 原子炉圧力容器破損 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(42) 放射線水分解等による水素・酸素発生 Ｍ Ｌ Ｌ Ｈ Ｌ 

(43) 原子炉圧力容器内 FP 挙動 Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｍ 
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表 2.3-2 有効性評価の物理現象のランク (格納容器損傷防止) (5/5) 

 事故シーケンス 格納容器破損防止 

格納容器過圧・過

温破損 

高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱 

溶融燃料－冷却

材相互作用 

水素燃焼 溶融炉心・コンク

リート相互作用 

分類 
評価指標 

物理現象 

格納容器圧力・温

度 

原子炉圧力 格納容器圧力 酸素濃度 コンクリート侵食

量 

（
炉
心
損
傷
後
） 

原
子
炉
格
納
容
器 

(44) 原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出 － － － － － 

(45) 格納容器雰囲気直接加熱 － － － － － 

(46) 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり Ｌ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(47) 内部構造物の溶融，破損 Ｉ Ｉ Ｌ Ｉ Ｌ 

(48) 原子炉圧力容器外 FCI(溶融炉心細粒化) Ｍ Ｉ Ｈ Ｉ Ｈ 

(49) 原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達) Ｍ Ｉ Ｈ Ｉ Ｈ 

(50) 格納容器直接接触 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(51) 溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱 Ｍ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(52) 溶融炉心とコンクリートの伝熱 Ｍ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(53) ｺﾝｸﾘｰﾄ分解及び非凝縮性ｶﾞｽ発生 Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｈ 

(54) 溶融炉心の再臨界 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(55) 原子炉格納容器内 FP 挙動 Ｍ Ｉ Ｉ Ｍ Ｌ 

「－」：現象の発生防止を評価しており，現象モデルとしては考慮していないため，ランクの分類の対象としない。 
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3. 解析モデルについて 

3.1 コード概要 

MAAP（Modular Accident Analysis Program）コードは，米国産業界が実施した

IDCOR（Industry Degraded Core Rulemaking）プログラムにおいて，1980 年代

の初めに米国 FAI 社（Fauske & Associates, LLC.）によって開発されたコードで

あり，プログラムの完了に伴い，所有権が米国 EPRI（Electric Power Research 

Institute）に移管され，EPRI を中心とした MUG（MAAP User's Group）の元で

保守及び改良が進められている。MAAP コードは，軽水炉のシビアアクシデント時

の原子炉圧力容器，原子炉格納容器及び原子炉建屋内の熱水力／核分裂生成物（FP)

の放出・移行挙動を同時に一貫して解析できることに特徴があり，PRA やシビアア

クシデントマネジメントの策定等において，米国を始め，世界的に広く利用されている。 

MAAP は，シビアアクシデントの事象進展の各段階を網羅し，炉心，原子炉圧力

容器，原子炉格納容器内で起こると考えられる重要な事故時の物理現象をモデル化

するとともに，工学的安全施設や炉心損傷防止対策あるいは格納容器破損防止対策

で想定する各種の機器についてのモデルを備えている。また，核分裂生成物（FP）

に関する物理現象をモデル化しており，事故時に炉心溶融に伴って原子炉圧力容器

や原子炉格納容器内に放出されるFPの挙動についても取り扱うことが可能である。

このように，広範囲の物理現象を取り扱うことが可能な総合解析コードであり，シ

ビアアクシデントで想定される種々の事故シーケンスについて，起因事象から安定

した状態，あるいは過圧・過温により格納容器健全性が失われる状態まで計算が可

能であることが特徴である。 

また，MAAP の BWR プラント用解析モデルは，原子炉型式及び格納容器型式の

違いを考慮してプラントタイプ毎に適用可能なように開発されたものであり，プラ

ント設計や運転状態に基づいて設定される入力条件及びそれらに基づく過渡計算中

のプロセスの値の変動範囲を考慮したものである。 

MAAP の熱水力モデルでは，質量・エネルギー保存則を解く一方，運動量方程式

を準静的な取扱いとしているが，系内の質量・エネルギーの収支を適切に取り扱っ

ており，長期的な原子炉及び格納容器の応答の評価に対し，適用性を有する。 

なお，事故シーケンスの解析においては，溶融炉心とコンクリートの相互作用の

ようなシビアアクシデント特有の現象等，現時点でも研究段階のものがあり，実機

規模での現象が必ずしも解明しきれていない現象も含まれている。 
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3.2 重要現象に対する解析モデル 

2 章において，重要現象に分類された物理現象（表 2.3-1 及び表 2.3-2 における各

事故シーケンスグループに対して，1 つでも「Ｈ」または「Ｍ」に分類された物理

現象）について，その物理現象を評価するために必要となる解析モデルを表 3.2-1

に示す。 
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表 3.2-1 重要現象に対する解析モデル (1/2) 

分類 重要現象 解析モデル 

炉心（核） 崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出力及び崩壊熱）(3.3.2(2)) 

核分裂生成物（FP）挙動モデル（FP の移動に伴う崩壊熱分配モデル）(3.3.7(3)) 

炉心（燃料） 

燃料棒内温度変化 

炉心モデル（炉心熱水力モデル）(3.3.2(3)) 

溶融炉心の挙動モデル（炉心ヒートアップ）(3.3.6(1)) 

燃料棒表面熱伝達 

燃料被覆管酸化 

燃料被覆管変形 

炉心（熱流動） 
沸騰・ボイド率変化 

炉心モデル（炉心水位計算モデル）(3.3.2(4)) 
気液分離（炉心水位）・対向流 

原子炉圧力容器 

（逃がし安全弁含む） 

冷却材放出（臨界流・差圧流） 原子炉圧力容器モデル（破断流モデル）(3.3.3(3)) 

ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む） 安全系モデル（非常用炉心冷却系）(3.3.5(1)) 

原子炉格納容器 

格納容器各領域間の流動 格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）(3.3.4(2)) 

サプレッション・プール冷却 安全系モデル（非常用炉心冷却系）(3.3.5(1)) 

気液界面の熱伝達 
格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）(3.3.4(2)) 

構造材との熱伝達及び内部熱伝導 

スプレイ冷却 安全系モデル（格納容器スプレイ）(3.3.5(2)) 

放射線水分解等による水素・酸素発生 格納容器モデル（水素発生）(3.3.4(3)) 

格納容器ベント 格納容器モデル（格納容器の熱水力モデル）(3.3.4(2)) 
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表 3.2-1 重要現象に対する解析モデル (2/2) 

分類 重要現象 解析モデル 

原子炉圧力容器 

（炉心損傷後） 

リロケーション 溶融炉心の挙動モデル（リロケーション）(3.3.6(2)) 

原子炉圧力容器内 FCI(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル（下部プレナムでの溶融炉心の挙動）(3.3.6(3)) 
原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達) 

構造材との熱伝達 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 

原子炉圧力容器破損 溶融炉心の挙動モデル（原子炉圧力容器破損モデル）(3.3.6(4)) 

放射線水分解等による水素・酸素発生 格納容器モデル（水素発生）(3.3.4(3)) 

原子炉圧力容器内 FP 挙動 核分裂生成物（FP）挙動モデル (3.3.7) 

原子炉格納容器 

（炉心損傷後） 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり 

溶融炉心の挙動モデル（格納容器下部での溶融炉心の挙動）(3.3.6(6)) 

原子炉圧力容器外 FCI(溶融炉心細粒化) 

原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達) 

溶融炉心と格納容器下部プール水との伝熱 

溶融炉心とコンクリートの伝熱 

コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生 

原子炉格納容器内 FP 挙動 核分裂生成物（FP）挙動モデル (3.3.7) 
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3.3 解析モデル 

3.3.1 熱水力挙動に関する基礎方程式 

MAAP の炉心，原子炉圧力容器，格納容器モデルは，ノードとジャンクションに

より構成されており，各ノードにおいて，水，水蒸気，非凝縮性ガスの質量とエネ

ルギーから状態方程式により圧力及び温度を計算し，ジャンクションにおいては流

量を計算する。運動量バランスは準定常として扱われ，代数方程式で表されるため，

運動量に関する微分方程式はない。 

質量とエネルギーの変化率は，各ノード（領域）における物質毎の質量及びエネ

ルギーバランスより求められる。図 3.3-1 に概念図を示す。領域 i における物質 j の

質量変化率
jiM )(  は， 

jj

joutjinji WWM 
















 )()()(   

(3.3.1-1) 

により求める。ここで，質量変化率 jinW )( は物質 j の対象領域 i への流入量， joutW )(

は物質 j の領域 i からの流出量である。 

領域 i のエネルギー変化率      は，各物質の入出熱の合計であり， 

       
                     

相変化

割合
 潜熱 

 

  
化学

反応熱
 

 

  
機器・壁への

熱伝達
 

 

  
物質間

熱伝達
 

 

  
ヒータ出力

・崩壊熱
 

 

 

(3.3.1-2) 

により求める。 jinh )( は対象領域 i の上流側領域の物質 j の比エンタルピ， jih )( は

対象領域 i の物質 j の比エンタルピである。上式の化学反応熱とは，ジルコニウム

の酸化反応熱等である。崩壊熱については，FP の気体中での浮遊，水中での沈着，

ヒートシンクへの沈着，溶融炉心での沈着などの状態も含み，各ノードでの熱源と

して取り扱う。 

領域間はジャンクションで結合されるが，ジャンクション jの流量  は運動量の定

常のバランス式から評価される。 

MAAP コードは，事故直後の原子炉圧力容器から格納容器へのブローダウン過程

については，そのダイナミックな挙動の模擬には不確かさが大きいものの，冷却材

流出を臨界流モデルで評価し，原子炉圧力容器や格納容器内の質量・エネルギー保

存則を適切に考慮しており，冷却材流出に伴う炉心ヒートアップや格納容器内熱水

力挙動評価を模擬できる。また，冷却材の流出が減少し，格納容器内の流動が緩や

相変化による 

質量変化 

化学反応による 

質量変化 
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かになり，崩壊熱による静的な過圧・過熱が支配的となった以降は，諸現象を適切

にモデル化しているため，長期間の格納容器圧力・温度応答評価に適用性を有する。 

 

3.3.2 炉心モデル 

炉心モデルは，あらゆる事故フェーズにおける熱水力的な挙動，炉内構造物の応

答を考慮したモデルである。以下，炉心モデルに関して述べる。 

 

(1) ノード分割 

炉心モデルは，径方向及び高さ方向にノード分割した，R-Z の 2 次元モデルであ

り，ノードごとに燃料，燃料被覆管，制御棒，ウォータロッド，チャンネルボック

ス，冷却材を模擬し，それぞれの間の熱伝達，冷却材の減少と回復，水素発生，自

然対流，燃料被覆管の変形・膨れ，溶融プールの形成といった重要なプロセスにつ

いて計算している。 

ノード分割の例を図 3.3-2 に示す。径方向及び高さ方向に分割され，構造材として

は，燃料（FP 組成含む），燃料被覆管，制御棒及び構造材の質量を入力条件として

与え，流体の流路としては，炉心の流路面積及び炉心バイパス領域の流路面積を与

え，これらに基づき熱水力挙動，炉内構造物応答を計算する。なお，FP 組成につい

ては，元素ごとに質量を入力値で与える。ノードの分割数は，入力値により与え，

例えば，径方向に     ，高さ方向に     としている。径方向は輻射熱伝

達により温度勾配が小さく，分割数の影響は小さいが，軸方向の分割数は高さ方向

の温度勾配がジルコニウム－水反応の速度や炉心溶融挙動に影響するため 10 以上

としている。なお，径方法の分割は任意であるが，各ノードの体積割合はノードに

含まれる燃料集合体を考慮して設定し，解析の安定性のため，各分割要素の差があ

まり大きくならないように設定している。 

 

(2) 原子炉出力及び崩壊熱 

初期の原子炉出力分布は入力値として与える。R-Z 体系にノード分割された炉心に

対して，個々のプラントの燃料特性を反映させた径方向・軸方向の炉心出力分布を

入力値として与える。その炉心出力分布は各ノードの崩壊熱割合（熱出力割合）と

して表現され，炉心全出力が各ノードの崩壊熱割合に応じて分配される。炉心の溶

融により炉心内の物質が移動しても，移動した質量に応じて崩壊熱割合も移動する

ため炉心溶融後の発熱分布を評価することができる。 

事象初期から原子炉スクラムに至るまでの期間，原子炉出力は初期出力を維持し，

原子炉がスクラムすると出力は崩壊熱レベルまで低下するとしている。この出力変

化の模擬については，MAAP が適用される事故シーケンスでは原子炉出力及び出力

分布の時間変化が顕著ではない，又は早期に原子炉スクラムに至るため，評価結果

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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に与える影響は小さい。 

崩壊熱については，コード内蔵の ANSI/ANS 5.1-1979[1]モデルによって評価する。

炉心溶融後に炉心領域から移動したFPと溶融炉心については表3.3-2に示す核種グ

ループごとに崩壊熱の割合を与えることで，崩壊熱の移動量を評価する。 

 

(3) 炉心熱水力モデル 

炉心に特有な熱水力モデルとして，炉心が露出する場合の挙動がある。 

炉心露出の判定は，(4)に示す炉心水位計算モデルにより行う。冠水領域では，沸

騰挙動に応じて燃料棒から液相への熱伝達と蒸気発生量を計算し，露出領域では，

炉心がヒートアップすると，炉心域で気体の密度差が生じ，炉心と上部プレナム間

で自然循環による流れが発生するため，この自然循環を考慮した対流伝熱等による

燃料棒の冷却を計算する。炉心露出部と冷却材の熱伝達については，Dittus-Boelter

の相関式を用いた計算を行う。なお，これら炉心の領域毎に計算された流体側への

伝熱量と蒸気発生量等は炉心全体で合計され，3.3.1 に示した質量とエネルギーの保

存則の右辺ソース項に反映される。 

炉心がヒートアップするにつれて燃料被覆管が酸化し，酸化ジルコニウムと水素

が生成するとともに，酸化反応により発熱し，炉心の露出部分をさらに加熱する。

損傷した炉心にダウンカマを通して急速に注水するような場合には，膜沸騰状態と

なり，水への熱伝達が阻害されるため，燃料被覆管が高温になり酸化が促進される。

この酸化反応計算には KT 1875 において Baker-Just の相関式 (3.3.2-1)，

KT 1850 において Cathcart の相関式 (3.3.2-2)を用い， KTK 18751850  の

間は内挿によって求める。 

 

　RT

Zr

e
x

x /109046.1

2

8

2

3330 


     KT 1875     (3.3.2-1) 

　RT

Zr

e
x

x /10671.1

2

8

2

294 


     KT 1850     (3.3.2-2) 

 

ここで，T [K]は燃料被覆管温度， x [m]は酸化厚さ， Zr [kg/m3]はジルコニウム

の密度，R [J/kg-mole･K]は気体定数である。この反応による物質変化と反応熱は，

質量とエネルギーの保存則で考慮される。 

 

炉心の熱伝達に関しては，炉心の冠水・露出，炉心形状に応じて熱伝達率の計算

を行っており，炉心崩壊時も含めると，以下のとおり整理される。 
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炉心状態 伝熱面積 熱伝達 

健全形状炉心 

冠水時 

円柱形状から計算 

水への対流・輻射熱伝達 

露出時 ガスへの対流・輻射熱伝達 

崩壊炉心 

冠水時 炉心崩壊に応じて段階的に

定義された炉心形状のタイ

プ及びノード内炉心質量割

合から計算 

限界熱流束 

露出時 ガスへの対流・輻射熱伝達 

 

(4) 炉心水位計算モデル 

原子炉圧力容器内の水位及び二相水位の概要を図 3.3-3 に示す。 

ダウンカマ及び炉心内の二相水位は，炉心露出前には二相混合体積から求めるが，

炉心露出後にはチャンネル毎の出力分布に応じた二相水位をもつと仮定する。この

とき，一つ前のタイムステップにおける炉心での蒸発量を径方向出力ピーキングに

基づいて全チャンネルに振り分け，各チャンネルの二相水位を求める。 

まず，チャンネル J のガス流量 )(JWst を以下の式から求める。 

 ))(()()( ,, LPstCOREstPRAst WWJFJFJW       (3.3.2-3) 

ここで， )(JFA はチャンネル J の面積割合， )(JFPR はチャンネル J の径方向ピー

キング， COREstW , は一つ前のタイムステップでの炉心領域の蒸発量， LPstW , は一つ前

のタイムステップにおける下部プレナム領域の蒸発量である。 

次に，チャンネル J の二相水位 )(2 Jx  （圧力容器底部からの水位）を以下の式で

与える。 

)(/
)(1

)(
sup,sup,

,,2 bvcplfl

ww

pswsubw ZZA
J

vM
vMJx 













  

     (3.3.2-4) 

ここで， subwM , はサブクール領域の水の全質量， pswv , は炉心部の水の平均比容積，

sup,wM は沸騰領域の水の全質量， sup,wv は沸騰領域の水の比容積， flA はチャンネル

内部全流路面積， cplZ は炉心支持板高さ， bvZ はベッセル底部高さであり，平均ボ

イド率 )(J はドリフトフラックスモデルにより以下の式で評価する。 






02
)(

C
J


                 (3.3.2-5) 

ここで， 0C は比例定数であり，は気相の見かけ流速とドリフト速度 U の比であ

り， U は以下の式によって評価する。 
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           (3.3.2-6) 

ここで， は液相の表面張力，g は重力加速度，
l 液相密度， g 気相密度である。 

 

3.3.3 原子炉圧力容器モデル 

原子炉圧力容器モデルは原子炉圧力容器内をモデル化し，炉心，上部プレナム，

スタンドパイプ／セパレータ，蒸気ドーム，上部ダウンカマ，下部ダウンカマ，下

部プレナム，再循環ループから構成され，この領域における水，蒸気，非凝縮性ガ

スの挙動の計算を行う。図 3.3-4 に BWR-5 を例として原子炉圧力容器モデルの概要

を示す。以下，原子炉圧力容器モデルについて述べる。 

 

(1) ノード分割 

原子炉圧力容器内は水と気体で占められており，水領域として，炉心領域，ダウ

ンカマ，下部プレナム，CRD チューブの 4 つの領域を考慮する。有効燃料上端以上

の上部プレナム及びスタンドパイプまでの領域にある水は炉心領域の水の一部とし，

炉心領域ではサブクール領域と沸騰領域，炉心上部のスプレイ水の質量とエネルギ

ーを分けて計算する。ジェットポンプを有するプラントの場合，ジェットポンプ及

び再循環ループ内の水はダウンカマ領域の水の一部として扱う。ダウンカマ領域で

は，ジェットポンプの内側と外側のサブノードに分けて水の質量を扱い，再循環ル

ープ内の水はジェットポンプの外側の水に含まれ，ダウンカマ領域の水位が再循環

ポンプ吸込位置高さ以上になると再循環ループが最初に満たされる。 

残りの空間部は単一の気体領域として扱い，気体の全エネルギー及び各気体成分

はこの中にあるものとする。気体の成分として，蒸気，水素，酸素，窒素，一酸化

炭素，二酸化炭素を考慮し，二相領域内の蒸気も気体の一部とする。気体の体積，

エネルギー及び質量に基づき原子炉圧力容器の圧力及び温度が計算され，水の圧力

は気体の圧力と等しいとしている。 

気体領域は，図 3.3-5 に示すように，原子炉圧力容器内を炉心，上部プレナム，ス

タンドパイプ／セパレータ，蒸気ドーム，上部ダウンカマ，下部ダウンカマ，下部

プレナム，再循環ループの 8 つのサブノードに分割している。各サブノードに対し

て，気体温度，水素質量割合，FP グループごとの質量を計算し，その他の非凝縮性

ガスの質量分布や圧力は全サブノードで同一とするため，蒸気の質量割合はサブノ

ードごとに一意に定まる。 

このノード分割は，国内外の典型的な BWR プラントの原子炉圧力容器を模擬した

もので，コード内に設定されたプリセットとなっており，各炉型に対して適用性を
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有する。 

 

(2) 原子炉圧力容器の熱水力モデル 

原子炉圧力容器の熱水力応答は 3.3.1 に示した基礎方程式により計算するが，気相

部の流動に関しては，ジャンクション jの流量  に対する次のバランス式で評価す

る。 

  
j i iijjj zgWWK            (3.3.3-1) 

ここで， jK は流路の抵抗係数， iz はノード高さ， i はノード密度， g は重力加

速度である。上式両辺の和は原子炉圧力容器内の閉ループに沿って和をとるものと

し，左辺は流動抵抗の合計，右辺は密度差による駆動力の合計となり，これがバラ

ンスすると仮定してジャンクションの流量   を計算する。閉ループとして，i) 炉

心→上部プレナム→スタンドパイプ／セパレータ→蒸気ドーム→上部ダウンカマ→

下部ダウンカマ→下部プレナム，ii) スタンドパイプ／セパレータ→蒸気ドーム→上

部ダウンカマ，iii) 下部ダウンカマ→再循環ループ→下部プレナムの 3 つの経路に

対して考慮する。 

 

原子炉圧力容器では図 3.3-5 に示すヒートシンク（原子炉圧力容器，炉内構造物）

がモデル化されており，原子炉圧力容器内においては，これらのヒートシンクと図

中にヒートシンク表面番号で示したノード内の水，蒸気との熱伝達が計算される。

また，水と原子炉圧力容器ヒートシンクの熱伝達係数は，強制対流時，自然循環時

を個別に取り扱っている。蒸気と原子炉圧力容器ヒートシンクの熱伝達は，輻射と

対流熱伝達を考慮している。対流熱伝達について，自然循環時及び強制対流時に分

けて取扱い，熱伝達係数を求める。 

再循環ポンプ流量は入力値として与え，その流量が再循環ポンプのトリップまで

維持される。再循環ポンプのトリップに伴い，入力値として与えたコーストダウン

曲線にしたがって自然循環へと移行する。 

逃がし安全弁が開放される場合，逃がし安全弁から放出された冷却材は，サプレ

ッション・プールに導かれる。各弁の流量については，入力として与えた各弁の実

効的な流路面積を元に計算している。 

給水ライン及び主蒸気ラインついては，境界条件として取り扱っている。主蒸気

流量は，内部計算により初期原子炉出力に相当した流量が設定され，主蒸気隔離弁

の閉止による隔離を模擬している。給水流量は，入力値を与えており，原子炉水位

高等の信号による給水ポンプトリップを模擬している。 

 

(3) 破断流モデル 
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原子炉圧力容器と格納容器との間の流れについては，差圧流及び臨界流を計算す

る。 

差圧流の場合は，流動の式 (3.3.3-1)に，原子炉圧力容器と格納容器の差圧を考慮

して流量を計算する。 

臨界流については，Henry-Fauske のモデル[2]を採用している。気液の流速が同じ

であると仮定して，気液それぞれの流量を計算している。参考文献[3]より，

Henry-Fauske のモデルは Marviken 試験装置[4][5]による実験に対して臨界流量を

過大評価する傾向にあり，破断流量に関して保守的なモデルである。 

 

3.3.4 格納容器モデル 

格納容器モデルは，原子炉格納容器内の熱流動として，水，蒸気，非凝縮性ガス

の挙動の計算を行う。以下，格納容器モデルについて述べる 

 

(1) ノード分割 

原子炉格納容器のノード分割として，壁などで囲まれた領域を模擬したノード（区

画）と吹き抜けや扉などの開口部を模擬したジャンクションを組み合わせてモデル

化を行う。格納容器のノード分割は，原子炉圧力容器モデルのようなプリセットで

はなく入力値によって分割数を与え，各区画に対しては自由体積，形状，高さ等を，

各ジャンクションに対しては等価直径，長さ，ノードに対する接続位置等を与える。 

ヒートシンクは，格納容器の壁面及び床，区画内部の金属機器等を模擬し，区画

の境界に位置する壁面及び床については，ヒートシンクを介した両区画間での熱移

動を考慮できる。また，格納容器のノードと同一のモデルを用いて原子炉建屋をモ

デル化することができ，格納容器壁面を介した格納容器内外へ熱移動や，原子炉建

屋内の区画間における熱移動を考慮できる。 

 

格納容器のノード分割例を図 3.3-6 に示す。同じ特徴を有する空間を集約すること

を基本として，壁や床によって囲われた領域をノードとしてモデル化する。同じ特

徴を有する空間では物理パラメータも同等となるため，緩やか又は長期的な応答を

模擬することができ，各ノード間の接続条件を適切に与えることによって，格納容

器の型式によらず適用性を有する。標準的には，格納容器下部（下部ドライウェル，

ペデスタル），ドライウェル，ベント管，ウェットウェルに分割される。 

3.3.3 に示した原子炉圧力容器のノード分割との関係では，原子炉圧力容器はドラ

イウェル区画に存在し，図 3.3-5 に示したヒートシンクのうち，上部ヘッド，上部

ダウンカマ，下部ダウンカマ，下部ヘッド，さらに，再循環ループを有するプラン

トの場合は再循環ループの外表面と格納容器間の熱伝達が考慮される。 

LOCA 事象では，破断流はドライウェルに放出される。一方，炉心溶融後に原子
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炉圧力容器が破損する場合，下部プレナムからのデブリジェットは格納容器下部区

画に放出される。 

 

(2) 格納容器の熱水力モデル 

MAAP コードの格納容器内モデルは，区画内の代表する状態量を１点で模擬し，

区画間の流動を解析する集中定数モデルである。格納容器の熱水力応答は 3.3.1 に

示した基礎方程式により計算する。また，気相の流動に関しては， 

)( 12221

1 ZLZgPPWWK n      (3.3.4-1) 

を用いる。ここで，K はジャンクションの抵抗係数，W はジャンクションの流量，

P はノード圧力，  はノード内の気相密度， n は流動状態に依存した乗数であり，

Z と Lはそれぞれジャンクションの接続高さ位置とジャンクション長さである（図

3.3-7）。 

 

各ノードでは，区画間の気体・水の移動に伴う質量及びエネルギーの変化，気体

と水の間の熱伝達，ヒートシンク（格納容器壁及び床，機器）の状態に基づき，質

量とエネルギーの保存式を計算する。このとき，気液界面での水の蒸発と水蒸気の

凝縮，破断口からの水と蒸気の放出，放出された水のフラッシング，スプレイ水の

蒸発，スプレイ水による凝縮，及び格納容器内のヒートシンク表面での凝縮を模擬

する。 

MAAPコードでは，原子炉格納容器破損や格納容器ベント等による，原子炉格納

容器内から建屋や環境等への水・気体の放出流量も区画間と同様に計算される。 

LOCA(液相破断)の場合，破断口からドライウェルに放出された水は格納容器圧力

に応じて一部はフラッシングにより蒸気となり，破断口から放出された蒸気(水素ガ

スを含む)とあいまってドライウェル内の圧力を上昇させる。このため，ドライウェ

ル内の気体の大部分はサプレッション・チェンバに追い出され，気体中の蒸気はサ

プレッション・チェンバ内の水により凝縮される一方で，非凝縮性ガスはサプレッ

ション・チェンバの空間部に移行する。また，炉心溶融後に原子炉圧力容器が破損

する場合，格納容器下部に放出（落下）したデブリジェットにより発生した多量の

蒸気（水素ガスを含む）は，ドライウェルからサプレッション・チェンバへと流出

する。 

原子炉格納容器中に存在する水プールは，水位が開口部に到達すると他の区画に

流出する。例えば，格納容器スプレイによりドライウェルに注入された水は，ベン

ト管を経由して，サプレッション・プールに流入する。 

原子炉格納容器内には，1 次元ヒートシンクモデルとランプドヒートシンクを配置

できる。1 次元ヒートシンクは，熱伝導率が小さく，内部の温度勾配が重要となる
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コンクリート壁等に適用し，片面又は両面において区画内の流体との熱伝達を行う。

1 次元ヒートシンクの分割は比較的温度勾配の大きな表面近傍は細かいメッシュで，

それ以外は粗いメッシュで分割される。ランプドヒートシンクは主に熱伝導率が大

きく，内部の温度分布が一様と仮定できる金属ヒートシンクに適用し，温度を 1 点

で代表する。 

これらの表面では，ヒートシンクの冠水／露出を判断し，冠水部分では水との対

流熱伝達，露出部分では気相との対流熱伝達，凝縮熱伝達及び輻射熱伝達が考慮さ

れる。 

 

(3) 水素発生 

原子炉圧力容器内及び格納容器内の水素発生源として，以下を考慮する。 

・ 炉心ヒートアップ及び溶融炉心のジルコニウム・水反応による水素発生

（3.3.6(1)参照） 

・ 溶融炉心によるコンクリート分解に伴う水素発生（3.3.6(6)参照） 

発生した水素のノード間の移動は，原子炉圧力容器及び格納容器の各熱水力モデル

により計算される。 

 

(4) 格納容器破損モデル 

格納容器内圧と限界圧力あるいは格納容器雰囲気温度と限界温度との比較により

格納容器の破損を判定する。 

 

3.3.5 安全系モデル 

(1) 非常用炉心冷却系 

炉心注水系（高圧・低圧），炉心スプレイ系（高圧・低圧），原子炉隔離時冷却系

等，原子炉の型式の特徴を考慮し，実プラントに即した各系統がモデル化されてい

る。それぞれについて注入特性，作動設定圧，作動遅れ時間を入力値として与え，

原子炉圧力に応じて注入流量が計算され，ダウンカマあるいは炉心領域へ注入する。 

また，残留熱除去系によるサプレッション・プール冷却モード運転もモデル化さ

れており，サプレッション・プールから取水し，熱交換器を通じて冷却した後に，

再びサプレッション・プールへ戻される。 

 

(2) 格納容器スプレイ 

格納容器スプレイモデルは，入力として，台数，作動遅れ時間，注入特性等を与

え，格納容器圧力に応じて注入流量が計算される。 

 

(3) 逃がし安全弁 
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逃がし安全弁については，入力として，それぞれの弁個数，流路面積，作動設定

圧力を与える。弁が作動する場合，その時刻の圧力に応じて流量が計算される。 

 

(4) 代替注水設備 

上記に加え，原子炉圧力容器内への注水が可能な代替注水系がモデル化されてお

り，入力として，注入特性等を与え，原子炉圧力に応じて注入流量が計算される。

また，原子炉格納容器内の各区画へスプレイが可能な代替スプレイもモデル化され

ており，注入特性等を入力値として与える。 

 

3.3.6 溶融炉心の挙動モデル 

溶融炉心の状態としてデブリベッド（粒子状堆積物），溶融プール（液体状物質），

クラスト（固化状物質）を模擬し，溶融炉心の挙動モデルとして，炉心溶融及びリ

ロケーション，下部プレナムでの挙動，原子炉格納容器下部での挙動を評価する。

これらの挙動モデルの概要について以下に述べる。なお，有効性評価では高圧溶融

物放出（HPME）及びそれに続く格納容器雰囲気直接加熱（DCH）は，その発生防

止を評価するため，現象モデルとしては考慮しない。 

 

(1) 炉心ヒートアップ 

炉心はR-Zの 2次元モデルで構成しており，炉心のヒートアップに伴って燃料棒，

燃料被覆管，制御棒，チャンネルボックス等の構造材の溶融の計算を行い，ノード

内で溶融が発生した場合にリロケーションの計算を行う。なお，炉心がヒートアッ

プするまでの燃料棒と冷却材との伝熱挙動に関しては，3.3.2(3)に記載している。 

 

炉心ヒートアップ・燃料の溶融の模式図を図 3.3-8 に示す。過熱した燃料棒は燃料

棒内と原子炉圧力容器内の圧力差で膨れによる破損が開始する。露出し，過熱され

た燃料棒表面ではジルコニウムが水蒸気と酸化反応を行い酸化ジルコニウムの層が

形成されるとともに水素が発生する。この酸化反応熱により燃料棒はさらに過熱さ

れる。ペレットとジルコニウムの界面ではジルコニウムがペレット内部へ溶け込ん

だ層が形成される。酸化ジルコニウムの層厚さの変化率は Baker-Just の相関式（高

温時）及び Cathcart の相関式（低温時）により評価される。ウォータロッド，チャ

ンネルボックスにおけるジルコニウムの酸化反応も同様に評価される。 

ジルコニウムのペレットへの溶け込み深さの変化率も取り扱っており，各層厚さ

の変化速度は質量の変化速度へ換算される。ペレット及びペレットにジルコニウム

の溶け込んだ層が融点に達すると溶融し，リロケーションを開始する。 

制御棒の温度が 1500K を超えると制御棒中の B4C の反応が考慮される。まず，制

御棒中の B4C とステンレスの反応が発生し，次に，この反応物とチャンネルボック
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スとの反応が考慮される。チャンネルボックスは，Zr の融点到達，炉心ノードの流

路閉塞及び制御棒の溶融物との反応によって破損が判定される。 

 

(2) リロケーション 

溶融炉心のリロケーションは軸方向及び径方向における質量及びエネルギーの移

動を考慮している。質量の移動には UO2の他に炉内の構成物（Zr，ZrO2，ステン

レスなど）が含まれ，混合に応じた融点等が計算される。質量の移動に対応してエ

ネルギーや FP の崩壊熱割合（初期炉心出力分布から評価）も移動する。これら質

量，エネルギー及び崩壊熱割合の移動を元に，リロケーション後の各ノード内の炉

心溶融物のエネルギー保存式を計算する。 

軸方向のリロケーションは燃料の溶融状態に応じて定常を仮定した液膜流あるい

は管内流の速度で移動する。径方向のリロケーションは下部ノードが閉塞し，隣接

ノードに空隙があり，かつ溶融物の液面に差がある場合に適用され，水頭差と流動

抵抗がバランスした速度で流動する。この際，チャンネルボックスの破損の有無に

より，チャンネルボックスが健全な場合には，溶融燃料の径方向のリロケーション

が起こらないものとする。 

MAAP では，炉心支持板から上部タイプレートまでを炉心領域としてモデル化し，

炉心領域を軸方向及び径方向にユーザーがノード分割を行う（図 3.3-2 参照）。分割

されたノードには，ユーザーが設定する軸方向及び径方向の出力分布にしたがった

出力が設定される。これによって，各ノードにおける燃料のヒートアップ計算を行

う。 

ヒートアップ計算においては，燃料の温度上昇や，金属-水反応による発熱及び水

素ガスの発生が計算される。燃料の温度上昇に伴い，燃料被覆管の破損やチャンネ

ルボックス，制御棒等の構造物の損傷やこれらを含めた，炉心を構成する物質の溶

融が計算され，燃料の冷却形状変化が計算される。 

燃料の冷却形状は，炉心の損傷，溶融状況に応じて，以下に示すような 5 つのタ

イプに分類される。 

 

タイプ 1 ： 燃料が健全な状態 

タイプ 2 ： 燃料が崩壊した状態 

タイプ 3 ： キャンドリング 

  燃料棒の膨れ等により冷却水流路が減少した状態 

タイプ 4 ： タイプ 3 よりもさらに流路が減少した状態（固化クラスト等） 

タイプ 5 ： 溶融プールを形成する状態（流路なし） 

（タイプ 0 ： 炉心を構成する物質なし） 
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燃料の冷却形状変化について示す。一般には，炉心が露出し始めると燃料がヒー

トアップし，高温となる領域から崩壊を始める(タイプ 1 → タイプ 2)。燃料が崩壊

することによって，炉心領域上部は空（炉心を構成する物質が無い状態: タイプ 0）

となる。その後，炉心溶融進展に従い，冷却水の流路が減少し(タイプ 2 → タイプ

3 または タイプ 4)，やがて炉心ノード内の溶融物の割合が多くなると，溶融プー

ルを形成する(タイプ 5)。 

 

 燃料の崩壊(タイプ 1 → タイプ 2) 

燃料の崩壊は，各炉心ノードの状態（周辺ノードで崩壊発生なし，下部ノード

が崩壊，隣接ノードが空，周辺全ノードが空）に応じて，クリープ発生の可能性

を想定して計算している。MAAP のモデルでは Larson-Miller パラメータ手法

（応力と破損時間の関係を整理したLarson-Millerパラメータを利用しクリープ

破損寿命を予測する手法）により，各炉心ノードの累積損傷割合を計算する。累

積損傷割合が 1 となれば，当該炉心ノードが崩壊し，タイプ 2 となる。 

 

 流路の閉塞(タイプ 2 → タイプ 3 または タイプ 4) 

流路の閉塞は，溶融物が流下することで燃料外径が増加したり(キャンドリン

グ)，燃料棒が膨れたりすることによって発生する。この時，炉心ノードの空隙

率によってタイプ 3 かタイプ 4 が判定される。 

 

 溶融プール(タイプ 5) 

炉心ノード内が溶融プールを形成しているかどうかは，炉心ノード内に存在す

る溶融物の重量割合で決定される。炉心ノード内のほとんどを溶融物が占めてい

る場合は，当該ノードは溶融プール(タイプ 5)とみなし，流路は完全に閉塞する。 

 

なお，タイプ 4 を形成したノードに対して，コード内ではクラストのクリープ破

損を考慮する。基本的な考え方は，燃料の崩壊と同様であり，Larson-Miller パラ

メータ手法により，クラストの累積損傷割合が 1 となれば，クラストが破損し溶融

物の移行を計算する。 

下部プレナムへのリロケーションは，炉心領域内の挙動と基本的には同様である。

燃料のヒートアップに伴い，炉心ノードの下部クラストが破損すると，炉心領域下

方に燃料が移行し，炉心領域最下部ノード（炉心支持板ノード）にも溶融物が移行

してくる。炉心支持板ノードに溶融物が移行すると，下部プレナムへのリロケーシ

ョンが開始する。 

下部プレナムへ移行した溶融物は，下部プレナム内で堆積し，制御棒案内管等の

構造物を溶融させる。構造物の大半が溶融すると，炉心を保持できなくなり，炉心
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領域の燃料が下部プレナムへ一気に移行する（炉心スランプ）。 

なお，炉心スランプは Larson-Miller パラメータ手法に基づいた，炉心支持板のク

リープ破損によっても判定されており，先に述べたものと比較して，最初に発生が

判定されたタイミングで発生するものとしている。 

図 3.3-9 に炉心溶融進展における損傷炉心の形状の変化の例を示す。 

 

(3) 下部プレナムでの溶融炉心の挙動 

溶融炉心が炉心支持板に達し，炉心支持板上部のクラストが溶融した場合，炉心

支持板の隙間から下部プレナムへ落下する。落下する溶融炉心の量は，デブリジェ

ット径（開口部の面積），溶融炉心の密度，冷却材の密度，差圧，重力加速度により

計算する。 

溶融炉心が下部プレナム内の水と接触すると，一部がエントレインされて粒子状

となって水中に拡散し，水により冷却されつつ重力落下し，下部プレナムに堆積す

る。このとき，粒子状デブリが周囲の冷却水と伝熱する際に多量の水蒸気を発生さ

せ，過渡的な圧力変化（圧力スパイク）が生じる（原子炉圧力容器内 FCI）。粒子化

しないものは，下部プレナムにクラスト及び溶融プールを形成する。なお，エント

レイン及びデブリ粒子と水の伝熱に関するモデルについては，原子炉格納容器下部

と共通のモデルを使用しており，(6) a)において後述する。また，エントレインされ

たデブリ粒子の酸化も考慮されており，その際に水素が発生する。 

下部プレナムでの溶融炉心の堆積状態については，初期にエントレインされたデ

ブリ粒子が下部プレナムに堆積した後，崩壊熱により再溶融する過程において，酸

化物との密度差により，上部に金属層が形成される成層化状態を模擬し，溶融プー

ルは周囲にクラストを形成することを模擬している。また，TMI-2 の調査やその後

の実験から，堆積した溶融炉心と下部ヘッドの間には 100μm 程度のギャップが存

在することが確認されている。このギャップが溶融物からのクラストを介した加熱

による原子炉圧力容器のクリープと共に大きくなり，このギャップに冷却材が浸入

するとギャップの大きさに応じた熱除去が生じ，クラストから原子炉圧力容器壁へ

の熱伝達が抑制される。MAAP では，原子炉圧力容器のクリープ変形量に基づきギ

ャップ幅を計算し，冷却材の浸入を考慮した熱除去を模擬している。下部プレナム

での溶融炉心の挙動モデルの概念を図 3.3-10 に示す。 

下部プレナムでの伝熱は成層化したデブリベッドのそれぞれに対して次の模擬を

行っている。上部の水への除熱量は Henry-Epstein-Fauske 相関式により計算する。

デブリベッドに浸入した水による熱除去は，水の浸入を考慮した限界熱流束相関式

を用いる。また，下部ヘッドと溶融炉心周りのクラスト間への水の浸入によるギャ

ップ冷却については，門出らの相関式により，クラスト外面及び原子炉圧力容器壁

からの熱除去を考慮している[6]。 
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(4) 原子炉圧力容器破損モデル 

下部プレナムに溶融炉心が堆積し，溶融炉心を冷却できない状態が継続すると，

原子炉圧力容器が破損し，原子炉格納容器下部への落下を開始する。その落下量は，

破損口の口径，原子炉圧力容器内外の圧力差，溶融炉心の水頭及び重力加速度によ

り計算する。原子炉圧力容器の破損判定は，圧力，原子炉圧力容器壁・溶融炉心温

度，材料物性及び形状から計算されるが，MAAP では，原子炉圧力容器の破損につ

いて，原子炉圧力容器の貫通部（計装管又は制御棒駆動機構ハウジング溶接部）の

破損，原子炉圧力容器下部ヘッドのクリープ破損，など，複数の破損形態を模擬し

ており，最も早く判定される破損モードが適用される。下部ヘッドは径方向及び厚

さ方向に分割しており，これにより破損位置を模擬している。なお，MAAP では，

原子炉圧力容器の最初の破損後，原子炉圧力容器内に残存した溶融炉心による 2 度

目の破損も考慮可能である。 

以下，MAAP においてモデル化されている破損モードの評価モデルについて述べ

る。 

 

a) 下部ヘッド貫通部への溶融物流入による破損 

溶融炉心が下部プレナムへ移行した後，計装管等を溶融させ，内部に溶融炉心が

流入すると仮定する。このとき，内部に溶融炉心が流入し，構造物との熱伝達に

よって固化した場合には流路を塞ぐことになり，それ以上溶融炉心が流入できな

くなる。このため，原子炉圧力容器外へ流出するためには溶融炉心が十分な過熱

度を有している必要がある。溶融炉心が過熱度を持っている場合には，溶融炉心

の固化によって流路が閉塞するまでの移動距離が求められる。溶融炉心の移動距

離が入力によって与えるしきい値を超えた場合に原子炉圧力容器が破損したと判

定される。この計算では，貫通部内部は空洞であると仮定している。また，ドレ

ン配管は通常原子炉圧力容器へ再接続されているので，溶融炉心の駆動圧力とし

ては，溶融炉心の重量のみとなる。 

 

b)下部ヘッド貫通部の逸出 

原子炉圧力容器の貫通部（制御棒駆動機構ハウジング等）の溶接部が溶融炉心に

より加熱されることで機械的強度が低下し，貫通部逸出により破損するモードで

ある。MAAP では，この破損モードについて以下の 2 種類の判定を行っている。 

第一は，せん断応力による判定である。貫通部は，原子炉圧力容器と格納容器の

間の差圧と，原子炉圧力容器の壁の温度勾配にさらされている場合，原子炉圧力

容器と格納容器間の差圧は，溶接部のせん断応力と釣り合った状態となっている

が，せん断応力が限界せん断応力を超える場合に，破損が発生したと判定してい
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る。溶融炉心からの伝熱による溶接部の機械的強度の低下は，限界せん断応力を

温度の関数とすることで考慮している。 

第二は，ひずみによる判定である。溶融炉心が下部プレナムに落下することによ

り，高温かつ高圧の環境下にある原子炉圧力容器の壁にひずみを生じ，溶接部に

も同様にひずみが発生し，溶接部のひずみ量がしきい値を超えた場合に，破損が

発生したと判定している。 

 

c) デブリジェットの衝突による下部ヘッドの局所破損 

本破損モードは，炉心溶融物が最初に下部ヘッドへ移行した場合のみ考慮される。

これは，2 回目以降では，下部ヘッド表面にクラストが形成されると考えられるた

めである。 

最初にジェットの自由落下速度と水面に到達した際の直径を求める。続いて，水

中を通過する際のジェット表面でのエントレインメント速度を求め，エントレイ

ンされたデブリは粒子状デブリとなってデブリベッドに沈降する。残りのジェッ

トはある直径，過熱度，速度を持って下部ヘッドに衝突し，最終的にこのジェッ

トによる下部ヘッドの侵食割合を評価する。この割合は，下部ヘッドの溶融が起

こるかどうかを評価するため，ジェットが消滅するまで積分される。 

 

d) 金属層による原子炉圧力容器壁の破損 

下部ヘッド内において溶融炉心上部に形成される金属層からの原子炉圧力容器

壁への熱流束の集中は，金属層内で自然対流が起こり，溶融炉心の崩壊熱を上方

へ移行させることにより，金属層と原子炉圧力容器壁面境界領域への側面方向に

伝熱が生じる現象を考慮したものである。これによって金属層から側壁への熱流

束が計算される。この熱流束は，金属層に接する原子炉圧力容器壁に伝えられる。

この時の原子炉圧力容器壁の温度分布によって，壁面の応力分布の影響やクリー

プ破損の有無について評価している。 

 

e) 原子炉圧力容器のクリープ破損 

原子炉圧力容器が，加熱により不可逆のひずみが生じ，そのひずみが拡大するこ

とにより破損に至る，いわゆるクリープ破損を模擬している。MAAP では，この

クリープ現象を，Larson-Miller パラメータ手法により評価している。 

 

下部ヘッドの破損後は，破損口を溶融炉心が通過する際に，溶融炉心により破損

口の側面が溶かされ，破損口が拡大する現象（アブレーション）も模擬している。

アブレーション量に基づき格納容器下部へのデブリジェット径が決定され，これに

より，格納容器下部への溶融炉心の落下量が変化し，原子炉圧力容器外 FCI による
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細粒化量に影響する。なお，格納容器下部内には制御棒駆動装置等の構造物が存在

するが，デブリジェットとの干渉は模擬していない。 

なお，日本原子力学会や EURSAFE[7]等のシビアアクシデント研究において，実

際に起こり得る原子炉圧力容器破損について，想定される破損モードは概ね把握さ

れているが，その発生条件や破損面積の予測には困難さがあり，現象の不確かさが

大きく，破損後の事象進展への影響もあることから，知見の拡充とともに，破損条

件の明確化や評価手法の検討が解決すべき課題として位置付けられている。 

 

(5) 原子炉圧力容器内溶融物保持 

原子炉圧力容器内溶融物保持(IVR: In-Vessel Retention)は，炉心損傷後に溶融炉

心が下部プレナム部に落下し，堆積した場合においても，原子炉圧力容器下部が早

期に破損することはなく，原子炉注水系の手動操作等により，溶融炉心が原子炉圧

力容器内に保持・冷却される現象である。IVR 現象は，TMI-2 事故の分析・評価を

契機として，国際的に実験・解析的研究が進められてきた。 

溶融炉心が炉心部から下部プレナムに落下し，下部ヘッド上に堆積する場合にお

ける主要な過程は以下のように分けられる。 

 

a) 下部プレナムへの溶融物移行 

b) 水中へ落下する溶融物の分散及び冷却 

c) 落下・堆積した溶融炉心と貫通部の熱的相互作用 

d) 堆積した溶融炉心上面からのプール水による冷却 

e) 溶融プール周囲のクラスト形成と溶融プール内での自然対流熱伝達 

f) 下部ヘッドと溶融炉心のギャップ形成及びギャップ冷却 

g) 原子炉圧力容器の破損 

 

上記の一連の過程において想定される現象は，これまで，(2) リロケーション，(3) 

下部プレナムでの溶融炉心の挙動，及び(4) 原子炉圧力容器破損モデルにおいて述

べたとおり，TMI-2 事故から得られた知見を反映して，MAAP コード内においてモ

デル化されている。 

 

(6) 格納容器下部での溶融炉心の挙動 

下部プレナムに溶融炉心が堆積し，溶融炉心を冷却できない状態が継続し，原子

炉圧力容器が破損すると，溶融炉心は，原子炉圧力容器と格納容器の圧力差及び水

頭に応じた速度で格納容器下部への落下を開始する（「デブリジェット」を形成する）。

これら一連の現象の流れを図 3.3-11 に示す。 

この溶融炉心の格納容器下部への落下過程及び落下後に床への堆積状態の挙動に
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関して，以下に示す現象がある。 

・溶融炉心と冷却水の相互作用（FCI） 

・溶融炉心とコンクリートの相互作用（MCCI） 

溶融炉心と冷却水の相互作用（FCI）は，デブリジェットと格納容器下部の冷却水

が接触してエントレインされて形成される粒子状デブリが，周囲の冷却水と伝熱す

る際に多量の水蒸気を発生させ，格納容器圧力の上昇（圧力スパイク）をもたらす

現象である。このため，本現象は格納容器圧力挙動に影響し，細粒化量が多い場合

に圧力スパイクの規模が大きくなる傾向となる。一方，格納容器下部床面に堆積す

る溶融炉心の冷却の観点からは，細粒化することで水により冷却されやすくなるこ

とから，細粒化量が少ない場合にコンクリート侵食に対して厳しい傾向となる。な

お，FCI に伴う水蒸気爆発については，MAAP ではモデル化されていないが，国内

外の知見から，発生可能性は小さいと判断されている。 

溶融炉心とコンクリートの相互作用は，格納容器下部の底に堆積した溶融炉心の

熱が床面のコンクリートを加熱し，コンクリートの温度がコンクリートの融点を上

回る場合に，コンクリートが分解され侵食されるとともに，非凝縮性ガス（水素，

一酸化炭素，二酸化炭素）が発生する現象である。このため，本モデルはコンクリ

ート侵食挙動や水素発生挙動に影響する。 

これらの現象に関する MAAP モデルについて以下に示す。 

 

a) 溶融炉心と冷却水の相互作用モデル 

溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナムあるいは，格納容器下部へ溶融物のジェ

ットとして落下した時，溶融炉心は静止する水プールとの運動量交換に伴うエント

レインメントにより急速に細粒化し，水プールに大きな伝熱量を与える。これらの

挙動は MAAP モデルで以下のモデルから構成される。本モデルの概念を図 3.3-12

に示す。 

 

①デブリジェットの細粒化モデル 

Ricou-Spalding モデル(式 3.3.6-1)をベースにしたモデルである。本モデル

により細粒化速度とジェット落下速度及び水位から細粒化する割合が評価

される。細粒化径はウェーバー数（慣性力と表面張力の比を表す無次元数）

に基づき決定される。 

②細粒化粒子と水との伝熱モデル 

細粒化した粒子群と水との伝熱は，膜沸騰及び輻射熱伝達を考慮した対流熱

伝達モデルが使用されている。細粒化した粒子群と水が相互作用する領域は

発生水蒸気による二相状態を仮定する。この領域の伝熱は急速な水蒸気発生

及びそれに伴う圧力上昇に影響する。 
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Ricou-Spalding モデルは，エントレインメント速度（細粒化量）を流入流体の速

度（ジェット速度）と両流体の密度比に関連させたモデルであり， 

jet

w
jetent uEm




 0               (3.3.6-1) 

で表され， entm はエントレインメント速度， 0E はエントレインメント係数， jetu は

ジェット速度， w は静止側（格納容器下部）の流体密度， jet は噴出側の流体（デ

ブリジェット）の密度である。エントレインメント係数 0E は，海外での大規模 FCI

実験に基づき設定している。ジェット速度 jetu は，破損口の差圧（原子炉圧力容器

内圧と格納容器内圧の差）と溶融炉心の水頭により計算する。デブリジェットの径

は，粒子化速度に基づいて深さ方向に減少していき，その減少を積分することで，

全細粒化量が得られる。 

細粒化したデブリ粒子の径は，デブリ粒子及び水の密度及び表面張力，重力加速

度，ジェット速度並びにウェーバー数により計算する。 

デブリ粒子から格納容器下部の水への伝熱量は，デブリ粒子の数と径（表面積）

に影響される。落下した溶融炉心の温度は 3000 K 程度と非常に高温であるのに対

しプール水はサブクール水であっても飽和水であってもその差は数 10℃と小さい

ため，水温が伝熱挙動には影響しにくいモデルになっている。ただし，次に述べる

ように，伝熱量が水の顕熱上昇と水蒸気発生に使用される場合は水温に影響される。 

デブリ粒子は格納容器下部の水が飽和水になるまでエネルギーを与え，残りが水

蒸気発生に使用される。発生した水蒸気の気泡は上昇過程でサブクール度に応じて

凝縮が考慮され，残りが気相に放出されるといった，水蒸気の気泡が周囲の水を巻

き込むことによる，水蒸気の凝縮を模擬している。 

 

b) 溶融炉心とコンクリートの相互作用モデル 

本モデルの概要を図 3.3-13，図 3.3-14 に示す。本モデルは大きく次の 3 つのモデ

ルから構成される 

 

① 溶融プールモデル 

 格納容器下部床上に落下した溶融炉心の質量とエネルギーは溶融プールに

加算され瞬時に均質化すると仮定 

 平坦な溶融プールを仮定(図 3.3-13) 

 上部・下部・側部クラストを考慮し，下方及び側方への侵食を考慮 

 内部の溶融プールの温度は１点で模擬 

 クラスト内の温度分布は崩壊熱を考慮して放物分布で近似（図 3.3-13） 
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 侵食したコンクリートと炉心溶融物との混合割合から液化・固化温度を評

価（図 3.3-14） 

 炉心材及びコンクリートの化学組成の化学平衡計算に基づき非凝縮性ガス

（水素，一酸化炭素，二酸化炭素）の発生を評価 

 溶融炉心内部の発生ガスによる溶融プールの伝熱挙動への影響は模擬しな

い 

② 溶融プール伝熱モデル 

 上部クラストから上部水プールへは Kutateladze の熱伝達相関式(式

3.3.6-2)を考慮 

 水がない場合は上部クラストから対流及び輻射熱伝達を考慮 

 内部の溶融物から上部・下部・側部クラストは対流熱伝達を考慮 

③ コンクリート侵食モデル 

 コンクリートへは熱伝導で伝熱し，コンクリートの分解エネルギーを考慮 

 コンクリート内部の温度分布を考慮 

 

ア）溶融プールモデル 

格納容器下部水中に落下した溶融炉心は，粒子化せず格納容器下部の床に達し，

溶融プールを形成するものと，粒子状となって水中に拡散するものとがある。

MAAP のモデルでは，前者は，格納容器下部床面に達した時点で，床全面に均

一に広がると仮定としている。後者は，水により冷却されつつ，格納容器下部床

面に重力落下し，格納容器下部床面上の溶融プールに達するが，MAAP のモデ

ルでは，溶融プールと一体化する仮定としている。 

格納容器下部床面上の溶融プールは，組成が均質の平板として模擬しており，

落下量と拡がり面積から堆積厚さが算出される。溶融プールの状態は，その温度

に応じて，液相と固相の割合が計算され，液相は内部の溶融プール，固相は外側

のクラストとして取り扱っている。溶融炉心の相変化の概念を図 3.3-14 に示す。

縦軸は温度であり，液化温度  と固化温度  は，各物質の物性値及び混合割合か

ら計算される。溶融炉心温度が液化温度  よりも高い場合は全て液体となり，固

化温度  よりも低い場合は固化した固体となり，その中間が二相の状態，すなわ

ち，溶融プールとクラストを形成した状態であることを表す。横軸は，（酸化ウ

ラニウム，酸化ジルコニウム）とコンクリートスラグの混合割合である。 

このように，溶融プールのクラスト量の変化は，溶融プール温度（及び組成）

により計算されるが，言い換えれば，溶融プールからクラストに伝熱されるエネ

ルギー，クラスト内で発生するエネルギー，クラストからコンクリートに伝達す

るエネルギーのエネルギーバランスにより計算される。 

上述のとおり，MAAP の溶融プールモデルでは，床全面に均一に広がる均質平
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板となっているが，水張りによって溶融炉心の拡がりが抑制されることが考えら

れる。しかしながら，有効性評価で想定している制御棒駆動機構ハウジングの逸

出を想定すると，ABWR で床上に水がある場合でも，床全面に溶融物が拡がる

ことが示されており，ABWR 以外の BWR ではペデスタル床面積が ABWR より

小さいことを考慮すると，水張りをしている場合でも溶融炉心は，床全面に拡が

る可能性が高いと考えられる。これは，溶融物の拡がりに影響する因子のうち，

主に想定しているデブリ落下流量が大きいことによるものと考えられる。また，

均一に拡がった方が，側壁に接する溶融炉心の堆積高さが高くなるため，側壁侵

食を評価する観点から保守的な扱いとなっている。 

以上より，MAAP コードの均一堆積の扱いは妥当と考えられ，不確かさも小さ

いと考えられる。 

 

イ）溶融プールの伝熱モデル 

溶融炉心は，崩壊熱や化学反応熱により発熱しつつ，クラストを介して周囲の

物質（コンクリート，水，空気）に伝熱する過程で冷却されるが，ここでは伝熱

について述べる。 

溶融炉心と周囲の物質との伝熱の概念を図 3.3-13 に示す。溶融炉心は単一ノー

ドとしているが，クラストは上面，下面，側面に分割して，それぞれ温度分布を

持つ仮定としている。 

まず，コンクリートと溶融炉心の伝熱について述べる。溶融プールとクラスト

の界面は，対流熱伝達を仮定し，クラスト内部は熱伝導を仮定し，2 次関数の温

度勾配を持つと仮定し，クラストとコンクリートの界面が，コンクリート表面温

度となる。コンクリート内では，深さ方向に準定常の 1 次元の熱伝導方程式によ

り温度分布を持つ仮定としている。したがって，クラストからコンクリートへの

熱流束が，コンクリート内部の熱伝導を上回る場合にコンクリート温度は上昇す

る。 

次に溶融炉心上面の伝熱について述べる。クラストが気体と接触している場合

は，輻射熱と対流熱伝達により周囲の物質と伝熱する。クラストが水と接触して

いる場合は，Kutateladze 相関式型の限界熱流束モデルを使用している。

Kutateladze 相関式は，水平面から飽和水へのプール沸騰（自然対流条件下の沸

騰）における限界熱流束の整理式であり，溶融炉心により加熱されることにより

発生する水蒸気の上昇速度とプール水の落下速度のつり合う伝熱量を限界熱流

束とする式である。Kutateladze の式は， 

   25.05.0

glgfgchfchf ghFq            (3.3.6-2) 

で表される。
chfq は熱流束，

fgh は蒸発の潜熱， は表面張力， g は重力加速
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度， l 及び g は液体及び蒸気の密度である。ここで， chfF は係数であり，

Kutateladze は 0.16 を，Zuber は 0.12～0.16 の範囲，あるいは，π/24（=0.131）

を与えている。係数 chfF については，経験的に決定する必要があることから，有

効性評価の解析では，米国国立サンディア研究所（SNL）で実施された溶融炉心

とコンクリートの相互作用及び溶融炉心冷却に関する実験である SWISS 実験に

おいて報告されている溶融物から水プールへの熱流束が 0.8 MW/m2であること

に基づき chfF  = 0.1 としている。 

前項で述べたように，水プール中の溶融炉心の挙動については種々の物理現象

が関連した複雑な挙動である点で，その模擬性が課題であり，溶融プールの伝熱

についても，格納容器下部床面での拡がり挙動，溶融プールの成層化の状態，水

プールやコンクリートとの界面の状態等に影響を受け，不確かさが大きい現象の

ひとつである。したがって，更なる知見の拡充を行いつつ，現象の不確かさも踏

まえ，感度解析等による影響評価を行う。 

 

ウ）コンクリート侵食 

溶融炉心からコンクリートへの伝熱により，コンクリート温度がコンクリート

融解温度を超えると侵食が開始する。その際，コンクリートの融解熱及び化学反

応熱の発生を取り扱っている。 

コンクリートから放出されるガス（水蒸気及び二酸化炭素）は直ちに溶融プー

ルに浸入し，溶融プール中の金属との化学反応として炉内構造物や燃料を構成す

る金属（Zr，Cr，Fe など）の酸化反応が発生する。その結果発生する非凝縮性

ガス（水素，一酸化炭素及び二酸化炭素）は，格納容器内に放出される。これら

のガスによる溶融プールの伝熱挙動への影響は模擬していない。また，ガスによ

る影響として，コンクリートと溶融炉心の間にクラックや空隙が形成され，溶融

炉心の冷却を促進する効果があることが実験的に確認されているが，解析モデル

では考慮しない。 

コンクリートのスラグも溶融プールに侵入し，ウラン・ジルコニウム等との混

合物となる。スラグが混入することにより，溶融炉心の融点が低下する傾向とな

る。 

 

3.3.7 核分裂生成物（FP）挙動モデル 

FP は過熱された炉心からガス状として原子炉圧力容器内に放出される。なお，希

ガス以外のほとんどのFPは単体を作らないため化合物の化学種として放出される。

炉心から放出された FP のうち希ガス以外の FP は揮発性の高い CsI においても沸

点は 1277℃であり，原子炉圧力容器あるいは原子炉格納容器内ではガス状態を維持

できず，気相中で凝縮しエアロゾル（微粒子）化する。エアロゾルであるため気相
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中での落下速度は低く，ガスの流動とともに移動する。ゆっくりと床に落下した FP

エアロゾルは構造物表面に沈着あるいは水中へ移動する。水中の微粒子状 FP は後

述するよう素を除いて気相へ出てくることはない。FP エアロゾルは重力沈降以外に

微粒子特有の移動（熱泳動・拡散泳動）で構造物表面に付着し，また，サプレッシ

ョン・プール水中のスクラビングやスプレイによっても気相から除去される。以上

は MAAP の FP 挙動モデルで模擬されている範囲である。 

実際には，CsI 等のよう素化学種のエアロゾルでは，原子炉格納容器内に形成され

るプール水中に溶解し，放射線により化学反応が促進され，揮発性の無機よう素 I2

（沸点 184.3℃）や水中に溶けた有機物（塗装材等）と反応し，有機よう素が生成

され，一部が気相に時間をかけて移動する。なお，水中のよう素の反応はプール水

の pH や放射線量，水中の多様な有機物の濃度に強く依存し専用コードを使用して

も精度の良い予測が非常に難しいことがよう素反応の OECD 国際標準問題等で示

されている。このため MAAP ではよう素反応モデルが試験的にオプションとして組

み込まれているものの，よう素反応の結果は参照用として FP 計算にフィードバッ

クされない。 

 

本 FP 挙動モデルは主に以下のモデルから構成される。 

 

炉心燃料からの FP 放出モデル 

・ ペレットが高温になり内部の FP が温度に依存してガス化し，ペレット外

へ放出される。 

FP の状態変化・輸送モデル 

・ FP が気相温度に依存して，気相中で凝固しエアロゾル化する。そのエア

ロゾルは気相と共に移動し，また各種のメカニズムで構造物表面やプール

水に移動する。 

FP の移動に伴う崩壊熱分配モデル 

・ FP は崩壊熱を有するので，FP の移動先で FP 量に依存した崩壊熱を発生

し流体や構造物の熱源になる。 

 

また，本FPモデルにおける概要を以下に示す。 

・ FPは炉心温度に対する放出速度の相違に基づき12グループに分類され，各

FPグループの質量保存が考慮される。 

・ 原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内のFP形態は各グループに対しガス

状，エアロゾル状，沈着を考慮する（希ガスはガス状のみ）。また，水中

及び炉心デブリ内のFPを考慮する。 

・ 溶融炉心内に残存するFPは溶融炉心と共に移動する。 
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・ 水中のFPは区画間の水の流れと共に移動する。 

・ 崩壊熱は各位置のFP量に応じて分配され，各エネルギー保存式に考慮され

る。 

・ FPの崩壊による発生エネルギーは入力の崩壊熱データで考慮する。 

・ FP の崩壊による各 FP グループの質量の変化は考慮しない。 

 

(1) 炉心燃料からの FP 放出モデル 

炉心燃料からの FP 放出モデルでは，炉心温度に対する放出速度の相違に基づいて

表 3.3-2 のように 12 グループに分類される。MAAP はモデルの選択が可能であり，

希ガス，CsI，CsOH に対しては         ，他の核種グループについては 

      の FP 放出速度モデルを使用する。本モデルにより炉心各ノードの温

度に対応した各 FP の放出速度が計算される。ペレットと燃料被覆管の間隙部に蓄

積した FP は，被覆管が破損すると原子炉圧力容器内に放出され，また，原子炉圧

力容器破損後の溶融炉心－コンクリート反応のデブリから FP が原子炉格納容器内

に放出される挙動も模擬している。 

放出された FP グループの内，希ガス以外は，雰囲気の温度に依存してガス状から

エアロゾルへ遷移する。ガス状及びエアロゾル状の FP は原子炉圧力容器及び原子

炉格納容器内のガス流動と共に移動する。これら FP の状態変化・移動挙動につい

ては後述する。 

 

(2) FP の状態変化・輸送モデル 

高温燃料から出た希ガス以外の FP は雰囲気の温度に依存して凝固し，エアロゾル

へ変化する。気相及び液相中の FP の輸送においては，熱水力計算から求まる体積

流量から FP 輸送量を計算する。FP がガス状とエアロゾル状の場合は，気体の流れ

に乗って，原子炉圧力容器内と原子炉格納容器内の各部に輸送される。水プール上

に沈着した FP の場合は，区画内の水の領域間の移動に伴って輸送される。また，

炉心あるいは溶融炉心中の FP の場合は，炉心デブリの移動量に基づいて輸送され

る。 

FP の輸送モデルは上述の仮定に基づいており，炉心燃料から放出されてから原子

炉格納容器に到達する経路としては，次のとおりである。燃料から原子炉圧力容器

内に放出された FP は，原子炉容器破損前には LOCA 破損口あるいは逃がし安全弁

ら原子炉格納容器へ放出される。また，原子炉容器破損後には原子炉圧力容器破損

口もしくは格納容器下部に落下した溶融炉心から FP が原子炉格納容器へ放出され

る。逃がし安全弁を通じて放出された FP はスクラビングによってサプレッション・

チェンバ液相部へ移行する。原子炉格納容器の気相部へ放出された FP は，気体の

流れに伴って原子炉格納容器内を移行する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内での気体，エアロゾル及び構造物表面上（沈

着）の状態間の遷移を模擬している。原子炉格納容器内の FP 輸送モデル概要を図

3.3-15 に示す。 

エアロゾルの沈着の種類としては，重力沈降，拡散泳動，熱泳動，慣性衝突，FP

ガス凝縮，FP ガス再蒸発を模擬している。なお，沈着したエアロゾルの再浮遊は考

慮していない。 

重力沈降は，Stokes の重力沈降式と Smoluchowski 方程式（エアロゾルの粒径分

布に対する保存式）の解から得られる無次元相関式を用いて，浮遊するエアロゾル

質量濃度から沈着率を求める。なお，Smoluchowski 方程式を無次元相関式として

いるのは解析時間短縮のためであり，この相関式を使用した MAAP のモデルは様々

な実験データと比較して検証が行われている。 

拡散泳動による沈着は，水蒸気凝縮により生じる Stefan 流（壁面へ向かう流体力

学的気流）のみを考慮して沈着率を求める。 

熱泳動による沈着は，Epstein のモデルを用い，沈着面での温度勾配による沈着速

度及び沈着率を求める。 

慣性衝突による沈着は，原子炉格納容器内でのみ考慮され，流れの中にある構造

物に，流線から外れたエアロゾルが衝突するものと仮定し，沈着率は重力沈降の場

合と同様に Smoluchowski 方程式の解から得られる無次元相関式を用いて求める。 

FP ガスの凝縮は，FP ガスの構造物表面への凝縮であり，雰囲気中の気体状 FP

分圧が FP 飽和蒸気圧を超えると構造物表面への凝縮を計算する。 

FP ガスの再蒸発は，凝縮と逆であり，気体状 FP の分圧が FP の飽和蒸気圧を下

回ると，蒸発が起こると仮定している。 

エアロゾルのプール水によるスクラビング現象による除去効果の取り扱いに関し

ては，スクラビングによる除染係数(DF)を設定し，エアロゾル除去効果が計算され

る。DF の値は，クエンチャ，垂直ベント，水平ベントの 3 つの種類のスクラビン

グ機器に対し，詳細コード SUPRA[8]を用いて，圧力，プール水深，キャリアガス中

の水蒸気質量割合，プール水のサブクーリング及びエアロゾル粒子径をパラメータ

として評価した結果を内蔵しており，これらのデータから求める。 

また，格納容器スプレイによる FP 除去も模擬しており，スプレイ液滴とエアロゾ

ルとの衝突による除去率を衝突効率，スプレイの液滴径，流量及び落下高さから計

算する。 

 

(3) FP の移動に伴う崩壊熱分配モデル 

FP の崩壊に伴いエネルギーが発生する。ANSI/ANS 5.1-1979 モデルによって評

価された崩壊熱はそれぞれの FP グループに分配され，気相，液相及び構造物に FP

量に応じたエネルギーを与える。 
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揮発性 FP（希ガス，CsI，RbI，CsO2，TeO2，Te2 など）が炉心から放出される

と，炉心の崩壊熱は減少する。炉心の温度が上昇して FP が放出されると，それら

の崩壊熱は移動先の原子炉圧力容器または原子炉格納容器で熱源としてエネルギー

計算に用いられる。溶融炉心に含まれる FP もまた崩壊熱を持ち，溶融炉心のエネ

ルギー計算において考慮される。原子炉格納容器内気相部のFPも崩壊熱を生成し，

原子炉格納容器内の気相部のエネルギーに加えられ，原子炉格納容器の温度上昇に

寄与する。 

ガス状及びエアロゾル状の FP は，水プールへの落下や周辺のヒートシンクへの付

着が考慮され，FP から発生した崩壊熱は水プールあるいはヒートシンクに加えられ

る。水プールが存在する場合，その温度が FP の再蒸発の判断に使用される。ヒー

トシンク上に沈着した FP はその崩壊熱をそのヒートシンクのエネルギーに付与す

る。その際，ヒートシンクの表面温度が再蒸発の判断に使用される。原子炉圧力容

器内では図 3.3-5 に示すヒートシンクがモデル化されており，これらについて FP

から発生した崩壊熱による温度変化が考慮される。 
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表 3.3-1 MAAP コードのモデル一覧 (1/5) 

項目 計算モデル 

炉心モデル 原子炉出力 ・径方向及び軸方向の炉心出力分布の初期値を入力 

・原子炉スクラムまで初期値を維持 

崩壊熱 ・炉心全体の崩壊熱曲線を入力 

・径方向及び軸方向の崩壊熱割合を入力 

・リロケーションによる物質移動とともに崩壊熱も移動 

・FP は 12 の核種グループを設定 

熱水力モデ

ル（伝熱） 

 

・健全形状炉心（冠水時）：水への対流・輻射熱伝達 

・健全形状炉心（露出時）：ガスへの対流・輻射熱伝達 

・崩壊炉心（冠水時）：限界熱流束 

・崩壊炉心（露出時）：ガスへの対流・輻射熱伝達 

・被覆管酸化：Baker-Just 相関式（高温時） 

Cathcart 相関式（低温時） 

・ジルコニウムのペレットへの溶け込みを考慮 

水位計算モ

デル 

・二相混合体積よりダウンカマ部と炉心内の二相水位を計

算 

・各チャンネル内の二相水位はドリフトフラックスモデル 

に基づき計算 

原子炉圧力

容器モデル 

熱水力モデ

ル（流動） 

・ノード及び物質毎に以下を適用 

－ 質量保存則 

－ エネルギー保存則 

－ 流量は圧損，静水頭バランスにより計算 

・各ノードの水位はボイド率を考慮した液相体積から計算 

破断流モデ

ル 

・差圧流 

・臨界流（Henry-Fauske モデル） 
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表 3.3-1 MAAP コードのモデル一覧 (2/5) 

項目 計算モデル 

原子炉格納

容器モデル 

熱水力モデ

ル（流動） 

・ノード及び物質毎に以下を適用 

－ 質量保存則 

－ エネルギー保存則 

－ 流量は圧損，静水頭バランス及び圧力差により計算 

・原子炉圧力容器破断口からの水と蒸気の放出，放出され 

た水のフラッシングを考慮 

・気液界面の水のフラッシング，蒸気の凝縮を考慮 

熱水力モデ

ル（伝熱） 

・格納容器ヒートシンクとして，格納容器壁及び床，金属 

機器を考慮 

・水と格納容器ヒートシンク：強制対流熱伝達及び自然対 

流熱伝達 

・水蒸気と格納容器ヒートシンク：強制対流熱伝達，自然

対流熱伝達，凝縮熱伝達及び輻射熱伝達 

水素発生 水素発生源として以下を考慮： 

・炉心ヒートアップ及び溶融炉心のジルコニウム－水反応 

（Baker-Just 相関式（高温時）及び Cathcart 

相関式（低温）） 

・溶融炉心によるコンクリート分解 

格納容器破

損モデル 

・格納容器内圧と限界圧力あるいは格納容器雰囲気温度と 

限界温度との比較等により格納容器の破損を判定 

安全系モデ

ル 

 

非常用炉心

冷却系 
・注入特性を入力し，原子炉圧力に応じて注入流量を計算 

格納容器ス

プレイ 

・注入特性を入力し格納容器圧力に応じて注入流量を計算 

・スプレイ水による凝縮熱伝達により気相部冷却を計算 

逃がし安全

弁 

・設計値に基づいて流量を計算 
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表 3.3-1 MAAP コードのモデル一覧 (3/5) 

項目 計算モデル 

溶融炉心の

挙動モデル 

 

ヒートアッ

プ 

（炉心モデル（熱水力モデル（伝熱））に記載） 

リロケーシ

ョン 

・軸方向及び径方向に質量及びエネルギーの移動を考慮 

・炉心ノード内の状態として，「健全状態」，「崩壊状態」， 

「キャンドリング」，「クラスト」及び「溶融」を考慮 

・軸方向のリロケーションは燃料の溶融状態に応じて定常 

を仮定した液膜流あるいは管内流の速度で移動 

・径方向のリロケーションは下部ノードが閉塞し，隣接ノ 

ードに空隙があり，かつ溶融物の液面に差がある場合に 

適用され，水頭差と流動抵抗がバランスした速度で流動 

・キャンドリングの進展，クラスト及び溶融の各状態にお 

いて蒸気及びガスの流路の閉塞を模擬 

・クラストのクリープ破損を考慮 

下部プレナ

ムでの溶融

炉心の挙動 

・下部プレナムからの溶融炉心の落下速度は，炉心デブ 

リの密度，冷却材の密度，差圧，重力加速度により計算 

・デブリジェットと水のエントレインを計算 

・エントレイン量：Ricou-Spalding モデル 

・水との熱伝達：膜沸騰及び輻射熱伝達 

・成層化したデブリベッドを模擬 

・上部の水による熱除去は Henry-Epstein-Fauske 相関式 

・デブリベッドに浸入した水による熱除去は，水の浸入を 

考慮した CHF 相関式 

・下部ヘッドと溶融炉心のギャップでの沸騰水による熱除 

去については，門出らの相関式 

原子炉圧力

容器破損 

・制御棒駆動機構ハウジング溶接部等の貫通部の破損とし 

て，せん断応力あるいはひずみがしきい値を超える場合 

に破損を判定 

・原子炉圧力容器下部ヘッドの破損として，Larson-Miller 

パラメータ手法によるクリープ破損を考慮 

・破損後，溶融炉心からの加熱による破損口拡大を模擬 
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表 3.3-1 MAAP コードのモデル一覧 (4/5) 

項目 計算モデル 

溶融炉心の

挙動モデル 

（つづき） 

原子炉圧力

容器破損後

の高圧溶融

物放出 

・高圧溶融物放出の防止が評価目的であり，高圧溶融物放 

出及びそれに引き続き発生する格納容器雰囲気直接加熱 

についてはモデル上考慮しない。 

格納容器雰

囲気直接加

熱 

・注入特性を入力し格納容器圧力に応じて注入流量を計算 

・スプレイ水による凝縮熱伝達により気相部冷却を計算 

格納容器下

部での溶融

炉心の挙動

（落下及び

溶融プール） 

・デブリジェットと水のエントレインを計算 

エントレイン量：Ricou-Spalding モデル 

水との熱伝達：膜沸騰及び輻射熱伝達 

・格納容器下部床上に落下した溶融炉心（連続体及び粒子

状）の質量とエネルギーは溶融プールに加算され瞬時に

均質化すると仮定 

・格納容器下部区画床全面に均一に広がると仮定 

・溶融プールは厚さ均一の平板を仮定，内部温度は１点で 

模擬 

・上部・下部・側部クラストを考慮し，下方及び側方への 

侵食を考慮 

・クラスト内の温度分布は崩壊熱を考慮して２次式で近似 

・侵食したコンクリートと炉心溶融物との混合割合から液 

化・固化温度を評価 

・炉心材及びコンクリートの化学組成の化学平衡計算に基 

づき非凝縮性ガス（水素，一酸化炭素，二酸化炭素）の 

発生を評価 

原子炉格納

容器下部で

の溶融炉心

の挙動（溶融

プールの伝

熱） 

・上部クラストから上部水プールへは Kutateladze の熱伝 

達相関式を考慮 

・水がない場合は上部クラストから対流及び輻射熱伝達を 

考慮 

・内部の溶融物から上部・下部・側部クラストは対流熱伝 

達を考慮 
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表 3.3-1 MAAP コードのモデル一覧 (5/5) 

項目 計算モデル 

FP 挙動モデ

ル 

 

原子炉格納

容器下部で

の溶融炉心

の挙動（コン

クリート侵

食） 

・コンクリート温度は，深さ方向に準定常の 1 次元の熱伝 

導方程式により温度分布を持つと仮定 

・コンクリート温度がコンクリート融解温度を超えると侵 

食開始。その際，コンクリート融解熱及び化学反応熱の 

発生を考慮。 

・コンクリートから放出されるガス（水蒸気及び二酸化炭 

素）は直ちに溶融プールに侵入すると仮定し，溶融プー 

ル中の金属との酸化反応を考慮 

・コンクリートのスラグも溶融プールに侵入し，ウラン・ 

ジルコニウム等と混合すると仮定 

FP 放出 ・FP は炉心温度に対する放出速度の相違に基づき 12 グル 

ープに分類し，各 FP グループの質量保存を考慮 

・溶融炉心－コンクリート反応に伴う FP 放出を模擬 

遷移・輸送 ・原子炉圧力容器及び格納容器内の FP 形態は各グループ 

に対し，ガス状，エアロゾル状，沈着を考慮（希ガスは 

ガス状のみ）。また，水中及び溶融炉心内の FP を考慮 

・気相及び液相中の FP の輸送は，熱水力計算から求めら 

れる体積流量から FP 輸送量を計算 

・FP がガスとエアロゾルの場合は，気体の流れに乗って 

 移動 

・溶融炉心内に残存する FP は溶融炉心と共に移動 

・水中の FP は区画間の水の流れと共に移動 

・格納容器及び原子炉圧力容器内での気体，エアロゾル 

及び構造表面状（沈着）の状態間の遷移を模擬 

・エアロゾルの沈着は，重力沈降，拡散泳動，熱泳動，慣 

性衝突，FP ガス凝縮，FP ガス再蒸発を模擬。沈着した 

エアロゾルの再浮遊は考慮していない 

崩壊熱 ・崩壊熱は各位置の FP 量に応じて分配され，各エネルギ 

ー保存式に考慮 

・FP 崩壊による発生エネルギーは入力の崩壊熱データで考 

慮 
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表 3.3-2 MAAP コードの FP の核種グループ 

グループ 代表核種 説明 

1 希ガス 希ガス（Xe，Kr） 

2 CsI CsI 及び RbI。よう素は全てアルカリ FP と結合すると仮定。
また，セシウムがほとんどであるため，CsI の物性を用いる。 

3 TeO2 酸化テルル（TeO2）。炉心内に放出されたテルルは直接 TeO2

となると仮定。原子炉圧力容器外で放出されたテルルは元素状
態にあると仮定するが，蒸気や酸素が存在する場合には酸化さ
れて TeO2になるものと仮定。 

4 SrO ストロンチウムは主として原子炉圧力容器外から元素状態で
放出されるが，格納容器内で酸化されて SrO になるものと仮
定。圧力容器内放出についても，酸化されて SrO になると仮
定。 

5 MoO2 二酸化モリブデン（MoO2）。モリブデンが主にコンクリート
接触時に放出されると考えられるためである。 

6 CsOH CsOH 及び RbOH を表す。これは，よう素と結合した後に放
出される Cs と Rb を表す。 

7 BaO 酸化バリウム（BaO）を表す。Ba は化学的周期性から，Sr と
同じような挙動を示す。 

8 La2O3 La を表す。La 類の全三二酸化物の化学的挙動は同様であるの
で一つのグループとする。これらは不揮発性であるが，原子炉
圧力容器内放出が許容されている。主として一酸化物の状態で
原子炉圧力容器外に放出されるが，原子炉格納容器内で更に酸
化する。 

9 CeO2 Ce の挙動は La と同様であるが，化学量及びガス分圧が異なる
ため，違うグループとしている。 

10 Sb アンチモンは元素の形態のまま原子炉圧力容器内及び原子炉
圧力容器外へ放出される。 

11 Te2 原子炉圧力容器外に放出された Te のうち酸化しないものは
Te2のままとする。 

12 UO2 ウラン及び超ウラン元素は放射特性が異なるため他の FP とは
区別してグループ化する。これらは原子炉圧力容器外のみに放
出され，原子炉格納容器内で二酸化物になるものと仮定。 
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図 3.3-1 各ノード（領域）における物質毎の質量及びエネルギーバランス 

  

 

領域 i  

 物質 j  

質量:       

エネルギー:       

他の物質 

流入：              流出：              

熱伝達 

相変化 

化学反応 

機器・壁 

熱伝達 

ヒーター・崩壊熱 

入熱  
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図 3.3-2 MAAP ノード分割例（炉心モデル） 

  

シュラウド 

径方向 

炉心支持板 

下部タイプレート 

上部タイプレート 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

高
さ
方
向
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図 3.3-3 炉心水位モデル 

  

水蒸気 及び 水素ガス 

水位 

燃料棒 

溶融炉心 

二相水位 

下部プレナム 

ZrO2 

Zr 

燃料ペレット 

チャンネルボックス 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

シ
ュ
ラ
ウ
ド
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図 3.3-4 MAAP 原子炉圧力容器モデルの概要（BWR-5 の例） 

  

スタンドパイプ
と気水分離器

上部プレナム

下部プレナム

ＳＬＣ流

下部ダウンカマ

ＬＰＣＩ

ＨＰＣＳ
ＬＰＣＳ

上部ダウンカマ

炉心

ジェット
ポンプ

再循環
ループ

再循環ポンプ

ＦＷ，ＲＣＩＣ
代替注水系

ＲＣＩＣ
タービンへ

蒸気ドーム

Ｓ／Ｒ弁

主蒸気

ＣＲＤ流

ＣＲＤ 制御棒駆動装置
ＦＷ 給水系
ＬＰＣＩ 低圧注入系
ＬＰＣＳ 低圧炉心スプレイ
ＨＰＣＳ 高圧炉心スプレイ
ＲＣＩＣ 原子炉隔離冷却系
ＳＬＣ ほう酸水注入系
Ｓ／Ｒ弁 逃がし安全弁
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図 3.3-5 MAAP 原子炉圧力容器ノード分割図 

  

SRV 

蒸気 
ﾄﾞｰﾑ 

ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ 
/ｾﾊﾟﾚｰﾀ 

上部 
ﾀﾞｳﾝｶﾏ 

上部 
ﾌﾟﾚﾅﾑ 

炉心 

下部ﾌﾟﾚﾅﾑ 

下部 
ﾀﾞｳﾝｶﾏ 

再循環 
ﾙｰﾌﾟ 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

記号 

気体流路番号 

ﾋｰﾄｼﾝｸ表面番号 

ﾋｰﾄｼﾝｸ 

気体流路 

ﾋｰﾄｼﾝｸ－ﾉｰﾄﾞ 

間での熱伝達 



 

5-74 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-6 MAAP ノード分割図（格納容器モデル：Mark-I 改の例） 

 

 

図 3.3-7 ジャンクションの接続関係 
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図 3.3-8 炉心ヒートアップ・燃料溶融の模式図 
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図 3.3-9 炉心溶融進展における損傷炉心の形状の変化（例） 

 

 

 

 

 

 

 
炉心溶融開始直後の状態。炉心溶融は炉心系方向中心か

ら開始し，シュラウド側（径方向外側）の溶融は炉心中

央に比べて進展が遅い。 

 

 

 

 

代替注水系による損傷炉心冷却後の状態。損傷炉心の冷

却が行われているため，炉心溶融プールの周囲にクラス

トが形成され，シュラウド側（径方向外側）においても

冷却されている。 
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料は存在せず，空洞となっている。 
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図 3.3-10 下部プレナムでの溶融炉心の概念 

 

 

 

 

図 3.3-11 格納容器下部への溶融炉心の落下の例（格納容器モデル：Mark-I 改の例） 

 

冷却水 

金属層 

クラスト 

ヒートシンク 

溶融プール 

粒子ベッド 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

① 炉心からのリロケーション

により下部プレナムに移

行。冷却水との接触によ

り，エントレイン及び冷却

水の蒸発 

② 制御棒駆動機構ハウジン

グ溶接部の破損により，格

納容器下部区画への落下

を開始。破損口はアブレー

ションにより拡大 

③ 格納容器下部プール水と

の接触によりエントレイン 

④ 溶融炉心は格納容器下部

へ落下 

① 

 

② 

 

③ 

 
④ 
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図 3.3-12 原子炉格納容器下部における溶融炉心の挙動の概念 

 

 

 

 

 

図 3.3-13 溶融炉心の伝熱の概念 

 

冷却水
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q d
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プール水

溶融プール
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コンクリート

プール温度

プール融点

(放物分布)

境界温度

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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混合割合 

 

 

図 3.3-14 溶融プールの相変化の概念 

 

FP 輸送パス： 

１． 蒸気－エアロゾル（蒸発／凝縮） 

２． 蒸気－ドライ壁（蒸発／凝縮） 

３． エアロゾル－水（拡散泳動，重力沈降，熱泳動） 

４． エアロゾル－ドライ水平壁（重力沈降，熱泳動） 

５． エアロゾル－ドライ垂直壁（慣性衝突，熱泳動） 

６． 水－水没水平壁（溶解／沈着） 

 

 

図 3.3-15 格納容器内 FP 遷移モデル  

液体 

二相 

固体 

100％ 
ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗｸﾞ 

100％ 
UOx，ZrOx 

温 

度 

液化温度 TL 

固化温度 TS 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

水没壁 
水没水平壁 

ドライ水平壁 

ドライ 

垂直壁 

エアロ 

ゾル 蒸気 

ドライ 

垂直壁 

水 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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3.4 ノード分割 

実機解析に用いるノード分割の考え方を表 3.4-1 に示す。 

炉心モデルは，R-Z の 2 次元モデルであり，各ノードの体積割合は燃料集合体単

位で設定している。径方向は輻射熱伝達により温度勾配が小さく分割数の影響は小

さいが，解析の安定性のため，各分割要素が断面積（体積）の差があまり大きくな

らないよう考慮している。軸方向の分割数は高さ方向の温度勾配がジルコニウム－

水反応の速度や炉心溶融挙動に影響するため 10 以上としている。 

原子炉圧力容器のノードは，蒸気ドーム，スタンドパイプと気水分離器，上部プ

レナム，ダウンカマ，下部プレナム等の原子炉圧力容器の構成要素ごとに分割され

た，コードプリセットの分割を用いている。 

原子炉格納容器は，壁などの物理区画を模擬したノードと吹き抜けや扉などの開

口部を模擬したジャンクションを組み合わせてモデル化し，同じ特徴を有する空間

を集約することを基本にして設定している。 

ノード分割の考え方は，BWR プラントに共通して適用するものである。 
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表 3.4-1 MAAP コードのノード分割の考え方 

項目 ノード分割の考え方 

炉心 径方向及び高さ方向にノード分割した，R-Z の 2 次元モデルである。径方向

は輻射熱伝達により温度勾配が小さく分割数の影響は小さいが，軸方向の分

割数は高さ方向の温度勾配がジルコニウム－水反応の速度や炉心溶融挙動

に影響するため 10 以上が推奨される。径方法の分割は任意であるが，各ノ

ードの体積割合は燃料集合体単位で設定し，解析の安定性のため，各分割要

素が断面積（体積）の差があまり大きくならないように設定することが推奨

されている。 

原子炉圧力

容器 

蒸気ドーム，スタンドパイプと気水分離器，上部プレナム，ダウンカマ，下

部プレナム等の原子炉圧力容器の構成要素ごとにノード分割される（コード

のプリセット）。このノード分割は，国内外の典型的な BWR プラントの原

子炉圧力容器を模擬したもので，コード内に設定されたプリセットのものと

なっており，各炉型に対して適用性を有する。 

原子炉格納

容器 

壁などの物理区画を模擬したノードと吹き抜けや扉などの開口部を模擬し

たジャンクションを組み合わせ，標準的には，格納容器内部を格納容器下部

（下部ドライウェル，ペデスタル），ドライウェル，ベント管，ウェットウ

ェルに分割される。 

このノード分割は，同じ特徴を有する空間を集約することを基本として，壁

や床によって囲われた領域をノード（区画）として設定し，同じ特徴を有す

る空間では物理パラメータも同等となるため，緩やか又は長期的な応答を模

擬することができ，各ノード間の接続条件を適切に与えることによって，格

納容器の型式によらず適用性を有する。 
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3.5 入出力 

MAAP コードへの入力情報は，別紙１に示すとおりである。 

主要な入出力は，図 3.5-1 に示すとおりであり，入力は， 

① 燃料質量，被覆管質量等 

② 核分裂生成物質量等 

③ 原子炉圧力容器圧力・温度，格納容器圧力・温度等の初期条件 

④ 原子炉圧力容器内の形状等 

⑤ 工学的安全設備，格納容器スプレイの特性等 

⑥ 格納容器内の区画形状，格納容器内の区画間の形状等 

⑦ 格納容器内のヒートシンクの材質・形状等 

⑧ 起因事象，緩和設備等の情報 等 

を与え，これらに基づきプラント全体の過渡解析を実施し，以下の出力を得る。 

① 原子炉圧力容器圧力 

② 原子炉圧力容器水位 

③ 格納容器内圧力 

④ 格納容器雰囲気温度 

⑤ 格納容器内水素濃度 

⑥ 格納容器内水量 

⑦ コンクリート侵食深さ等 
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図 3.5-1 MAAP の入出力 

 

MAAP コード 

(シビアアクシデント時の 

プラント挙動解析) 

主要な入力 

 燃料質量，被覆管質量

等 

 核分裂生成物質量等 

 原子炉圧力容器圧

力・温度，格納容器圧

力・温度等の初期条件 

 原子炉圧力容器内の

形状等 

 工学的安全設備，格納

容器スプレイの特性

等 

 格納容器内の区画形

状，格納容器内の区画

間の形状等 

 格納容器内のヒート

シンクの材質・形状等 

 起因事象，緩和設備等

の情報等 

主要な出力 

 原子炉圧力容器圧力 

 原子炉圧力容器水位 

 格納容器内圧力 

 格納容器雰囲気温度 

 格納容器内水素濃度 

 格納容器内水量 

 コンクリート侵食深

さ等 
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4. 妥当性確認 

4.1 妥当性確認方法 

2.3 において分類した重要現象の妥当性確認方法を以下に記載する。各重要現象の

妥当性確認においては，事故解析あるいは実験解析によって確認することを基本と

するが，機器や設備の性能に基づいて物理現象の特性を与えているため，妥当性確

認が不要となるものがある。 

 

2 章では「原子炉圧力容器破損後の高圧溶融物放出」及び「格納容器雰囲気直接加

熱」を重要現象として抽出していないものの，その発生を防止するという観点から

は，事象進展に影響する各モデルの不確かさに基づいた総合的な判断が必要なこと

から，添付 1 において不確かさの分析及び感度解析による影響評価をまとめる。 

また，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（FCI）」及び「溶融炉心・

コンクリート相互作用（MCCI）」については，国内外において現象の解明や評価に

関する多くの活動が行われてきているが，現在においても研究段階にあり，不確か

さが大きい現象であると言えることから，添付 2 及び添付 3において，知見の整理，

不確かさの分析及び感度解析による影響評価をまとめる。 

 

4.1.1 崩壊熱［炉心（核）］ 

重要現象に分類された物理現象のうち崩壊熱は，信頼性の高いモデルと現実的な

条件を用いて評価された最確値を元に，事象発生後の原子炉出力変化として計算さ

れる。このため，MAAP コードにおける崩壊熱の妥当性確認は不要であると考えら

れる。 

 

4.1.2 沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流［炉心（熱流動）］ 

炉心の「沸騰・ボイド率変化」及び「気液分離（炉心水位）・対向流」については，

原子炉圧力容器内水位に関係する現象である。MAAP コードの炉心水位（二相水位）

は，3.3.2(4)で述べたモデルによって計算される。上部プレナム領域についても同様

にドリフトフラックスモデルによるボイド率から二相水位が計算され，炉心水位と

合わせて原子炉圧力容器内水位として計算される。 

MAAP コードは有効性評価における格納容器挙動の評価に利用されており，対象

とする原子炉圧力容器内水位のような原子炉圧力容器内挙動は SAFER コードによ

り評価されている。しかし，MAAP コードは SAFER コードとは独立した解析を行

っているため，原子炉圧力容器内水位について SAFER コードとの比較を行い，不

確かさを確認する（4.3.1 参照）。 
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4.1.3 冷却材放出（臨界流・差圧流）［圧力容器］ 

原子炉圧力容器と格納容器との間の流れとなる，LOCA 破断口からの臨界流によ

る流量については，3.3.3(3)で述べたとおり，保守的なモデルを用いている。逃がし

安全弁からの流量については，3.3.5(3)で述べたとおり，設計値に基づいて流量が計

算される。差圧流については一般的なモデルが用いられていることから解析モデル

としての不確かさは小さく，MAAP コードにおける「冷却材放出（臨界流・差圧流）」

の妥当性確認は不要であると考えられる。 

 

4.1.4 格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，

格納容器ベント［格納容器］ 

「格納容器各領域間の流動」，「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」，「気液界面の

熱伝達」は，HDR実験（国際標準問題ISP-29）解析により妥当性の確認を行う。あ

わせて，「格納容器各領域間の流動」，「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」は，CSTF

実験に対するベンチマーク解析によって妥当性の確認を行う。「格納容器ベント」に

関しては，3.3.4(2)で述べたとおり，「格納容器各領域間の流動」と同様の計算方法

が用いられており，「格納容器各領域間の流動」の妥当性の確認に含まれる。なお，

「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」に関しては，直接的データが得られていない

ことため，格納容器圧力や温度の過渡挙動を模擬した実験との比較から，所定の入

熱があった場合の構造材への熱伝達及び内部熱伝導による放熱計算に関する考察を

行うものとする（4.2.3及び4.2.4参照）。 

 

4.1.5 ECCS注水（給水系・代替注水設備含む）［圧力容器］，スプレイ冷却，サプレッ

ション・プール冷却［格納容器］ 

ECCS及びスプレイ注入特性は，設計値に基づいて，作動圧力およびポンプの圧力

－流量特性を入力値として与えている。スプレイによる格納容器気相部の冷却に関

しては，液滴径を入力し，液滴と気相部の界面熱伝達により気相部が冷却されるモ

デルが採用されている。液滴は質量に対して伝熱面積が大きいことより，評価結果

ではスプレイされた水は気相部温度と等しくなって液相に落下する。スプレイの水

滴温度が比較的短時間に周囲の雰囲気温度と平衡状態となることは良く知られてい

るところであり，伝熱モデルの不確かさによる結果への影響は無いと考えられる。

よって，「ECCS注水（給水系・代替注水設備含む）」，「スプレイ冷却」の妥当

性確認は不要であると考えられる。「サプレッション・プール冷却」においても，

設計値に基づいて，ポンプ流量及び除熱量を入力値として与えており，妥当性確認

は不要であると考えられる。 
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4.1.6 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］，放射線水分解等による水素・酸素発生［格納容

器］［圧力容器(炉心損傷後)］ 

炉心内の金属－水反応による水素発生量は，TMI事故に対するベンチマーク解析

により妥当性の確認を行う。水の放射線分解による水素及び酸素の発生量は，コー

ド内にモデルを備えていないため，崩壊熱を用いた評価としており，妥当性確認は

不要である。 

 

4.1.7 炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形［炉

心（燃料）］），リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉

心の熱伝達［圧力容器(炉心損傷後)］ 

MAAP コードの炉心ヒートアップモデルについては，TMI 事故に対するベンチマ

ーク解析及び CORA 実験に対するベンチマーク解析，構造材との熱伝達及び下部プ

レナムでの溶融炉心伝熱モデルについては，TMI 事故に対するベンチマーク解析に

より妥当性の確認を行う。 

TMI 事故では炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被

覆管酸化，燃料被覆管変形），構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱

伝達を直接示す測定値はないものの，それらの挙動が間接的に影響する 1 次系およ

び 2 次系の挙動や，事故後の調査研究で各時刻の溶融進展状況が推定されており，

それら調査結果との比較により本モデルの妥当性が確認できると考えられる（4.2.1

参照）。 

TMI 事故は原子炉容器破損前に事象終息していること，炉心溶融時の実機の挙動

に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状況であり，不確かさが大き

いと考えられることから，感度解析による影響の把握を行う（4.3.2，4.3.3，4.3.5

参照）。 

 

4.1.8 原子炉圧力容器破損［圧力容器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器破損挙動を溶融炉心挙動と合わせて実験した例は無いため，実験

解析により直接的に妥当性評価を行うことは出来ない。以下のように，MAAPコー

ドの原子炉圧力容器破損モデルはTMI事故の知見に基づき開発されており，妥当性

評価は不要と考えられる。 

TMI事故では，溶融炉心が下部プレナムへ落下したものの，原子炉圧力容器と溶

融炉心のギャップに水が浸入することで原子炉圧力容器壁を冷却できたと推定され

ている。MAAPではTMI事故の調査研究や溶融炉心から原子炉圧力容器壁への伝熱

挙動を模擬した実験に基づいて，原子炉圧力容器壁への伝熱挙動をモデル化してい

る。また，原子炉圧力容器の破損形態として，原子炉圧力容器のクリープ破損およ

び制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損等が考慮されている。原子炉圧力容器破
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損モデルは，工学分野でクリープ破損評価に広く使用されるLarson-Millerパラメー

タ手法に基づくものであり，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損は単純な熱伝

導問題であり，これらモデルにはある程度の妥当性があるものと推測される。しか

しながら，現象自体が持つ不確かさもあることを踏まえ，不確かさの整理を行うと

ともに，感度解析による影響の確認を行う。（4.3.6参照） 

 

4.1.9 原子炉圧力容器内FP挙動［圧力容器(炉心損傷後)］，原子炉格納容器内FP挙動［格

納容器(炉心損傷後)］ 

炉心からのFP放出モデルについては，これまでに実験や検討がなされてきており，

MAAPではその知見に基づくFP放出モデルが採用されている。燃料から原子炉圧力

容器及び原子炉圧力容器から原子炉格納容器へ放出されるFP挙動について

PHEBUS-FP試験のベンチマークによって妥当性を確認する（4.2.7参照）。また，

格納容器内に放出されたエアロゾル挙動についてABCOVE実験のベンチマークに

よって妥当性を確認する（4.2.8参照）。 

 

4.1.10 原子炉圧力容器内FCI（溶融炉心細粒化，粒子デブリ熱伝達）［圧力容器(炉心損

傷後)］ 

溶融炉心の細粒化及び粒子状デブリから水への熱伝達については，溶融物の粘性

や冷却材条件には違いはあるものの，幅広く個別効果試験が実施されてきた。それ

らの知見を基にMAAPのモデルは構成されているので，妥当性評価は不要と考えら

れる。また，原子炉圧力容器内FCIにより生じる圧力スパイクについては，専門家

間では原子炉冷却材圧力バウンダリや格納容器の破損に対する脅威とはならないと

考えられている。 

ただし，高圧溶融物噴出を防止する観点から，原子炉圧力容器内FCIによる原子炉

圧力上昇は原子炉圧力容器破損とあいまって，有効性の確認に影響するものと考え

られることから，原子炉圧力容器内FCIに関する現象について，知見の整理，不確

かさの分析及び感度解析による影響評価を添付2にまとめており，概要を4.3.6に示

す。 

 

4.1.11 原子炉圧力容器外FCI（溶融炉心細粒化，粒子デブリ熱伝達）［格納容器(炉心損

傷後)］ 

原子炉圧力容器外FCIに関する現象について，知見の整理，不確かさの分析及び

感度解析による影響評価を行ったものを添付2にまとめており，概要を4.3.7に示す。 

 

4.1.12 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水との

伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生
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［格納容器(炉心損傷後)］ 

「格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり」，「溶融炉心と格納容器下部プール水

との伝熱」，「溶融炉心とコンクリートの伝熱」及び「コンクリート分解及び非凝縮

性ガス発生」を含めたMCCIに関する現象について，知見の整理，不確かさの分析

及び感度解析による影響評価を行ったものを添付3にまとめており，概要を4.3.8に

示す。また，「溶融炉心とコンクリートの伝熱」，「コンクリート分解及び非凝縮性ガ

ス発生」については，ACE実験及びSURC-4実験に対するベンチマーク解析によっ

ても妥当性の確認を行う（4.2.4及び4.2.5参照）。 
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表 4.1-1 重要現象に対する妥当性確認方法 (1/2) 

物理 

現象 
重要現象 

妥当性確認方法 

TMI 

事故 

CORA 

実験 

HDR 

実験 

CSTF 

実験 

ACE 

実験 

SURC-4 

実験 

PHEBUS 

-FP 実験 

ABCOVE 

実験 
感度解析 その他＊ 

炉心 

崩壊熱 －  － － － － － － － 4.1.1 

燃料棒内温度変化 

図 4.2-1 

図 4.2-2 

図 4.2-4 

図 4.2-9 

～ 

図4.2-16 

－ － － － － － 

4.3.2 

－ 

燃料棒表面熱伝達 － － － － － － － 

燃料被覆管変形 － － － － － － － 

燃料被覆管酸化 － － － － － － － － 

沸騰・ボイド率変化 － － － － － － － － 
4.3.1 

－ 

気液分離（炉心水位）・対向流 － － － － － － － － － 

原子炉 

圧力 

容器 

冷却材放出（臨界流・差圧流） － － － － － － － － － 4.1.3 

ECCS 注水（給水系・代替注水設備含む） － － － － － － － － － 4.1.5 

原子炉 

格納 

容器 

格納容器各領域間の流動 － － 
図4.2-19 

図4.2-26 

図4.2-27 

図 4.2-31 

図 4.2-32 

図 4.2-33 

－ － － － － － 

構造材との熱伝達及び内部熱伝導 － － － － － － － － 

気液界面の熱伝達 － － － － － － － － － 

スプレイ冷却 － － － － － － － － － 4.1.5 

放射線水分解等による水素・酸素発生 図 4.2-1 － － － － － － － － 4.1.6 

格納容器ベント － － － － － － － － － 4.1.4 

サプレッション・プール冷却 － － － － － － － － － 4.1.5 

＊ 4.1 で示した理由により妥当性確認が不要と考えられる現象  
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表 4.1-1 重要現象に対する妥当性確認方法 (2/2) 

物理 

現象 
重要現象 

妥当性確認方法 

TMI 

事故 

CORA 

実験 

HDR 

実験 

CSTF 

実験 

ACE 

実験 

SURC-4 

実験 

PHEBUS 

-FP 実験 

ABCOVE 

実験 
感度解析 その他＊ 

原子炉 

圧力 

容器 

(炉心 

損傷後) 

リロケーション 図 4.2-2 

図 4.2-4 

－ － － － － － － 
4.3.3 

－ 

構造材との熱伝達 － － － － － － － － 

原子炉圧力容器内 FCI(溶融炉心細粒化) － － － － － － － － 
4.3.4 

－ 

原子炉圧力容器内 FCI(デブリ粒子熱伝達) － － － － － － － － － 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 図 4.2-3 － － － － － － － 4.3.5 － 

原子炉圧力容器破損 － － － － － － － － 4.3.6 － 

放射線水分解等による水素・酸素発生 図 4.2-1 － － － － － － － － 4.1.6 

原子炉圧力容器内 FP 挙動 － － － － － － 図 4.2-53 

図 4.2-54 

－ － － 

原子炉 

格納 

容器 

(炉心 

損傷後) 

原子炉格納容器内 FP 挙動 － － － － － － 図 4.2-58 － － 

原子炉圧力容器外 FCI(溶融炉心細粒化) － － － － － － － － 
4.3.7 

－ 

原子炉圧力容器外 FCI(デブリ粒子熱伝達) － － － － － － － － － 

格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり － － － － － － － － 

4.3.8 

－ 

溶融炉心と格納容器下部ﾌﾟｰﾙとの伝熱 － － － － － － － － － 

溶融炉心とｺﾝｸﾘｰﾄの伝熱 － － － － 図 4.2-36 

図 4.2-37 

図 4.2-38 

図 4.2-40 
－ － － 

ｺﾝｸﾘｰﾄ分解及び非凝縮性ｶﾞｽ発生 － － － － － － － 

＊ 4.1 で示した理由により妥当性確認が不要と考えられる現象 
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4.2 妥当性確認（事故解析及び実験解析） 

4.2.1 TMI事故解析 

(1) 事故の概要 

TMI事故は，大きく 4つのフェーズに分けることができる[9]。フェーズ 1は，事

故発生から全ての１次冷却材ポンプが停止するまでの過程であり，事故発生 0～100

分後に相当する。フェーズ 2は，全ての 1次冷却材ポンプが停止し，その後最初の 1

次冷却材ポンプ 2Bが起動するまでの過程であり，事故発生 100～174分後に相当す

る。このフェーズでは，1次冷却材のボイルオフによって，炉心露出，ヒートアップ，

さらには炉心損傷が生じた。フェーズ 3は，１次冷却材ポンプ 2Bの起動から，高圧

注入系が作動するまでの過程であり，事故発生 174～200分後に相当する。1次冷却

材ポンプ 2Bの起動によって炉心は一時的に冷却されるが，その後ヒートアップ及び

炉心損傷は継続したと考えられる。フェーズ 4は，高圧注入系が作動した事故発生

200分後以降であり，炉心が再冠水するとともに溶融炉心が下部プレナムに落下する

ことで冷却可能形状に至ったと考えられる。 

 

(2) 解析条件 

解析では，TMI-2のプラント形状，システム挙動及び初期状態を入力として与え

る。ノード分割については，炉心を R-Z系の 2次元でモデル化し，径方向には 4分

割，軸方向には 16分割する。１次系及び蒸気発生器は，貫流型蒸気発生器の冷却ル

ープを模擬したコード内蔵のノード分割が採用されている。 

境界条件としては，2次系のデータとして蒸気発生器水位，高圧注入系からの注入

流量に加え，運転員の操作に関する入力として加圧器逃がし弁及び主蒸気隔離弁の

開閉操作並びに１次冷却材ポンプの運転の時刻を与える。 

 

(3) 解析結果 

水素発生量の解析結果を図 4.2-1に示す。MAAPによる解析では，水素発生が事

故発生約 145分後に開始し，事故発生約 185分後まで急激に増加する。その後，水

素発生は事故発生約 230分後まで継続し，この間に発生する水素量は合計で約 510kg

（1,125lb）である。 

事故発生約 220分後における炉心状態の解析結果を図 4.2-2に示す。炉心の外周部

は下から 8番目のノードにおいて固体クラストが形成され，この 6分後（事故初期

から 226分後）に固体クラストが破損し，溶融炉心が下部プレナムへ流出する。解

析では下部プレナムに流出した溶融炉心は約 25,000kg である。 

原子炉容器壁温の解析結果を図 4.2-3に示す。溶融炉心が下部プレナムに流入する

と，最初は堆積した溶融炉心により原子炉容器壁が加熱される。一時的に 1,200℃

（2,200°F）まで急上昇し，その熱により原子炉容器壁がクリープ変形することで
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溶融炉心と原子炉容器壁との間にギャップが生じ成長する。その結果，ギャップに

水が浸入し壁面が冷却される。  

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

て MAAPの不確かさを評価する。 

 

a）燃料被覆管酸化，放射線水分解等による水素・酸素発生 

TMI事故の分析では，約139分で水素の発生が開始し，ジルコニウム－水反応に

よる水素発生率が約175分の時点で最大となった。約203分で炉心が冠水した以降

は再露出することは無いが，クラスト内部の溶融炉心領域の温度は上昇しており，

約224分で溶融炉心が下部プレナムに移行するまで水素が発生したと分析されて

いる。全水素発生量は499～540kg（1,100～1,200lb）であったと分析されている。

TMI事故の分析とMAAPコード解析の水素挙動の比較を表4.2-1に示す。 

このように，MAAPによる解析で得られた水素発生期間及び水素発生量は，と

もにTMI事故の分析結果と良く一致している。したがって，MAAPは放射線水分

解等による水素・酸素発生及び燃料被覆管酸化に関して適切なモデルを有してい

ると判断できる。なお，酸素生成については，MAAPによる解析において直接的

に考慮されないが，格納容器の水素・酸素濃度を評価するにあたっては，MAAP

による事象進展解析に加えて，格納容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によっ

て発生する酸素を適切に考慮している。 

 

b） 燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形，リロケーション，構造

材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達 

TMI事故の分析より得られた事故発生約220分後の炉心状態を図4.2-4に示す。図

4.2-2に示したMAAPによる解析結果と比較すると，軸方向位置に若干の相違はあ

るものの，炉心上部の空隙，デブリベッド，クラスト，溶融プール及び非破損領

域の状態は良く一致している。 

TMI事故で観察された下部プレナムへ流出した溶融炉心は、約190,00kgであり，

MAAPによる解析結果と比較すると，MAAPの解析結果（約25,000kg）はやや多

めの評価となっているが同等である。 

また，原子炉容器壁温について考察すると，TMI-2 vessel inspection project[10]

の分析では，炉心出口温度の急上昇による警報発信及び中性子源領域中性子検出

器の指示値の急上昇から，事故発生約224分後に溶融炉心の下部プレナムへの流入

が開始し，ECCSによる注入水等で約20分以内に冷却されたとされている。図4.2-3

に示したMAAPによる原子炉容器壁温の解析結果は，事故発生約224分後で急上昇
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し，事故発生約240分後に低下することから，TMI事故の分析結果と一致している。

また，原子炉容器壁温の最大値は，ステンレス鋼の融点（約1350℃）より低い約

1200℃であり，原子炉容器に損傷がなかったという事実と整合している。 

このように，MAAPによる解析で得られた炉心状態及び原子炉容器壁温は，TMI

事故の分析結果との比較から，妥当であると考えられる。したがって，MAAPは

炉心ヒートアップに関連する燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管

変形，リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝

達に関して，適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-1 水素挙動の比較 

水素挙動の比較項目 TMI事故の分析 MAAPコード解析 

水素発生開始時刻 139分 145分 

水素発生期間 139～224※分 145～230分 

全水素発生量 
1,100～1,200lb. 

499～544kg 

1,125lb. 

510kg 

※ 推定時間。224分まで溶融固化領域は温度上昇しているため。 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-1 TMI事故の解析結果（水素発生量） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-2 TMI事故の解析結果（事故発生約 220分後の炉心状態） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-3 TMI事故の解析結果（原子炉容器壁温） 
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図 4.2-4 TMI事故の炉心溶融状況の分析結果（事故発生 220分後）[11] 
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4.2.2 CORA 実験解析 

(1) 実験の概要 

CORA 実験[12]は，シビアアクシデント条件下での燃料集合体の損傷・溶融進展を把

握するために，国際的な協力の枠組みの中で，独 Karlsruhe 研究センター(FZK)にて実

施された。 

図 4.2-5 に CORA 実験装置の概要を示す。CORA 実験では，軽水炉の燃料バンドル

を模擬し，燃料をヒーターによって電気加熱し，水蒸気とアルゴンガスの混合物を注

入することによって，燃料の溶融進展挙動を模擬することができる。CORA-16，

CORA-17 及び CORA-18 では，BWR の燃料集合体を模擬した試験が行われており，

バンドルの材質と主要な形状を表 4.2-1 に示す。CORA-16 実験は，燃料，燃料被覆管，

制御棒(B4C)及びチャンネルボックスを配置し，BWRの炉心を模擬している。CORA-17

実験は，CORA-16 実験をベースケースとしてクエンチさせたケース，CORA-18 実験

は，バンドルサイズを大きくしたケースである。 

 

(2) 解析条件 

CORA実験装置に対応するベンチマーク解析のノ-ド分割を図 4.2-6に示す。炉心は，

燃料，燃料被覆管，チャンネルボックス，制御棒及び流体(アルゴン，水蒸気及び水素)

によって構成される。炉心は 2 つの径方向リングに分割され，各々のリングは軸方向

に分割され，下から下部非燃料域，10 ノードの燃料有効部及び 2 ノードの上部非燃料

域となっている。ノード間においては，軸方向の熱伝導，対流，リロケーション及び

輻射が考慮され，最外周のリングでは，シュラウドへの輻射が考慮される。燃料バン

ドルの底部からアルゴンと水蒸気の混合ガスを注入し，燃料バンドルがヒートアップ

によって，燃料棒が急速に酸化し 2,100 から 2,300K になるまで，燃料棒ヒーターへの

出力を直線的に増加させる。 

 

(3) 解析結果 

CORA 実験のケース CORA-16，CORA-17 及び CORA-18 に対するベンチマーク解

析の結果を以下に述べる。 

 

CORA-16 実験 

CORA-16 実験のバンドルの配置を図 4.2-7 に示す。この実験は制御棒中の B4C と

ステンレス及び制御棒のステンレスとチャンネルボックスの Zr の反応を確認する目的

で実施された。バンドル中には 12 本の加熱燃料棒及び 6 本の非加熱燃料棒，ステンレ

ス中の B4C 及び燃料棒を取り囲むチャネルボックスで構成される。 

図 4.2-9 から図 4.2-12 に燃料被覆管の温度変化，チャンネルボックスの温度変化及

び制御棒の温度変化をそれぞれ示す。 
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燃料被覆管の温度は，約 1,800K における Zr の酸化によって 1,100 秒付近において

急上昇する。加熱が停止されるまでの間，測定値に比べて，800K 程度高い解析結果と

なっているが，測定温度が低くなっている理由として，短い予熱時間や測定誤差によ

る可能性が考えられる。加熱燃料棒，非加熱燃料棒共に同様の傾向を示している。 

近接する制御棒と反応しているチャンネルボックスの温度の比較は，概ね一致して

いる。制御棒の温度は，1,100 秒付近において溶融し，リロケーションするまで，解析

結果は高い値を示しているが，これは，比較的低温な上部プレナム構造物への輻射熱

伝達と，のぞき窓を介した対流熱伝達が模擬されていないためであると考えられる。 

 

CORA-17 実験 

CORA-17 実験は，CORA-16 の実験条件と同様であるが，損傷炉心のクエンチの効

果を確認する目的で実施された。実験開始後，2,000 秒から 2,125 秒まで，燃料棒をク

エンチタンク内で水没させている。 

図 4.2-13 に燃料被覆管の温度変化を示す。解析結果では，Zr の酸化反応によって

温度は急上昇している。解析結果のピークは高温の U-Zr-O 共晶物が上方のノードから

リロケーションしてきたことによる。1,500 秒から 1,800 秒において，解析結果は測定

結果よりも高い温度を示しているが，この期間においては，上のノードからのリロケ

ーションしてきた溶融物が熱電対に接触することによって，測定値が増加しているも

のと考えられる。なお，解析結果では，Zr は溶融し，バンドル底部にリロケーション

しており，クエンチに付随した酸化による発熱は予測されていない。 

 

CORA-18 実験 

CORA-18 実験のバンドルの配置を図 4.2-8 に示す。バンドル中には 48 本の燃料棒

が配置されており，この実験は炉心溶融の進展過程におけるバンドルサイズの効果を

確認する目的で実施された。 

図 4.2-14 から図 4.2-16 に燃料被覆管の温度変化，チャンネルボックスの温度変化

及び制御棒の温度変化をそれぞれ示すが，全体的な温度挙動は，実験期間全体におい

て測定値とよく一致している。試験後のバンドル状態の比較より，バンドルサイズの

影響は小さいことが示されたが，バンドルの加熱割合や冷却材の流量の違いによって，

ヒートアップや溶融物のリロケーションへの影響が確認された。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づいて

MAAP の不確かさを評価する。 

燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックスの温度変化については，図 4.2-9～図

4.2-16 に示すとおり，CORA-16 及び CORA-17 実験において，Zr の急激な酸化の開始
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から加熱を停止するまでの間，温度を高く評価しているものの，実機の体系により近

い CORA-18 実験においては，測定データと良く一致する解析結果が得られている。 

このように，MAAP による解析で得られた燃料被覆管の温度変化，チャンネルボック

スの温度変化及び制御棒の温度変化は，CORA 実験における測定データとの比較から

妥当であると考えられる。したがって，MAAP は燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝

達，燃料被覆管酸化及び燃料被覆管変形に関して，適切なモデルを有していると判断で

きる。 
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表 4.2-2 試験バンドルの材質と主要な形状 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

単位 バンドルデータ 

燃料 UO2質量 

ヒーター質量 

炉心 Zr 質量 

保温材 ZrO2質量 

制御棒 B4C 質量 

制御棒ステンレス質量 

非燃料域 Zr 質量 

非燃料域ステンレス質量 

シュラウド Zr 質量 

バンドル流路面積 

チャンネル 1 燃料棒数 

チャンネル 2 燃料棒数 



5-103 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-5 CORA 実験装置概要 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-6 CORA 実験ベンチマーク解析 MAAP ノード分割 

ｸﾞﾘｯﾄﾞ ｴﾚﾍﾞｰｼｮﾝ 

(mm)   (mm) 

炉心ﾉｰﾄﾞ      ｼｭﾗｳﾄﾞ 冷却材 

径方向 リロケーション 

径方向 輻射 

軸方向 熱伝導/対流/ 

リロケーション 

燃料 

被覆管 
チャンネルボックス 

制御棒 

 

拡大図  

炉心ﾉｰﾄﾞ 2-11 & 15-24 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-7 CORA-16 実験 試験バンドル形状 

 

  

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-8 CORA-18 実験 試験バンドル形状 

チャンネルボックス 

シュラウド 

のぞき窓 
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断熱材 燃料棒 

断熱材 

シュラウド 

のぞき窓 

チャンネルボックス 

制御棒 

非加熱燃料棒 

加熱燃料棒 

B4C 制御材 

B4C 制御材 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-9 CORA-16 実験 燃料被覆管温度変化 (加熱燃料棒：エレベーション 550mm) 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-10 CORA-16 実験 燃料被覆管温度変化 (非加熱燃料棒：エレベーション 550mm) 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-11 CORA-16 実験 チャンネルボックス温度変化 (エレベーション 550mm) 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-12 CORA-16 実験 制御棒温度変化 (エレベーション 550mm) 

 

時間（秒） 

時間（秒） 

温
度
（

K
）

 
温
度
（

K
）

 

制御棒の溶融 

温度測定 

不能期間 

CORA-16 実験結果 

解析結果 

測定データ(低温部) 

測定データ(高温部) 

CORA-16 実験結果 

解析結果 

測定データ(低温部) 

測定データ(高温部) 



5-108 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-13 CORA-17 実験 燃料被覆管温度変化 (エレベーション 550mm) 

 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-14 CORA-18 実験 燃料被覆管温度変化 (エレベーション 550mm) 

時間（秒） 

時間（秒） 

加熱停止 

Zr の酸化 

Zr の酸化 

温
度
（

K
）

 
温
度
（

K
）

 

加熱停止 

Zr の融点 

Zr の融点 

ZrO2の融点 

未酸化 Zr の 

酸化 

温度測定不能期間 

水による冷却 

CORA-18 実験結果 

解析結果 

測定データ(非加熱燃料棒) 

測定データ(加熱燃料棒) 

CORA-17 実験結果 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-15 CORA-18 実験 チャンネルボックス温度変化 (エレベーション 550mm) 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-16 CORA-18 実験 制御棒温度変化 (エレベーション 550mm) 
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4.2.3 HDR実験解析 

(1) 実験の概要 

HDR実験[13][14]は，廃炉となったドイツの HDRで行われた実験であり，モデルの

妥当性確認に利用できる大規模実験データが取得されている。代表的な実験ケース

の一つである E11.2実験では，小破断 LOCAによる格納容器中への蒸気放出，それ

に続く水素及びヘリウムの放出，及び外部スプレイによる格納容器の冷却が模擬さ

れている。 

図 4.2-17には HDRの格納容器の概略を示すが，格納容器は高さ 60m，直径 20m

の円筒型である。また，比較的大きい自由空間を有するドーム部と，細かく区画化

された空間を特徴としている。ドーム部の自由空間は，全自由体積 11,400 m3のうち

5,000 m3を占める。また，格納容器内には，多数の流路で繋がった約 70の区画が存

在するが，支配的な流路は格納容器下層からドームへ向かう 1対の階段と設備シャ

フトと同定できる。また，格納容器圧力バウンダリは厚さ 17 mmのスチール・シェ

ルであり，シェルとコンクリート外壁には約 0.6 mの間隙がある。 

 

(2) 解析条件 

解析では，図 4.2-18 に示すとおり，29 ノード及び 44ジャンクションを設定して

おり，破断想定位置から近い区画は個別に，離れた区画はまとめてモデル化してい

る。ドーム部は 2 ノードで，またシェルとコンクリート外壁の間隙は 3 ノードに分

割している。 

実験では，開始から約 750分の間，23.5m位置にある 1805室に約 2.1kg/s（最後

の約 1 時間は 1.1kg/s）の流量で水蒸気が注入される。水蒸気の注入終了の約 10 分

前から，水素及びヘリウムの混合ガスが同じ位置に約 30 分間注入される。さらに，

混合ガス注入後には，下方に位置する 1405室に水蒸気が約 3時間注入される。格納

容器は約 15分間自然冷却された後，外部スプレイにより冷却される。解析では，こ

れら一連の操作を境界条件として与える。 

 

(3) 解析結果 

格納容器圧力の解析結果を測定データと比較して図 4.2-19に示す。最初の水蒸気

注入期間（試験開始 0～41400秒後）において，解析結果は測定データよりも速く上

昇し，また最大値は 2.28MPaと測定データの 2.03Paに比べて高い。その後，水蒸

気流量を減少させガスを注入する期間（試験開始 41,400～46,200秒後）においては，

解析結果は測定データよりも速く減少する。2度目の水蒸気注入期間（試験開始

46,200～57,600秒後）では，期間を通じて MAAPは緩やかな圧力低下を正確に予測

している。外部スプレイ冷却期間（試験開始 58,500～71,400秒後）においては，解

析結果は測定データよりも速く減少する傾向を示している。 



5-111 

 

格納容器の圧力上昇速度は，図 4.2-20に示すようなエネルギー配分に依存する。

表 4.2-3には最初の水蒸気注入が終了した時点（試験開始 41,400秒後）におけるエ

ネルギー配分の主な内訳を示すが，圧力上昇に寄与する雰囲気への配分は，注入さ

れた水蒸気が保有するエネルギーのわずか約 7%であり，残りの大部分はヒートシン

クに吸収される。したがって，圧力上昇を計算する上で，ヒートシンクへの熱伝達

の観点から温度成層の予測性が重要となる。 

図 4.2-21～図 4.2-23に，それぞれ 10m位置，階段横及び 0m位置における雰囲気

温度の解析結果を測定データと比較して示す。図 4.2-21及び図 4.2-22より，測定デ

ータでは，10mより低い位置においては最初の水蒸気注入の影響はほぼ認められな

いが，MAAPでは 10m位置における水蒸気注入の影響を大きく評価している。図

4.2-23より，0m位置においては，二度目の水蒸気注入までは雰囲気温度の上昇は見

られない。図 4.2-22における 16.5m及び 12.5m位置においては，解析結果が測定

データを下回っており，測定データに比べて水蒸気注入の影響が及ぶ範囲をやや小

さく評価しているものの，全体としては温度成層の様子を良く再現できている。図

4.2-24及び図 4.2-25に，それぞれドーム部及び格納容器下部区画の雰囲気温度の解

析結果を測定データと比較して示す。ドーム部の雰囲気温度はやや高めに評価され

ており，測定データは水蒸気の飽和を示唆しているのに対し，解析結果は水蒸気の

過熱を予測している。これは，MAAPにおいて雰囲気からヒートシンクへの伝熱が

過小に評価されている可能性を示唆している。格納容器下部区画については，解析

結果は総じて測定データを良く再現できている。 

これらの解析結果より，圧力上昇を大きめに予測する原因として，系内のヒート

シンクを正確に模擬できていないことが考えられる。ヒートシンクの不確かさとし

てコンクリートの物性が考えられるが，図 4.2-19に示すとおり，コンクリートの熱

伝導率を 2倍にした解析結果は，測定データと良い一致を示している。 

図 4.2-26及び図 4.2-27には，それぞれドーム部上部及び格納容器下部区画の水

素・ヘリウム混合ガス濃度の解析結果を示す。二度目の水蒸気注入の期間では，空

気を多く含むガスが格納容器下方から上方に向かい流れるが，ドーム部上部の混合

ガス濃度は高い状態を維持する。その後，外部スプレイが開始されると，ドーム部

上部において水蒸気の凝縮が顕著になり，ドーム部下部から空気を多く含むガスが

流入する。同時に，スプレイ冷却によってドーム部上部のガス密度が増加し，下方

の区画との間で循環が生じる。このため，約 65000秒で変化の傾向が反転し，上部

ドームの混合ガス濃度は低下を，下部区画の混合ガス濃度は上昇を開始する。MAAP

による解析結果は，これら一連の変化挙動を良く再現できている。 

 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 
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有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

て MAAPの不確かさを評価する。 

HDR実験（E11.2実験）では，格納容器内に水蒸気及び非凝縮ガスを注入し，外

部スプレイを実施している。このため格納容器内のガスの移流挙動，外部スプレイ

による効果を含めたヒートシンク面の凝縮熱伝達挙動等の効果が現れる実験である。 

格納容器圧力及び温度については，図4.2-19及び図4.2-21～図4.2-25に示すとおり，

雰囲気からヒートシンクへの伝熱が過小に評価されている可能性を示唆されている

ものの，主要な傾向を再現できている。 

また，図4.2-26及び図4.2-27に示したドーム部上部及び格納容器下部区画の水素・

ヘリウム混合ガス濃度については，水蒸気及び混合ガス注入過程における混合ガス

濃度の変化挙動，外部スプレイ冷却後における循環流による混合挙動等，測定デー

タと良く一致する解析結果が得られている。 

このように，MAAPによる解析で得られた格納容器圧力及び温度，並びに格納容

器内のガス濃度変化は，HDR実験における測定データとの比較から妥当であると考

えられる。したがって，MAAPは格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導，及び気液界面の熱伝達に関して，適切なモデルを有していると判断でき

る。 
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表 4.2-3 HDR実験解析における主なエネルギー配分の内訳 

コンクリート壁 50.0% 

金属製設備 6.0% 

冷却コイル 15.0% 

シェルからの漏えい 12.9% 

凝縮液 8.3% 

雰囲気 7.3% 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-17 HDRの概略図 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-18 HDR実験解析におけるノード分割 
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図 4.2-19 HDR実験の解析結果（格納容器圧力）[14] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-20 HDR実験の解析結果（エネルギー配分）  
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-21 HDR実験の解析結果（10m位置の雰囲気温度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-22 HDR実験の解析結果（階段横の雰囲気温度）  
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-23 HDR実験の解析結果（0m位置の雰囲気温度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-24 HDR実験の解析結果（ドーム部の雰囲気温度） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-25 HDR実験の解析結果（格納容器下部区画の雰囲気温度）  
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-26 HDR実験の解析結果（ドーム部混合ガス濃度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

図 4.2-27 HDR実験の解析結果（格納容器下部区画混合ガス濃度） 
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4.2.4 CSTF実験解析 

(1) 実験の概要 

CSTF実験[15]は，米国 Hanford Engineering Developing Laboratory においてアイ

スコンデンサ型格納容器を模擬した Containment Systems Test Facility（CSTF）実

験装置を用いて，原子力発電所におけるシビアアクシデント時の水素制御に関する研

究を行ったものである。この実験では，水素混合挙動や水素ポケットまたは水素リッ

チな混合ガスの成層化の可能性を調査している。CSTF実験では，小破断 LOCA時の

破断口及び破損した加圧器逃がしタンクのラプチャ・ディスク経由の冷却材放出を想

定して，水素と水蒸気またはヘリウムと水蒸気の混合ガス放出を模擬している。窒素

雰囲気において水素が用いられた１つの実験を除いて水素の代わりにヘリウムが用い

られた。 

CSTF実験装置の概要を図 4.2-28及び図 4.2-29に示す。高さ約 20.4m，外径約

7.6m，体積は約 850m3，160℃において 0.52MPaの設計圧力の圧力容器であり，

CSTF容器は下部と上部に分かれ，アイスコンデンサ下部扉と再循環ファンを模擬し

ている。また，異なった事故シナリオにおける水素の蓄積の可能性を調査するために，

強制対流が有る場合と無い場合の実験が実施された。 

 

(2) 解析条件 

ベンチマ-ク解析に用いたMAAPのノ-ド分割を図 4.2-30に示す。V3は上部区画

全体を模擬しており，遮へい壁と燃料取替キャビティより外側の下部区画を V1と V2

に分けている。V4は燃料交換キャビティである。 

ジャンクション J2 は，物理的な壁は無いが，ノード V1 とノード V2 を均等に分割

する流路である。ドアを持った 2 つの異なるジャンクション J3 と J1 をノード V1 と

V3の間，ノード V2と V3の間にそれぞれ配置することによってアイスコンデンサ下部

扉を模擬する。ジャンクション J4及び J7は，それぞれノード V4とノード V1，V2間

の漏えいパスを模擬している。ジャンクション J5及び J6は，それぞれノード V3とノ

ード V1，V2間の強制対流のための再循環ファンの流路を模擬している。また，各区画

におけるヒートシンクは，構造材の厚さ，伝熱面積，構造物毎の物性値を考慮している。 

表 4.2-4に実験ケ-スの一覧を示す。HM-P1～P4は自然対流及び強制対流における

混合挙動を確認するための予備実験である。HM-1～5は小破断 LOCAによる水蒸気

と水素の放出を模擬し，HM-6～7は，加圧器逃がしタンクのラプチャ・ディスク破損

による水蒸気と水素の放出を模擬している。HM-1～2は再循環ファンの作動無しを想

定しており，HM-3～7は再循環ファンの作動有りを想定している。ベンチマ-ク解析

として，再循環ファンの作動の無い HM-1，HM-2及び窒素雰囲気に水素を注入した

HM-5の解析を示す。 

 

(3) 解析結果 

CSTF実験のケ-ス HM-1，HM-2及び HM-5に対するベンチマ-ク解析の結果を
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以下に述べる。 

 

HM-1実験 

この実験は，水平方向ジェットノズルによって小破断 LOCAを模擬しているが，再

循環ファンは考慮していないため，気相の混合に寄与するのは，ジェットノズルからの

注入による強制対流と自然対流のみである。下部区画のガス温度及びヘリウム濃度につ

いて，解析結果と実験デ-タの比較を図 4.2-31に示す。 

実験開始後の緩やかな温度の低下は，ヒートシンクの影響による。約 14分後に急激

な温度低下があるが，これは，アイスコンデンサ下部扉の開放によって，比較的温度

の高い下部区画と比較的温度の低い上部区画での自然対流によるものと考えられる。

混合ガスの注入の開始から注入完了までの温度上昇傾向はよく一致している。 

注入完了からの約 10 分間においては，解析結果のほうが急峻な低下を示しているが，

これは解析では下部区画から上部区画への自然循環流量を大きく評価しているためと

考えられる。全体としては，実験開始後の温度低下，アイスコンデンサ下部扉の開放

による急激な温度低下，注入開始による温度上昇，注入完了時のピーク温度及び完了

後の温度低下等，解析結果と実験データにおいて一連の挙動は良く一致している。 

また，下部区画のヘリウムガス濃度に関しても解析結果は実験データと良い一致を示

している。 

 

HM-2実験 

この実験は，HM-1実験と同様に，水平方向ジェットノズルによって小破断 LOCAを

模擬し，再循環ファンは考慮しておらず，気相の混合に寄与するのは，ジェットノズル

からの注入による強制対流と自然対流のみである。HM-1実験との違いは，ジェットノ

ズルからの注入流量であり，ガス流量及び水蒸気流量共に約 2倍の質量流量となってい

る。下部区画のガス温度及びヘリウム濃度について，解析結果と実験デ-タの比較を図

4.2-32に示す。 

HM-1実験と同様に，混合ガス注入完了後の温度低下は，解析の方が実験より若干急

峻であるものの，実験開始後の温度低下，アイスコンデンサ下部扉の開放による急激な

温度低下，注入開始による温度上昇，注入完了時のピーク温度及び完了後の温度低下等，

解析結果と実験データにおいて一連の挙動は良く一致している。また，下部区画のヘリ

ウムガス濃度に関しても解析結果は実験デ-タと良い一致を示している。 

 

HM-5実験 

この実験では，水平方向ジェットノズルにより小破断 LOCAを想定して，実験開始前

に CSTF容器に空気の代わりに窒素を封入し，水素が注入されている。再循環ファン

が模擬されており，HM-1や HM-2と比較して再循環ファンによる強制対流も気相混

合に寄与する。下部区画のガス温度及び下部区画の水素濃度について，解析結果と実験

デ-タの比較を図 4.2-33に示す。 
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HM-1実験及び HM-2実験と同様に，実験開始後の温度低下，アイスコンデンサ下部

扉の開放による急激な温度低下，注入開始による温度上昇，注入完了時のピーク温度及

び完了後の温度低下等，解析結果と実験データにおいて一連の挙動は良く一致している。

また，下部区画の水素濃度に関しても解析結果は実験デ-タと良い一致を示している。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づいて

MAAPの不確かさを評価する。 

CSTF 実験は，上部区画と下部区画で仕切られた区画を持つ格納容器の下部区画に水

平あるいは垂直ジェットにより水蒸気及び水素またはヘリウムを注入し，再循環ファン

あるいはアイスコンデンサ扉による強制対流と自然対流による混合を確認した実験であ

る。HM-1 実験及び HM-2 実験は空気雰囲気に対し，ヘリウム及び水蒸気の水平方向

ジェットによる強制対流とアイスコンデンサ扉開放による自然対流を考慮し，HM-5 実

験は窒素雰囲気に対し，水素及び水蒸気の水平方向ジェットによる強制対流，アイスコ

ンデンサ扉開放による自然対流及び再循環ファンによる強制対流を考慮している。 

格納容器内のガス温度や非凝縮性ガスの濃度については，図 4.2-31～図 4.2-33に示す

とおり，すべての実験条件において，自然循環および強制対流下で，測定データと良く

一致する解析結果が得られている。 

このように，MAAPによる解析で得られた格納容器温度，並びに非凝縮性ガスの濃度

変化は，CSTF実験における測定データとの比較から妥当であると考えられる。したが

って，MAAP は格納容器各領域間の流動及び構造材との熱伝達及び内部熱伝導に関して，

適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-4 CSTF水素混合実験 実験ケ-ス一覧 

 

 
 

※下線部は，ベンチマ-ク解析ケ-ス 出典：MAAP4User ’sManual,EPRI 

  

実験 

ケース 

雰囲気 

ガス 

再循環流量 
注入ガス 

組成 

予備試験 

高速ジェット試験（水平方向） 

高速ジェット試験（垂直方向） 

ガス流量 

（ヘリウムまたは水素） 

下部区画 

ガス初期温度 
水蒸気流量 
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出典：MAAP4 User ’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-28 CSTF実験装置 
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出典：MAAP4 User ’s Manual, EPRI 

 
図 4.2-29 CSTF実験装置における空気再循環の詳細 
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出典：MAAP4User ’sManual,EPRI 
 

図 4.2-30 CSTF実験ベンチマ-ク解析 MAAPノ-ド分割 
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出典：MAAP4User ’sManual,EPRI 

 

図 4.2-31 CSTF実験ベンチマ-ク解析結果（ケ-ス HM-1） 
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出典：MAAP4User ’sManual,EPRI 

 

図 4.2-32 CSTF実験ベンチマ-ク解析結果（ケ-ス HM-2） 
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出典：MAAP4User ’sManual,EPRI 

 

図 4.2-33 CSTF実験ベンチマ-ク解析結果（ケ-ス HM-5） 
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4.2.5 ACE 実験解析 
(1) 実験の概要 

米国アルゴンヌ国立研究所で実施された ACE 実験[16]では，MCCI の大規模な実験

が行われている。この試験の目的は，MCCI の熱水力学的及び化学的プロセスの調

査と，計算コードの開発及び妥当性確認に向けたデータベース拡充である。試験装

置の概要を図 4.2-34 に示す。試験装置は，8 枚の水冷式パネルを対にして四方の壁

を構成しており，その中にコンクリート床，コンクリート／金属製の内挿物，コリ

ウムを内蔵している。2 つの壁の内面には，25 本のタングステン電極棒集合体が設

置されており，それらはタングステンコイルによりコリウム頂部付近に接続され，

コリウムが溶融して誘導加熱を開始できるまで加熱する。試験装置の大きさは 53.0 
cm×50.2 cm である。また，試験装置は二枚式の蓋で覆われており，蓋を通じて主

ガス管と接続されている。蓋には 4 つの窓が設置されており，1 つはエアロゾルの収

集，ガスのサンプリング及び排出に，残りの 3 つは光学温度計及びビデオカメラに

よるコリウムの観察に用いられる。 
UO2 を含む全てのコリウム成分は粉末状であり，均一に混合されている。また，

コリウム及びコンクリート成分は，複数の条件について実験が行われている。表 4.2-5
及び表 4.2-6 に，L2 実験，L6 実験及び L7 実験におけるコリウム及びコンクリート

の成分を示す。実験中，コリウムはタングステン電極で加熱され溶融プールを形成

する。コンクリートの侵食は内部に設置された熱電対により観測される。 
 

(2) 解析条件 
解析では，図 4.2-35 に示すとおり，試験部を１つのノードとしてモデル化してい

る。水冷式パネルで構成される側壁，コンクリート床及び蓋はヒートシンクとして

モデル化し，試験部と外部環境の間にジャンクションを設定している。 
実験ではコリウムを室温から加熱するが，解析ではコンクリートの侵食が開始し

た時間をゼロと定義し，その時点における各部の温度等を境界条件として与える。

コリウムの初期温度は，L2 実験で 2400K，L6 実験及び L7 実験で 2500K である。

また，コンクリート床の初期温度は，コリウムとの界面ではコンクリート融点，底

面では室温としている。 
 

(3) 解析結果 
L2 実験 

L2 実験では，部分的に酸化した PWR 燃料のコリウム溶融物とケイ土系コンクリ

ートとの相互作用が調査されている。電気加熱の出力は平均で約 220kW，水冷式パ

ネルでの熱損失は平均で約 120kW であり，解析ではこれらを境界条件として与えて

いる。溶融プール温度は侵食開始時において約 2400K であり，その後もその温度を
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維持している。垂直方向へのコンクリート侵食量は 2000 秒において約 0.1m である。

侵食深さとコリウム温度の解析結果を測定データと比較して図 4.2-36 に示すが，い

ずれも良い一致を示している。 
 

L6 実験 
L6 実験では，部分的に酸化した PWR 燃料のコリウム溶融物とケイ土系コンクリ

ートの相互作用を調査している。この実験ではコンクリート製ベースマットの上に

7cm のコンクリート／金属製の内挿物が設置されているが，解析では侵食開始時に

コリウム成分と合わせて考慮することで実験を模擬している。電気加熱出力は約

200kW，水冷式パネルでの熱損失は約 125kW である。侵食率は試験開始時には低く，

試験終了時には高い値となり，最終的な侵食深さは約 13cm であった。コリウム温度

と侵食深さの解析結果を測定データと比較して図 4.2-37 に示すが，コリウム温度に

ついては良好な一致が得られている。侵食率については，侵食開始時において解析

結果が実測データをやや上回っているが，これはコンクリート床への熱損失をわず

かに大きく評価しているためである。 
 

L7 実験 
L7 実験では，部分的に酸化した BWR 燃料のコリウム溶融物（70%の Zr が酸化）

と石灰岩／砂系コンクリートが用いられており，電気加熱出力は約 130kW である。

L6 実験と同様に，コンクリート床上に 5.7cm のコンクリート／金属製内挿物を設置

しており，解析では侵食開始時にコリウム成分と合わせて考慮することで実験を模

擬している。実験では，1500 秒で約 2.5cm の侵食が観測されている。BWR 燃料の

コリウム溶融物における低い出力密度と，石灰岩／砂系コンクリートが有する高い

分解エンタルピに起因して，侵食深さが小さくなっている。コリウム温度と侵食深

さの解析結果を測定データと比較して図 4.2-38 に示すが，いずれも良い一致を示し

ている。 
 
(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

て MAAP の不確かさを評価する。 
ACE 実験では，冷却水の注水がなく，かつコリウム及びコンクリートの配置が既

知である。したがって，冷却水の熱水力的挙動や幾何形状の不確かさを最小化した

条件においてコンクリート侵食挙動を確認することができ，溶融炉心とコンクリー

トの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさを評価する上で有効

である。 
MAAP による解析で得られたコリウム温度及び侵食速度は，ACE 実験における測
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定データとの比較から妥当である。また，非凝縮性ガスの発生量については直接的

な測定データとの比較をしていないものの，コンクリート侵食速度を問題なく予測

できているから一定の妥当性を有していると考えられる。したがって，MAAP は溶

融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に関して，

適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-5 ACE 実験におけるコリウム成分 

成分(kg) L2 L6 L7 

UO2 216 219 188.5 
ZrO2 42.5 18.5 59.4 
Zr 13.4 21.1 17.7 
Zirc-4 

 
1.8 1.1 

Fe2O3 - - - 
NiO - - - 
Cr2O3 - - - 
SS-304 - 9.1 0.6 
CaO 3.0 7.3 11.5 
SiO2 20.9 16.9 12.5 
BaO 0.8 0.79 1.4 
La2O3 0.6 0.6 1.14 
SrO 0.5 0.5 0.96 
CeO2 1.3 1.3 2.32 
MoO2 0.9 0.94 1.7 
SnTe 0.2 - - 
ZrTe2 - 0.2 0.18 
Ru - 0.38 - 
B4C - - 1.0 
Ag - 1.19 - 
In - 0.22 - 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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表 4.2-6 ACE 実験におけるコンクリート成分 

成分(kg) L2 L6 L7 

SiO2 69 69 28.3 
CaO 13.5 13.5 26.0 
Al2O3 4 4 3.5 
K2O 1.4 1.4 0.6 
Fe2O3 1 1 1.6 
TiO2 0.8 0.8 0.14 
MgO 0.7 0.7 9.6 
Na2O 0.7 0.7 1.1 
MnO 0.03 0.03 0.05 
BaO 0.02 0.02 0.03 
SrO 0.02 0.02 0.03 
Cr2O3 0.01 0.01 0.009 
H2O+CO2 7.9 7.9 27.5 
コンクリートの種類※ S S L/S 
合計 99.1 99.08 98.459 

※ コンクリートの種類 
S ：ケイ土系 
L/S ：石灰岩・砂系 
 
出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 
図 4.2-34 ACE 実験装置の概要 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-35 ACE 実験解析におけるノード分割 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 
図 4.2-36 ACE 実験の解析結果（L2 実験） 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 
図 4.2-37 ACE 実験の解析結果（L6 実験） 

  

時間 (s) 

時間 (s) 

ACE L6実験データ 

解析結果 

ACE L6実験データ（1403 K等温線） 

ACE L6実験データ（1523 K等温線） 

ACE L6実験データ（1673 K等温線） 

解析結果 

 

温
度

 (
K

) 

 

侵
食

深
さ

 (
m

) 

5-139 
 



 

 

 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 
図 4.2-38 ACE 実験の解析結果（L7 実験） 
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4.2.6 SURC-4実験解析 

(1) 実験の概要 

SURC-4 実験 [17]は米国サンディア国立研究所で行われた MCCI 実験であり， 

OECD/NEAの国際標準問題（ISP-24）にも選定されている。 

実験装置の概要を図 4.2-39 に示す。試験装置は，アルミニウム製格納容器とその

内部に設置された円筒状のるつぼから構成される。るつぼの側壁及び蓋は厚さ約

10cm の MgO 製鋳造物であり，るつぼ全体の大きさは直径約 60cm，高さ約 100cm

である。るつぼの下部には，厚さ約 40cmの玄武岩系コンクリート床が設置され，コ

ンクリートの侵食は内部に設置された熱電対により観測される。 

実験では，コンクリート侵食が開始するまで，約 200kgのステンレス鋼と模擬 FP

から成るコリウムを約 60kW の電気出力で誘導加熱し，それによるコンクリート侵

食及びコリウム温度が測定されている。また，化学反応とガス放出への影響を調査

するため，コンクリート侵食開始から約 14 分後に約 20kg のジルコニウムをコリウ

ムに投入している。最終的な侵食深さは約 24.5～27.5cmであった。 

 

(2) 解析条件 

SURC-4実験は，ACE実験と同様のモデルで模擬できることから，図 4.2-35に示

したモデルを用いている。 

解析ではコンクリートの侵食が開始した時間をゼロと定義し，その時点における

各部の温度等を境界条件として与える。コリウムの初期温度は 1750K であり，コン

クリート床の初期温度は，コリウムとの界面ではコンクリート融点，底面では室温

としている。 

 

(3) 解析結果 

図 4.2-40に侵食深さの解析結果を測定データと比較して示す。解析による侵食率

は，測定データとの良好な一致を得ている。なお，SURC-4実験では外周部のコン

クリート侵食深さが大きくなっており，解析結果と相違が見られるが，これは，実

験では外周部からの誘導加熱によって溶融物を加熱しているため，外周部への入熱

量が大きくなることが原因と考えられる。したがって，この相違は，試験固有の原

因と考えられる。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

て MAAPの不確かさを評価する。 

SURC-4 実験では，冷却水の注水がなく，かつコリウム及びコンクリートの配置

が既知である。したがって，冷却水の熱水力的挙動や幾何形状の不確かさを最小化
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した条件においてコンクリート侵食挙動を確認することができ，溶融炉心とコンク

リートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさを評価する上で

有効である。 

MAAP による解析で得られた侵食速度は，SURC-4 実験における測定データとの

比較から妥当である。また，非凝縮性ガスの発生量については直接的な測定データ

との比較をしていないものの，コンクリート侵食速度を問題なく予測できているか

ら一定の妥当性を有していると考えられる。したがって，MAAP は溶融炉心とコン

クリートの伝熱及びコンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に関して，適切なモデ

ルを有していると判断できる。 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-39 SURC-4実験装置図 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-40 SURC-4実験の解析結果 
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4.2.7 PHEBUS-FP実験解析 

(1) 実験の概要 

PHEBUS-FP計画[18][19]は，仏国放射線防護・原子力安全研究所（IRSN），仏国電

力庁及び EUを中核とする国際協力プログラムであり，燃料から放出される FPの種

類，量，1次系及び格納容器内への移行と除去挙動に関する知見を取得し，シビアア

クシデント解析コードの改良及び検証に資することを目的として実施されている。 

PHEBUS-FP計画は，FPT0，1，2，3及び 4の計 5つの実験から構成されており，

各実験では実燃料（酸化ウラン燃料）を炉心内で溶融させ，放出される FPなどの挙

動を調査している。FPT0実験は未照射燃料を対象とし， FPT4実験は燃料デブリ

を対象としていること，FPT2実験及び FPT3実験はいずれも水蒸気枯渇状態で実施

されていることを考慮し，ここでは水蒸気雰囲気下で使用済燃料を対象に実施され

た FPT1実験を取り上げる。なお，同実験は，OECD/NEAの国際標準問題（ISP-46）

にも選定されている。 

図 4.2-41 には実験設備の概要を示すが，装置は大きく 3 領域に分かれており，そ

れぞれ炉心，１次系及び格納容器を模擬している。炉心には長さ約 1m の実燃料 20

本と制御棒材で構成される試験体が設置され，中性子束によって加熱される。炉心

部には図 4.2-42 に示す軸方向位置に熱電対が配置されており，温度が測定される。

また，放出された FPは燃料を取り囲むシュラウド内に試験体下部より供給される水

蒸気によって上部垂直ラインに導かれる。FPT1実験における水蒸気流量および炉心

の加熱出力を図 4.2-43に示す。 

１次系はホットレグ及びコールドレグを模擬する内径 3cm，長さ約 13.3mの水平

配管と，SG伝熱管を模擬する内径約 2cm，長さ約 10mの U字管で構成される。 

模擬格納容器は約 10m3の容積を有しており，内部に備えられたコンデンサは，実

機の格納容器壁面における水蒸気の凝縮及びエアロゾルの沈着を模擬するように，

雰囲気温度より低い温度に設定されている。また，下部にはエアロゾルを含んだ洗

浄水を溜めるサンプが設けられている。 

 

(2) 解析条件 

解析では，図 4.2-44に示すとおり，炉心部を径方向に 2領域，軸方向に 11ノード

でモデル化している。径方向中心領域は，8本の燃料棒と1本の制御棒を含んでおり，

径方向外周領域は 12本の燃料棒を含んでいる。１次系は図 4.2-45の破線で囲んだ領

域，すなわち炉心，上部プレナム，ホットレグ，SG伝熱管（ホットレグ管及びコー

ルドレグ管），中間レグでモデル化している。格納容器は，図 4.2-46に示すように，

上部区画と下部区画に分割してモデル化している。解析では図 4.2-43に示した水蒸

気流量および炉心の加熱出力の時間変化を境界条件として与えている。 
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(3) 実験及び解析の考察 

被覆管温度，水素流量及び水素発生量，希ガス及びよう素の格納容器への放出割

合について，測定データと解析結果の比較を図 4.2-47～図 4.2-54に示す。 

 

A) 実験結果の考察 

FPT1実験では，実験開始後約 8,000秒から，水蒸気流量及び炉心の加熱出力を

増加させ，炉心崩壊や FP放出のデータを取得している。図 4.2-47～図 4.2-50に

は下端からそれぞれ 700mm，600mm，400mm及び 300mmの高さにおける外周

部燃料の被覆管温度を示している。被覆管温度は，実験開始後約 8,000秒から炉

心の加熱の増加にしたがって大きく上昇し，実験開始後約 11,000秒には急昇が見

られる。その後も炉心の加熱出力が増加することにより被覆管温度は高温を維持

し，加熱出力がなくなる実験開始後約 17,000秒で減少に転じる。 

図 4.2-51には水素流量を示すが，実験開始後約 8,000秒から徐々に上昇し，被

覆管温度と同じく実験開始後約 11,000秒に急昇が生じている。したがって，同時

刻における被覆管温度の急昇は，ジルコニウム酸化反応による発熱が原因と考え

られる。被覆管温度及び水素発生量はピークを過ぎるとすぐに減少する。これは，

溶融燃料のキャンドリングが開始することで被覆管と水蒸気の接触面積が減少し，

酸化反応も減少したためと推測される。高さ 300mmの場合に，約 1,500℃に到達

した時点で急激な温度上昇が発生していないことも，上部からのキャンドリング

により酸化反応が顕著にならなかったものと推測される。ジルコニウム酸化反応

の進展により被覆管外面には酸化ジルコニウム層が形成されるが，被覆管内面の

金属部は 1,800℃程度で溶融するため，それ以上の温度になると酸化ジルコニウム

層のみで燃料棒としての形状を維持することになる。約 2,200℃を超えると溶融し

た被覆管による二酸化ウランの溶解現象が進み，被覆管内部は溶融物割合が高ま

る。そのような状況では酸化ジルコニウム層では被覆管形状を維持できずに破損

し，溶融物が流下することになると考えられている。同時に上部に残っていた燃

料も落下すると考えられている。図 4.2-52には水素発生量の積算値を示している

が，最終的に発生した水素量は 96±13gと推定されており，これは初期ジルカロ

イの 64%が酸化したことに相当する。 

図 4.2-53及び図 4.2-54には，一次系及び格納容器内に放出された希ガス及びよ

う素の割合を示す。オンライン計測によると，実験開始後約 6,000秒には被覆管

破損にともなう少量の FP放出が確認されているが，希ガス及びよう素の放出が顕

著になるのは，ジルコニウム酸化反応にともなう発熱により燃料温度が急昇する

実験開始後約 11,000秒である。その後，燃料温度は高温を維持するため，希ガス

及びよう素の放出は継続されるが，実験開始後約 17,000 秒で加熱がなくなると，

積算放出割合はほぼ一定となる。図 4.2-55に実験結果の分析から得られたよう素
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の回路内マスバランスを示す。よう素のバンドル内残存割合は約 13%であり，し

たがって最終的にはバンドル外へ約 87%が放出された。一方，1次系（コールド

レグ）内質量流量の測定値からは，1次系を通過して格納容器内に放出された希ガ

スの割合は約 77%となるが，PHEBUS-FPT1実験最終報告書[19]においては，燃料

の損傷度合いやよう素等の揮発性核種の放出量との比較結果から，この値はやや

過小評価であり，実際はよう素と同等の 80～85 %程度であったと推定されている。 

 

B) 解析結果の考察 

被覆管温度の解析結果を図 4.2-47～図 4.2-50に示すが，炉心の加熱出力が増加

する実験開始後約 8,000秒まで，解析結果と測定データは良く一致している。そ

の後，解析結果は測定データをやや上回る傾向を示しており，急昇が生じる時刻

は測定データに比べて 500秒程度早くなっている。図 4.2-51には水素流量の解析

結果を示しているが，実験開始後約 8,000秒から水素流量はやや大きく予測され

ており，このためジルコニウム水反応による発熱量が実験に比べて大きくなった

と考えられる。この結果は，被覆管温度の解析結果が測定データを上回り，また

被覆管温度の急昇を早く予測した結果と整合する。図 4.2-52には，積算水素量を

示すが，最終的な水素発生量の解析結果は測定データに比べて 3割程度多くなっ

ている。 

MAAPの解析では被覆管温度が約 1,600℃以上で Baker-Justモデル，それより

低温では Cathcartモデルを使用しているが，被覆管温度が 1,500℃程度から急上

昇した後の挙動は実験と解析ともに同程度であることから，Cathcartモデルによ

る酸化速度が大き目の傾向を持つことが考えられうる。解析結果と測定データの

差異については，実験体系のモデル化が要因の一つと考えられる。すなわち，図

4.2-54に示すとおり，実際のバンドル形状は 5×5配列であり，燃料棒間及び外周

構造体との輻射熱伝達や，水蒸気による対流熱伝達による影響を考慮すると，半

径方向には比較的大きな温度分布が生じると考えられる。実際に図 4.2-56に示す

実験後の燃料バンドルの X線トモグラフでは，半径方向にかなり強い非均質性が

見られている。一方，解析においては，バンドルを内側 12本，外側 8本の 2領域

で模擬しているため，半径方向の温度分布が実験に比べて均質化されることによ

り，被覆管温度の予測性に影響を与えている可能性がある。 

約 11,000秒付近の被覆管温度のピーク値については，解析結果が実験結果より

数十℃高めになっている。また，高さ 300mmの場合は実験に見られない急上昇が

見られる。これはキャンドリング開始タイミングに関係している。キャンドリン

グ開始タイミングは，燃料棒内で溶融した被覆管による二酸化ウランの溶解速度

と，酸化ジルコニウム層による形状維持の限界タイミングに依存しており，後者

の酸化ジルコニウム層の破損は振動や流れによる外力の影響が大きい。解析では
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2,500K（約 2,227℃）にて溶融ジルカロイによる二酸化ウランの溶解が開始する

とともに酸化ジルコニウム層の破損によるキャンドリング開始をモデル化してい

る。この温度が実験での観察結果より若干高い設定となっており，キャンドリン

グ開始タイミングが遅れたため，キャンドリングによって酸化反応が阻害されて

いないことになるが，二酸化ウランの融点（約 2,800℃）より低い温度で液化する

という観点からは妥当であるといえる。 

図 4.2-53及び図 4.2-54に FP積算放出割合の解析結果を示す。FP放出が開始

される時間は，解析結果と測定データで良く一致している。これは，被覆管破損

が生じる実験開始後約 6,000秒まで，被覆管温度を良く再現できていることから

も妥当な結果と考えられる。一方，FP放出が顕著になる実験開始後約 11,000 秒

以降は，測定データが時間とともに一定の割合で増加するのに対し，解析結果は

約 0.5まで急激に増加した後，緩やかな増加を示す。この原因は，解析において燃

料温度が測定データに比べて高く予測され，FPの放出が促進されたためと考えら

れる。 

実験終了時の積算放出割合については，解析結果は実験と同程度の 0.8前後とな

っているが，図 4.2-53に示した希ガスの積算放出割合については，解析結果が実

験結果を若干上回り，図 4.2-54に示したよう素の積算放出割合については解析結

果が実験結果を若干下回っている。MAAPの解析においては，径方向を 2チャン

ネル，軸方向を 11ノードに分割した各セルでは温度や溶融状況は均一であり，温

度分布及び質量移行による空洞化部分は左右対称となる。一方で，実験後の燃料

の X線トモグラフ（図 4.2-56）では，温度分布及び空洞化部分は左右非対称であ

る。MAAPの炉心モデルは，１つのチャンネルに多数の燃料棒を含んだ実機の体

系を対象としており，本実験のように個々の燃料棒の形態が影響する場合には輻

射伝熱の計算などに誤差が生じやすく，放出割合に若干の差が生じたと推定され

る。 

PHEBUS-FP実験では，実機の炉心に比較すると小規模な体系を扱っているた

め，解析における炉心のチャンネル分割方法が結果に影響を及ぼしたと考えられ

る。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの評価 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

て MAAPの不確かさを評価する。 

PHEBUS-FP実験においては，燃料バンドルの加熱にともなう被覆管温度の上昇，

ジルコニウム酸化反応による被覆管温度の急昇及び炉心溶融といった事象進展の中

で，FP放出の挙動が確認されている。 

FP放出割合の解析結果と測定データの比較から，FP放出の開始時間を良く再現
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できることを確認している。 

解析結果と測定データの差異については，実験体系のモデル化が要因の一つと考

えられる。PHEBUS-FP実験では，実機の炉心に比較して小規模な体系を扱ってお

り，個々の燃料棒の形態が大きく影響するが，実機体系では，局所的な挙動による

影響は相対的に小さくなるため，この種の不確かさは小さくなると考えられる。 

以上のことから，MAAPによる解析で得られた FP放出割合は，PHEBUS-FP実

験における測定データとの比較から妥当であると考えられる。したがって，MAAP

は原子炉圧力容器内 FP挙動及び原子炉格納容器内 FP挙動に関して，適切なモデルを

有していると判断できる。 

  



 

5-150 

 

 

図 4.2-41 PHEBUS-FP実験（FPT1）における設備概要[20] 

 

 

図 4.2-42 PHEBUS-FP実験（FPT1）における炉心部の熱電対位置[20] 
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図 4.2-43 PHEBUS-FP実験（FPT1）におけるバンドル出力と蒸気流量[20] 
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図 4.2-44 PHEBUS-FP実験解析における炉心（燃料バンドル）モデル[20] 
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図 4.2-45 PHEBUS-FP実験解析における１次系モデル[20] 

 

        

図 4.2-46 PHEBUS-FP実験解析における格納容器モデル[20] 
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図 4.2-47 PHEBUS-FP実験の解析結果（被覆管温度，下端から 700mm）[20] 

 

 

図 4.2-48 PHEBUS-FP実験の解析結果（被覆管温度，下端から 600mm）[20] 
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図 4.2-49 PHEBUS-FP実験の解析結果（被覆管温度，下端から 400mm）[20] 

 

 

図 4.2-50 PHEBUS-FP実験の解析結果（被覆管温度，下端から 300mm）[20] 
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図 4.2-51 PHEBUS-FP実験の解析結果（水素流量）[20] 

 

 

図 4.2-52 PHEBUS-FP実験の解析結果（積算水素量）[20] 
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図 4.2-53 PHEBUS-FP実験の解析結果（希ガス積算放出割合）[20] 

 

 

図 4.2-54 PHEBUS-FP実験の解析結果（よう素積算放出割合）[20] 
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図 4.2-55 PHEBUS-FP実験（FPT1）におけるよう素の回路内マスバランス[20] 

  

燃料に残存したよう素の割合：13±4% 
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図 4.2-56 PHEBUS-FP実験（FPT1）における燃料バンドルの X線トモグラフ[20] 
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4.2.8 ABCOVE実験解析 

(1) 実験の概要 

米国Hanford Engineering Developing Laboratoryで実施された ABCOVE（AB5）

実験[21]では，計算コードの妥当性確認を目的に，エアロゾル挙動に関するデータが

取得されている。実験では，図 4.2-57に示すようにコンクリートピットに設置され

た容積約 852m3の格納容器内にエアロゾルを発生させ，凝集及び沈着にともなう気

相中のエアロゾル濃度の減少挙動が調査された。 

主な試験条件を表 4.2-7に示す。エアロゾルは，スプレイノズルから格納容器内に

噴出させたナトリウムを燃焼させることにより生成される。実験では，約 223kg の

ナトリウムが約 872秒間スプレイされ，全てのナトリウムが酸化ナトリウム約60%，

水酸化ナトリウム約 40%から成るエアロゾルに変化している。エアロゾルの濃度は

エアロゾルの生成にともなって増大し，スプレイ開始後約 383秒で最大となり，約

1.7×10-4 g/cc（約 170g/m3）に到達した。エアロゾル生成が継続する約 900秒後ま

で高い濃度が維持され，その後は凝集及び重力沈降によって約 105秒後には約 5×

10-9 g/cc程度にまで減少している。 

 

(2) 解析条件 

AB-5実験におけるエアロゾル特性及び実験体系を考慮し，エアロゾル濃度の推移

を解析している。なお，MAAPの解析手法とは異なる数値解についてもあわせて評

価している。 

 

(3) 解析結果 

MAAPによるエアロゾル濃度の解析結果を測定データと比較して図 4.2-58に示す。

MAAPによる解析結果は測定データの挙動を良く再現できている。 

 

(4) 重要現象に関する不確かさの検討 

有効性評価における重要現象として抽出された項目について，解析結果に基づい

て MAAPの不確かさを評価する。 

高温の炉心から格納容器にガス状で放出された揮発性 FPは，気相中で冷却されエ

アロゾルを形成する。エアロゾル粒子が凝集して粒子径が大きくなると，重力沈降

等による気相中から格納容器内の構造材表面へ移動することにより，気相中の FP

濃度が低下する。ABCOVE（AB5）実験は，エアロゾルの凝集及び重力沈降に注目

した試験であり，同実験の解析は「原子炉格納容器内 FP挙動」の不確かさを評価す

る上で有効である。 

MAAPによる解析で得られたエアロゾル濃度は，ABCOVE（AB5）実験における

測定データとの比較から妥当であると考えられる。したがって，MAAP は原子炉格
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納容器内 FP挙動に関して，適切なモデルを有していると判断できる。 
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表 4.2-7 ABCOVE実験（AB5）の主要な条件[22] 

格納容器直径 7.62 m 

格納容器高さ 20.3 m 

格納容器体積 852 m3 

初期酸素濃度 23.3 % 

初期温度 302.25 K 

初期圧力 0.122 MPa 

Na スプレイ流量 256 g/s 

スプレイ期間 試験開始後 13～885 秒 

エアロゾル生成速度 445 g/s 

生成粒子の平均半径 0.25 μm 
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図 4.2-57 ABCOVE実験（AB5）における装置概要[22] 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

図 4.2-58 ABCOVE実験解析結果（エアロゾル質量濃度） 
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4.3 妥当性確認（感度解析） 

4.3.1 沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流［炉心（熱流動）］ 

炉心の「沸騰・ボイド率変化」及び「気液分離（炉心水位）・対向流」については，原

子炉圧力容器内水位に関係する現象である。 

炉心損傷防止対策の事故シーケンスにおいては，対象とする原子炉水位といった原子炉

圧力容器内挙動は SAFER コードによって評価されており，MAAP コードは格納容器内挙

動の評価のみに用いられているが，格納容器破損防止対策の事故シーケンスにおいては，

MAAP コードによって，原子炉圧力容器内挙動を含めた全体挙動を評価している。原子炉

水位は炉心冷却状態及び炉心溶融進展への影響が考えられるため，原子炉水位について

SAFER コードと比較を行い，不確かさを確認する。 

 

(1) 解析条件 

SAFER コードは，長期間の原子炉内熱水力過渡変化及び炉心ヒートアップを解析す

るコードであり，原子炉圧力容器に接続する各種一次系配管の破断事故，原子炉冷却

材流量の喪失事故，原子炉冷却材保有量の異常な変化等を取り扱うことができる。ま

た，SAFER コードは，MAAP コードと比較し原子炉圧力容器内のモデルが精緻であ

り，上部タイプレート及び炉心入口オリフィス等での気液対向流制限現象（CCFL 現

象）及び炉心上部プレナムにおけるサブクール域の局在化により冷却材が炉心下部プ

レナムに落水する現象（CCFL ブレークダウン現象）などを考慮することができる。 

SAFER コードは炉心損傷防止対策における事故シーケンスグループのうち以下の 6

グループで使用され，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管温度等の評価に使用され

ている。 

・高圧・低圧注水機能喪失 

・高圧注水・減圧機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・崩壊熱除去機能喪失 

・LOCA 時注水機能喪失（中小破断 LOCA） 

・格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

 

そこで，これらのシーケンスグループのうち，原子炉水位の低下が比較的緩慢な「高

圧注水・減圧機能喪失」（以下，TQUX シーケンス）及び比較的速い「LOCA 時注水機

能喪失（中小破断 LOCA）」（以下，中小破断 LOCA シーケンス）の 2 グループを対象

として比較評価を行った。 

(2) 解析結果 

原子炉水位について，原子炉圧力容器内挙動をより精緻に評価可能な SAFER コード

との比較を通じて確認した。BWR-5，Mark-I 改良型格納容器プラントを例とし，炉心
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損傷防止対策の有効性評価で評価しているTQUXシーケンス及び中小破断LOCAシー

ケンスを対象とした。 

 

A）TQUX シーケンス 

解析結果を図 4.3-1 に示す。SAFER コード，MAAP コード共，給水流量の全喪失

に伴い原子炉水位は急速に低下する。初期値が異なるのは，上部プレナムノードの定

義の違いによる。すなわち，SAFER コードは気水分離器第一段上端までとしている

のに対し，MAAP コードでは気水分離器の上端までとしているためである。原子炉

水位低（レベル 1）に到達して 10 分後に作動する原子炉代替減圧系による急速減圧

開始時刻は，約 4 分の差異が生じている。また，SAFER コードでは急速減圧後の水

位上昇が大きく評価され，その後の蒸気流出の継続による水位低下が顕著に確認され

る。また，急速減圧後，SAFER コードでは炉心入口での CCFL の発生により炉心か

ら下部プレナムへの落下水量が抑えられるため，炉心水位は MAAP コードよりも高

めとなる。MAAP コードでは，有効燃料棒底部まで低下しており，その後の低圧注

入系による注水による有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は約 4 分 MAAP コードの

方が遅くなる。 

 

B）中小破断 LOCA シーケンス 

解析結果を図 4.3-2 に示す。5cm2の破損を想定するとともに，給水流量の全喪失に

伴い原子炉水位は急速に低下する。TQUX シーケンスと同様，上部プレナム内の水位

の初期値は異なる。25 分後の急速減圧と注水開始以降は，TQUX シーケンスとほぼ

同様な傾向を示す。MAAP コードでは，炉心入口の CCFL を考慮していないために

水位低下幅は SAFER コードよりも大きく，その後の補給水系の注水による有効燃料

棒頂部までの水位回復時刻は約 2 分早い。 

 

(3) まとめ 

原子炉水位変化について，原子炉圧力容器内挙動をより精緻に評価可能な SAFER コ

ードと比較を行った。CCFL の取り扱い等により水位変化に差異が生じたが，水位低

下幅は MAAP コードの方が保守的であり，その後の注水操作による有効燃料棒頂部ま

での水位回復時刻に関しては，TQUX シーケンス，中小破断 LOCA シーケンスとも

SAFER コードとの差異は小さく，短期的な挙動をよく模擬できており，崩壊熱の影響

が支配的となる長期的な挙動を評価対象とした，有効性評価における格納容器挙動評

価への適用性に問題は無いと判断した。  
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図4.3-1 原子炉水位に関するコード間比較（TQUXシーケンス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-2 原子炉水位に関するコード間比較（中小破断LOCAシーケンス） 

炉心上部プレナム 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

気水分離器上端 

気水分離器第一段上端 

ADS による減圧(SAFER) 

ADS による減圧 

(MAAP) 

再冠水(SAFER) 

再冠水(MAAP) 

炉心上部プレナム 

炉心下部プレナム 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

ADS による減圧 
再冠水(SAFER) 

再冠水(MAAP) 

気水分離器上端 

気水分離器第一段上端 
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4.3.2 炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，被

覆管変形［炉心（燃料）］） 

炉心ヒートアップに関する解析モデル（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，被覆管

酸化，被覆管変形）については，4.2.1 に示したように，TMI 事故の分析結果と比較し，

妥当な結果が得られている。また，MAAP コードの解析モデルが TMI 事故あるいはその

後の検討により得られた知見を基に開発されていることも踏まえると，MAAP コードの解

析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。しかし，炉心溶融時の実機の挙動に

関しては，現段階では十分な知見が得られていない状況であることから，ここでは，炉心

ヒートアップに関する解析モデルに関連したパラメータに対する感度解析により，その影

響程度を把握する。 

 

(1) 解析条件 

原子炉水位が低下すると，燃料表面からの除熱が低下し崩壊熱によって炉心がヒー

トアップする。その際，被覆管温度が上昇すると崩壊熱にジルコニウム－水反応の酸

化発熱反応が加わりヒートアップが加速される。また，炉心ヒートアップの過程で燃

料棒内が加圧され被覆管破裂が発生する可能性がある。これらの挙動が炉心ヒートア

ップ速度に与える影響については十分な知見が得られていないことから，BWR-5，

Mark-I 改良型格納容器プラントを例として，炉心ヒートアップ速度に関する感度解析

を実施して，その影響程度を確認する。 

この感度解析では，ジルコニウム－水反応が一旦開始すると，この反応熱は崩壊熱

よりも大きく，ヒートアップに最も寄与することから，ジルコニウム－水反応の速度

に着目する。ジルコニウム－水反応速度の感度をみるため，ジルコニウム－水反応の

起きる面積を変化させた感度解析を実施する。反応の起きる面積に乗じる係数（ジル

コニウム－水反応速度の係数）はジルコニウム－水反応の計算のみに使用され，熱水

力挙動の計算に使用される燃料被覆管の直径，長さ等の幾何形状を変えるものではな

い。この係数を増加させることにより，酸化反応熱の発生速度，水素発生速度，酸化

ジルコニウム生成速度が速くなる方向に影響する。これらは炉心溶融進展が速くなる

方向へ作用する。この係数は，ベースケースでは燃料被覆管表面積に基づき 1 倍を与

えている。これは，ヒートアップ時には燃料被覆管破裂が発生する場合に破裂部の燃

料被覆管内面の酸化もあるが，燃料被覆管内面の酸化は，限定された破裂部のみで生

じること，炉心形状が健全な状態は溶融過程の比較的短期間であることから，炉心全

体が溶融する状況では内面の反応は無視できると考えられることに基づいている。こ

れに対し，感度解析のパラメータの振り幅としては，炉心ヒートアップ速度が速くな

る場合の応答の確認として，仮想的な厳しい想定ではあるが，2 倍とする。 
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項目 
ジルコニウム－水 

反応速度の係数 
設定根拠 

ベースケース 1 倍 燃料被覆管表面積に基づく値 

感度解析ケース 2 倍 燃料被覆管表面積に基づく値の 2 倍 

 

(2) 解析結果 

炉心ヒートアップの進展は，炉心領域の冷却材による除熱の効果により差が生じる

ことから，格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「高圧・低圧注水機能喪失（原

子炉圧力容器破損）」（以下，TQUV シーケンス）及び「大破断 LOCA 時注水機能喪失

（原子炉圧力容器破損）（以下，大破断 LOCA シーケンス）について，感度解析を実施

した。以下に結果を述べる。 

 

A）TQUV シーケンス（添付 1 に詳細を記載） 

解析結果を図 4.3-3 に示す。ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影響

は炉心露出以降に現れる。ヒートアップ時の被覆管表面積を 2 倍にしたことで，金属

－水反応による酸化反応熱が増加することから，炉心溶融は感度解析ケースにおいて

約 5 分早くなっている。原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力はわずかに高くなるが

2.0MPa[gage]以下である。また，格納容器圧力・格納容器雰囲気温度に対しては，酸

化反応熱が増加したため，格納容器に放出された熱量の増加によりベースケースより

高めになるが，その差はわずかである。 

 

B）大破断 LOCA シーケンス 

解析結果を図 4.3-4 に示す。ヒートアップ時の被覆管表面積を 2 倍にしたが，大破

断 LOCA 事象と同時に原子炉冷却材が喪失するため，炉内の限られたインベントリに

対する酸化反応は限定的であり，反応表面積を増加した場合の方が炉心溶融までの時

間を遅くする。炉心溶融は，感度解析ケースにおいて約 4 分遅くなっている。大破断

LOCA シーケンスでは，原子炉圧力容器内の冷却材インベントリが急激に減少し除熱

が悪化する事から，TQUV シーケンスと比較してより早い時間からヒートアップが進

展する。TQUV シーケンスでは，原子炉圧力容器内の冷却材インベントリの減少がよ

り緩やかである事から，炉心部への蒸気供給が継続される。このため，ヒートアップ

時の被覆管表面積の感度は TQUV シーケンスの方が大きくなったものである。 

 

(3) まとめ 

ヒートアップに関してジルコニウム－水反応が促進される場合の影響を確認するた

め，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，被覆管表面積を 2 倍とした感度解析を行った。

炉心溶融のタイミングについては，TQUV，大破断 LOCA シーケンスのいずれも感度
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は小さい。また，下部プレナムへのリロケーションの開始時刻は，両シーケンスとも

ベースケースとほとんど同時であり，炉心溶融開始から原子炉圧力容器破損までは 3

～4 時間程度の時間があることから，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格納容器下部に

十分な注水がなされており，実機解析への影響はない。さらに，TQUV シーケンスで

は，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力も 2.0MPa[gage]以下であり，格納容器圧力の

上昇もわずかとなることから，実機解析への影響はない。水素発生の観点では，感度

解析においては被覆管酸化反応熱の増加を想定して仮想的に被覆管表面積を大きくし

ているものであり，実機の被覆管表面積は形状により決まることから影響しない。 

また，大破断 LOCA シーケンスにおいて原子炉圧力容器破損時刻への感度は大きく

なく，格納容器下部への注水量に大きな差は生じないことから，コンクリート侵食量

への影響は小さいと考えられる。 

以上より，有効性評価への適用性に問題は無いと判断した。 
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図 4.3-3 炉心ヒートアップに関する感度解析結果（TQUV シーケンス）(1/2) 

  

炉心溶融開始 下部プレナムへの 

溶融炉心落下開始 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁

の開閉による

圧力変動 

2.0MPa[gage] 
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図 4.3-3 炉心ヒートアップに関する感度解析結果（TQUV シーケンス）(2/2) 

  

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の 2倍）） 

格納容器限界温度（200℃） 

原子炉圧力容器破損 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 
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図4.3-4 炉心ヒートアップに関する感度解析結果（大破断LOCAシーケンス）  

炉心溶融開始 

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の 2倍）） 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下による圧力上昇 

下部プレナムへの 

溶融炉心落下開始 
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4.3.3 リロケーション［圧力容器(炉心損傷後)］ 

炉心のリロケーションに関する解析モデルについては，4.2.1 に示したように，TMI 事

故の分析結果と比較し，妥当な結果が得られている。また，MAAP コードの解析モデルが

TMI 事故あるいはその後の検討により得られた知見を基に開発されていることも踏まえ

ると，MAAP コードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。しかし，炉

心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状況であるこ

とから，ここでは，炉心のリロケーションに関する解析モデルに関連したパラメータに対

する感度解析により，その影響程度を把握する。 

 

(1) 解析条件 

炉心がヒートアップすると，燃料棒の体系から，燃料ペレットが崩壊した状態とな

る。燃料ペレットが崩壊すると，燃料棒体系の場合に比べて水蒸気による冷却が困難

となり，溶融状態へ至る事象進展が早くなる。MAAP コードでは，炉心がある温度に

達してから，燃料ペレットが崩壊するまでの時間（あるいは，一定時間のうちに燃料

ペレットが崩壊する温度）を条件として，炉心ノード崩壊の判定を行っており，この

条件がリロケーションに与える影響については十分な知見が得られていないことから，

BWR-5，Mark-I 改良型格納容器プラントを例として，リロケーションに関する感度解

析を実施して，その影響程度を確認する。 

ベースケースでは，炉心ノードが炉心構成物質の共晶温度に対し保守的に設定した 

   K に到達し，その温度で一定と仮定した場合に  時間で炉心ノードが崩壊する

ことを想定しているが，感度解析では，さらに炉心ノードの崩壊が早く進むことを想

定し，炉心ノードが    K 一定と仮定した場合に  時間（あるいは    K 一定で 

  秒）経過すると炉心ノードが崩壊する場合の影響を確認する。これは，炉心ノー

ド崩壊の判定条件を   K 早くするものであり，炉心ヒートアップ時の燃料及び被覆

管の融点は精度よく予測できるため，   K 低く評価することは実現象に対しては仮

想的かつ厳しいものであるが，リロケーションが早く進む場合の影響の把握を目的と

したものである。なお，実際には炉心ノードの温度は変化するため，温度履歴に応じ

て，燃料ペレットが崩壊するまでの時間を計算している。 

 

項目 
 時間で炉心ノード崩壊

に至る場合の炉心温度 
設定根拠 

ベースケース   K 当該変数設定範囲のノミナル値 

感度解析ケース   K 
炉心ノードが崩壊する時間を早め

るように設定 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(2) 解析結果 

炉心のリロケーションは，炉心領域の冷却材が失われ，崩壊熱及び被覆管酸化反応に

より燃料温度が上昇して発生するが，TQUV シーケンスと大破断 LOCA シーケンスにつ

いて，感度解析を実施した。以下に結果を述べる。 

 

A）TQUV シーケンス（添付 1 に詳細を記載） 

解析結果を図 4.3-5 に示す。ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影響

は炉心露出以降に現れる。感度解析ケースにおいては，炉心ノードが崩壊する判定を厳

しくしたことで，より早期に炉心ノードの崩壊及び炉心溶融が進展する。しかし，その

影響は限定的であり，事象全体の進展に大きな影響は無い。原子炉圧力容器破損時刻に

関してもほぼ同時刻である。このときの原子炉圧力は，ベースケースとほぼ同じであり，

2.0MPa[gage]以下である。また，格納容器圧力に対しても，到達する圧力や温度の差は

わずかである。 

 

B）大破断 LOCA シーケンス 

解析結果を図 4.3-6 に示す。感度解析ケースにおいては，炉心ノードが崩壊する判定

を厳しくしたことで，より早期に炉心ノードの崩壊及び炉心溶融が進展するが，TQUV

シーケンスと同様，事象の進展に大きな影響は無い。大破断 LOCA シーケンスでは，原

子炉圧力容器内のインベントリが減少し除熱が悪化することから炉心のヒートアップが

促進され，TQUV シーケンスと比較して早い時間でリロケーションが進展する。また，

格納容器圧力に対しても，到達する圧力や温度の差はわずかである。 

 

(3) まとめ 

リロケーションが早く進む場合の確認として，非常に厳しい条件ながら，炉心ノード崩

壊の判定温度を低下させた感度解析を行った。炉心溶融のタイミングについては，TQUV，

大破断 LOCA シーケンスのいずれも感度は小さい。なお，原子炉圧力容器破損の時点で

も両シーケンスで感度はなく，実機解析への影響はない。さらに，原子炉圧力容器破損時

の原子炉圧力も 2.0MPa[gage]以下であり，実機解析への影響はない。 

コンクリート侵食量については，大破断 LOCA シーケンスにおいて原子炉圧力容器破

損時刻への感度は大きくなく，格納容器下部への注水量に大きな差は生じないことから，

影響は小さいと考えられる。 

以上より，有効性評価への適用性に問題は無いと判断した。
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図 4.3-5 リロケーションに関する感度解析結果（TQUV シーケンス）(1/2)  
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図 4.3-5 リロケーションに関する感度解析結果（TQUV シーケンス）(2/2) 
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図 4.3-6 リロケーションに関する感度解析結果（大破断 LOCA シーケンス）  
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4.3.4 原子炉圧力容器内FCI（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［圧力容器(炉心損

傷後)］ 

原子炉圧力容器内 FCI により生じる圧力スパイクは，冷却材圧力バウンダリや格納容器

の破損に対する脅威とはならないと考えられるが，高圧溶融物噴出を防止する観点で，原

子炉圧力容器破損のタイミングにおける原子炉圧力に影響を与えるものと考えられるこ

とから，添付 1「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止について」において不

確かさの分析及び感度解析による影響評価を行っている。 

以下に概要をまとめる。 

 

(1) 不確かさの整理 

原子炉圧力容器内 FCI は，溶融炉心が炉心から下部プレナムに落下する際に，溶融

炉心と冷却材の伝熱により，短期間に水蒸気が発生し，原子炉圧力が急上昇する現象

である。したがって，現象に影響する要因として，①下部プレナムの冷却水の状態（温

度），②溶融ジェット径，③エントレイン量，④冷却水とデブリ粒子の伝熱が挙げられ

る。このうち，①については，崩壊熱と減圧沸騰により決まり，一般的な質量・エネ

ルギー保存則に基づき計算されることから，現象としての不確かさは小さいものと考

えられる。よって，②～④について感度解析を行う。 

 

(2) 感度解析及び結果 

A）溶融ジェット径 

溶融炉心の下部プレナムへの落下は，物理現象としては，溶融炉心のリロケーショ

ンにより下部炉心支持板の上部に堆積した溶融炉心のクラストが融解し，そこから溶

融炉心が下部炉心支持板の開口部を通って下部プレナムへ落下する過程である。これ

に対し，解析モデルでは，ノード単位でクラストの融解を取り扱い，溶融ジェットの

落下径は，下部炉心支持板の開口部の面積を等価直径として入力条件として与えたも

のから計算される。したがって，実現象では解析よりも溶融ジェットの落下径が小さ

い場合が考えられる。 

有効性評価においては，溶融ジェット径として，下部炉心支持板の水力等価直径を

与えており，感度解析としては，クラスト破損面積が小さくなる場合を想定して，そ

の 1/10 倍を設定した。 

解析結果を図 4.3-7 に示す。感度解析ケースでは，溶融ジェット径を小さくしたこと

により，細粒化割合が大きくなり，粒子ベッドの質量が増加しているため，圧力スパ

イクによる圧力上昇幅がわずかながら大きくなっている。しかし，原子炉圧力容器の

減圧維持を継続していることから，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は

2.0MPa[gage]以下であり大きな感度は無いことが確認された。 

なお，感度解析ケースでは溶融ジェットのほぼ全量が細粒化することから，これ以
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上ジェット径が小さくなっても，細粒化量はほとんど変化しない。 

 

B）エントレイン量 

原子炉圧力容器内 FCI により生じる圧力スパイクは，エントレインされたデブリ粒

子と冷却水との伝熱に生じることから，エントレイン量による感度を確認する。 

エントレイン量は Ricou-Spalding モデルにより計算しており，その比例係数（エン

トレインメント係数）を変化させる。エントレインメント係数は，大規模実験に対す

るベンチマーク解析により検討された設定範囲があり，有効性評価の解析ではその最

確値を設定している。よって，感度解析としては，エントレイン量が最大となるよう，

設定範囲の最大値とする。また，参考として最小値の結果も示す。 

解析結果を図 4.3-8 に示す。感度解析ケースでは，エントレインメント係数を大きく

したことにより，細粒化割合が大きくなり，粒子ベッドの質量が増加しているため，

圧力スパイクによる圧力上昇幅がわずかに大きくなっている。しかし，原子炉圧力容

器の減圧維持を継続していることから，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は

2.0MPa[gage]以下であり大きな感度は無いことが確認された。 

 

C）冷却水とデブリ粒子の伝熱 

冷却水とデブリ粒子の伝熱は，膜沸騰熱伝達と輻射熱伝達により計算するが，その

伝熱量は，デブリ粒子の表面積，すなわち，粒子径に依存する。有効性評価の解析で

は，デブリ粒子の径を，（UO2／ZrO2）を用いた大規模実験に基づき，その平均的な値

を使用しているが，実験ケースによってばらつきが存在していることから，この粒子

径を小さくする場合の感度を確認する。よって，感度ケースでは，大規模実験に基づ

き検討された設定範囲の最小値とする。また，参考として最大値の結果も示す。 

解析結果を図 4.3-9 に示す。感度解析ケースでは，粒子径を小さくしたことにより，

冷却水とデブリ粒子の伝熱が促進されることにより，圧力スパイクによる圧力上昇幅

がわずかに大きくなっている。しかし，原子炉圧力容器の減圧維持を継続しているこ

とから，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力は 2.0MPa[gage]以下であり大きな感

度は無いことが確認された。 

 

(3) まとめ 

以上，溶融ジェット径，エントレイン量及び冷却水とデブリ粒子の伝熱に関して感

度解析を行った結果，圧力スパイクのピーク値，原子炉圧力容器破損時点での原子炉

圧力への影響はわずかであることが確認された。 
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図4.3-7 原子炉圧力容器内FCIに関する感度解析結果（溶融ジェット径） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-8 原子炉圧力容器内FCIに関する感度解析結果（エントレイン量） 
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図4.3-9 原子炉圧力容器内FCIに関する感度解析結果（冷却水とデブリ粒子の伝熱） 
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4.3.5 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［圧力容器(炉心損傷後)］ 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達モデルについては，4.2.1に示したように，TMI事故

の分析結果と比較し，妥当な結果が得られている。また，MAAPコードの解析モデルがTMI

事故あるいはその後の検討により得られた知見を基に開発されていることも踏まえると，

MAAPコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。しかし，炉心溶融

時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られていない状況であることから，

添付1「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止について」において，不確かさ

の分析及び感度解析による影響評価を行っている。以下に概要を纏める。 

 

(1) 解析条件及び解析結果 

A）溶融炉心と上面水プールとの伝熱 

溶融炉心が下部プレナムに堆積し，上面が水プールで覆われる状況では，溶融炉心

は冷却され，そのときの熱流束は限界熱流束で制限される。上部クラスト形態には不

確かさがあり，クラストのひび割れが無い場合には，溶融炉心が冷却されにくくなり，

原子炉圧力容器破損へ至る事象進展も早くなる。したがって，下部プレナム内の溶融

炉心と上面水プールとの間の限界熱流束に関する感度解析を実施する。 

ベースケースでは，限界熱流束にかかる係数として最確値を与え，感度解析ケース

では水への熱伝達が制限される値を設定する。 

図 4.3-10 に，下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限界熱流束の感度

解析結果を示す。 

ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナム

への落下以降に現れる。溶融炉心が下部プレナムにリロケーションした後は，感度解

析ケースにおいて溶融炉心と上面水プールの伝熱量が減少する事になる。その結果，

感度解析ケースにおいて溶接部破損割合及びクリープ破損割合の上昇がわずかながら

急峻になる。また，原子炉圧力容器破損時間はわずかに早くなっている。ただし，原

子炉圧力容器破損割合及び破損時刻のいずれについても，感度の大きさとしてはわず

かである。 

 

B）溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達 

原子炉圧力容器がクリープしているため，溶融炉心の下部クラストと原子炉圧力容

器の間にギャップが生じ，そのギャップに水が浸入して冷却される。MAAP の解析モ

デルでは，ギャップに浸入した水と溶融炉心の熱流束は限界熱流束で制限される。こ

の現象は実験的に確認されているものの，溶融炉心重量が大きい場合にはギャップ幅

が小さくなり，気液対向流制限現象によりギャップに十分な水が流れ込まないことも

報告されている[23]。また，制御棒駆動機構ハウジング等の貫通部及びその溶接部を持

つ体系での実験はこれまでなされていない。このように，ギャップによる冷却には不
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確かさがあり，これが小さい場合には，溶融炉心が冷却されにくくなり，原子炉圧力

容器破損へ至る事象進展も早くなる。 

したがって，下部プレナム内の溶融炉心とギャップに浸入した水との間の限界熱流

束に関する感度解析を行い，その影響を把握する。溶融炉心と下部プレナムのギャッ

プに存在する水による除熱量には不確かさがあり，ベースケースではギャップへの熱

流束にかかる係数として最確値を与えている。この係数は，下部プレナムギャップの

水による除熱量にかかる係数として定義され，ベースケースではギャップによる除熱

量の評価式により計算された除熱量がそのまま適用される。一方，係数を小さくする

ことは，ギャップに十分な水が流れ込まない事による，ギャップに存在する水による

除熱量の低下を模擬するものである。また，有効性評価では最初に貫通部の溶接部破

損が生じているが，貫通部近傍でのギャップ冷却は実験例がなく，ギャップ水による

除熱量が平板体系と比較してどの程度になるかには不確かさがある。 

以上より，感度解析ケースでは，溶融炉心と下部プレナムが接触している状態を模

擬するための設定とした評価を実施する。 

図 4.3-11 に，下部プレナムギャップの除熱量にかかる係数の感度解析結果を示す。

ベースケースと感度解析ケースで，本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへ

の落下以降に現れる。溶融炉心が下部プレナムに移行した後は，感度解析ケースにお

いてプレナムギャップによる除熱が無いため，下部プレナムの温度がより早く上昇す

ることから，クリープ破損割合や貫通部破損割合は感度解析ケースの方がわずかだが

急峻に上昇する傾向となる。ただし，このパラメータは下部プレナムの水がドライア

ウトするまでの間しか影響を及ぼさないことから，原子炉圧力及び原子炉圧力容器破

損時刻に対する感度としては非常に小さい。また，いずれのケースも原子炉圧力容器

破損時点での原子炉圧力は 2.0MPa[gage]以下であり大きな感度は無いことが確認さ

れた。 

 

(2) まとめ 

以上，溶融炉心と上面水プールとの伝熱，溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達に

関して感度解析を行った結果，原子炉圧力容器破損時刻への影響はわずかであること

が確認された。 
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図4.3-10 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する感度解析結果 

（溶融炉心と上面水プールとの伝熱） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3-11 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する感度解析結果 

（溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達）  
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4.3.6 原子炉圧力容器破損［圧力容器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器破損及びそれに伴う溶融炉心の流出挙動に関しては，体系的な実験等に

よる研究がなく，特に実機スケール現象について有効なデータが得られていない状況であ

り，ベンチマーク解析による妥当性確認が困難であるが，海外での考察等による知見に基

づいて MAAP コードの解析モデルが開発されていることから，一定の妥当性は有すると

判断できる。しかしながら，現象自体が持つ不確かさもあることを踏まえ，原子炉圧力容

器破損に関わる一連の現象を取り扱っている添付 1「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱の防止について」において，不確かさの分析及び感度解析による影響評価を行って

いる。以下に概要を示す。 

 

(1) 原子炉圧力容器破損 

A) 原子炉圧力容器破損について 

下部プレナムに溶融炉心が堆積し，溶融炉心が冷却されない状態が継続すると，原

子炉圧力容器の破損に至る。原子炉圧力容器は，原子炉圧力，原子炉圧力容器壁・溶

融炉心温度，材料物性及び形状等に応じて様々なモードで破損すると考えられる。 

 

B) 解析モデルに関する考察 

MAAP コードでは，原子炉圧力容器の破損について，制御棒駆動機構ハウジング配

管溶接部の破損，原子炉圧力容器のクリープ破損など，複数の破損モードを模擬して

おり，最も早く判定される破損モードが適用される。以下に，有効性評価における原

子炉圧力容器破損の主要因である制御棒駆動機構ハウジング配管溶接部の破損，クリ

ープ破損への影響因子について，MAAP コードの解析モデルの妥当性を考察する。 

 

a) 限界せん断応力（制御棒駆動機構ハウジング配管溶接部の破損） 

貫通部の溶接部が溶融炉心によって加熱されることで強度を失い，貫通部が飛び出

すことによって原子炉圧力容器が破損する。具体的には，貫通部の溶接部のせん断応

力は，原子炉圧力容器と格納容器の圧力差と釣り合った状態になっているが，せん断

応力が限界せん断応力を超えると貫通部が飛び出し，原子炉圧力容器が破損する。こ

の限界せん断応力は温度に依存しており，MAAP コードでもこの温度依存性がデー

タとして考慮されているため，MAAP コードのモデルは妥当と判断できる。 

 

b) ひずみ（制御棒駆動機構ハウジング配管溶接部の破損） 

溶融炉心が下部プレナムに落下することにより，高温かつ高圧の環境下にある原子

炉圧力容器の壁にひずみを生じ，溶接部にも同様にひずみが発生し，溶接部のひずみ

量がしきい値を超えた場合に，破損が発生したと判定している。このしきい値は実験

によって妥当性が確認されたものであるが，実験結果のばらつきも考慮し，ひずみの
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しきい値に関する感度を確認する。 

 

c) Larson-Miller パラメータ（クリープ破損） 

Larson-Miller パラメータ手法は，応力と破損時間の関係を整理した Larson-Miller

パラメータを利用しクリープ破損寿命を予測する一般的な手法である。MAAP コー

ドでは，応力として圧力，温度，溶融炉心の荷重を考慮し，Larson-Miller パラメー

タを使用してクリープ破損寿命を予測しており，そのモデル化は妥当と判断できる。 

 

C) 原子炉圧力容器破損に関する感度解析 

溶接部破損時のひずみのしきい値に関する感度解析を実施した。図 4.3-12 に溶接部

破損時の最大ひずみの感度解析結果を示す。 

感度解析では，ひずみのしきい値の有意な感度を確認する目的で，早期に破損に至

る条件として，溶接部破損時のひずみのしきい値を 1/10 に低下させ，その場合，原子

炉圧力容器破損が 13 分程度早くなる結果を得た。したがって，ひずみのしきい値が原

子炉圧力容器破損の時期に与える感度は小さいと言える。 

 

D) 原子炉圧力容器破損に関するまとめ 

溶融炉心の格納容器下部への落下時期は原子炉圧力容器破損モデルに依存する。原

子炉圧力容器破損モデルには，制御棒駆動機構ハウジング配管溶接部の破損，原子炉

圧力容器のクリープ破損等があり，これらは原子炉圧力容器内外圧力差，溶融炉心の

水頭，原子炉圧力容器壁温度等の評価パラメータによって計算される。原子炉圧力容

器破損モデルについては，「限界せん断応力」，「ひずみ」及び「Larson-Miller パラメ

ータ」に関して，MAAP コードの解析モデルにおいて，実現象に即した模擬を行って

いるため，いずれも構造強度の一般的な評価式を用いており，不確かさは小さい。 

また，評価パラメータについては，同じ事故シーケンスであれば大きくは変わらな

いことから，不確かさは小さい。以上から，原子炉圧力容器破損に関するモデルは有

効性評価に適用することは妥当と判断できる。 

 

(2) 溶融炉心流出 

A) 溶融炉心流出について 

原子炉圧力容器が破損すると，その破損口から溶融炉心（溶融プール，粒子状溶融

炉心，溶融スチール）が格納容器下部へ流出する。溶融炉心が流出する際，原子炉圧

力容器破損口は侵食によって拡大する。 

なお，MAAP コードでは制御棒駆動機構貫通部破損や原子炉圧力容器下部のクリ

ープ破損等の種々の原子炉圧力容器下部破損モードがモデル化されており，最も早く

破損条件に至った破損モードにより破損が生じるが，BWR においては制御棒駆動機
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構ハウジング配管溶接部の破損による制御棒駆動機構ハウジング配管逸出が最も早

く発生する。これにより約 15cm 径の破断口が原子炉圧力容器下部に開き，下部プレ

ナム内の溶融炉心が格納容器下部に落下することになる。他の原子炉圧力容器下部貫

通配管が破損してもこれ以上の破損サイズにはならないことから，制御棒駆動機構ハ

ウジング配管の逸出が最も厳しい条件となっている。 

 

B) 解析モデルに関する考察 

MAAP コードでは前述した原子炉圧力容器破損後の溶融炉心流出挙動をモデル化

しており，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の流出挙動への影響因子について，

MAAP コードのモデルの妥当性を考察する。 

 

a) 開口部の閉塞 

溶融炉心が流出する際，粒子状溶融炉心も一緒に原子炉圧力容器外に流出するモ

デルとなっているが，実現象では開口部が粒子状溶融炉心によって閉塞し，溶融炉

心が格納容器下部へ流出しない可能性がある。しかしながら，MAAP コードでは粒

子状溶融炉心の溶融も同時にモデル化しており，また，実現象においても，冷却が

できずに原子炉圧力容器が破損する状況では粒子状溶融炉心は崩壊熱によって再溶

融するため，開口部での閉塞の可能性は小さく，したがって，破損口より上部に堆

積している溶融炉心が流出する MAAP コードのモデルは妥当と判断できる。 

 

b) 破損口の侵食による拡大 

破損口を溶融炉心が通過する際に，破損口の側面が溶融炉心により溶かされ，破

損口が拡大する現象も考えられ，MAAP コードの原子炉圧力容器の破損モデルにお

いては，溶融炉心と破損口側面の伝熱計算に基づき，破損口が溶融し拡大するモデ

ルを備えていることから，実現象に即しており，妥当と判断出来る。 

 

c) 原子炉圧力容器 2 次破損 

最初の原子炉圧力容器破損が発生した後，溶融炉心は重力と水頭により流れるこ

とから，破損口よりも高い部分の溶融炉心のみが格納容器下部に落下し，残りの溶

融炉心は残存する。また，冷却がなければ，残存した溶融炉心が原子炉圧力容器を

加熱し，溶融炉心の自重も加わることによって，原子炉圧力容器がクリープ破損す

ることが，実機において考えられ，MAAP コードのモデルはこの挙動を模擬できる

ものであり，妥当と判断できる。 

 

C）溶融炉心流出に関するまとめ 

溶融炉心の落下量は原子炉圧力容器破損位置に依存する。原子炉圧力容器破損位置
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は，原子炉圧力容器下部のノードの代表点を基準にそれよりも上に存在する溶融炉心

が落下するモデルとなっている。ノード内の破損位置には不確かさがあるが，破損口

は溶融炉心によって拡大し，原子炉圧力容器の底部の方向に開口部が拡がることから，

開口部の下端の高さの不確かさは小さくなる。以上から，溶融炉心の流出に関するモ

デルを有効性評価にへ適用することは妥当と判断できる。 
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図4.3-12 制御棒駆動機構ハウジング配管破損時の最大ひずみに関する感度解析結果 
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4.3.7 原子炉圧力容器外FCI（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［格納容器(炉心損

傷後)］ 

FCI 現象に関しては，国内外において現象の解明や評価に関する多くの活動が行われて

きているが，現在においても研究段階にあり，また，実機規模での現象についてほとんど

経験がなく，有効なデータが得られていないのが現状であり，不確かさが大きい現象であ

ると言える。 

そこで，添付 2「溶融炉心と冷却材の相互作用について」では，知見の整理不確かさの

分析及び感度解析による影響評価を行っている。以下に概要を示す。 

 

(1) 知見の整理 

A）FCI 実験 

国内外の FCI 実験として， 

・ALPHA 実験(旧原子力研究所 JAERI) 

・KROTOS 実験(欧州 JRC(Joint Research Center)，イスプラ研究所) 

・FARO 実験(欧州 JRC(Joint Research Center)，イスプラ研究所) 

・COTELS 実験(カザフスタン国立原子力センター(NNC：National Nuclear Center)) 

・TROI 実験(韓国原子力研究所(KAERI)) 

について調査を行い，知見を整理した。 

 

B）原子炉圧力容器外 FCI における水蒸気爆発の発生可能性 

UO2を用いた大規模 FCI 実験である KROTOS 実験，FARO 実験，COTELS 実験及

び TROI 実験の結果から，実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて小

さいと結論付けた。 

また，参考文献[24]に示す JASMINE コードを用いて水蒸気爆発が発生したという条

件における格納容器破損確率の評価について考察した。同文献での評価で想定した条

件（トリガリング及び融体ジェット直径）が実機解析に比べて厳しくなるよう選定し，

水蒸気爆発時のエネルギーが大きくなるように評価され，かつ，保守的なフラジリテ

ィ分布を用いた場合の条件付確率であるのに対し，実機条件において水蒸気爆発のト

リガーとなる特段の要因は考えられないこと，水蒸気爆発が発生した場合でも流体の

運動エネルギーはフラジリティカーブと重ならず，格納容器破損確率は十分小さくな

ることから格納容器への脅威にはならないと結論付けた。 

 

(2) 不確かさの整理 

原子炉圧力容器外 FCI について，実現象と解析モデルの差に着目しつつ，不確かさ

の整理を行い，原子炉圧力容器外 FCI による格納容器圧力に影響する要因として， 

・格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 
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・溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

・プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

・格納容器内での水蒸気の流動 

を抽出し，それぞれについて不確かさ及びその取扱いを以下のとおり整理した。 

 

A）格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

ペデスタル領域の水温が高い場合には，水蒸気発生量が多くなり圧力スパイクは厳

しくなる。なお，MAAP では，蒸気の上昇速度がフラッティング臨界速度よりも大き

い場合には，周囲の水が蒸気の流れによって巻き込まれ，巻き込まれた水の凝縮によ

り蒸気発生量が減少する効果がモデル化されている。ペデスタル領域の水は，ペデス

タルへの注水によって形成されるので，その水温はペデスタル注水温度に影響される。

有効性評価では，ペデスタル注水は外部水源から注水され，その水温は水源温度の実

績値に対して高めの温度を設定している。したがって，圧力スパイクを厳しくする保

守的な水温を設定しているが，本影響因子は解析モデルパラメータではないため，不

確かさ評価は行わない。 

ペデスタル領域の水位に関しては，水深が深いほうが溶融炉心の細粒化量が大きく

なる傾向がある。この場合，細粒化した粒子から水への伝熱量が多くなるので，圧力

スパイクは厳しくなる方向である。本影響因子は解析モデルパラメータではないため，

ここでは感度解析による確認は行わない。 

 

B）溶融燃料の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

溶融炉心の落下量は，原子炉圧力容器の破損口径に依存する。原子炉圧力容器の破

損は，原子炉圧力容器下部の制御棒駆動機構ハウジングの溶接部が破損し，制御棒駆

動機構ハウジングが逸出することを想定している。原子炉圧力容器底部の口径が大き

い貫通部として制御棒駆動機構ハウジングを想定している。なお，MAAP では溶融物

流出に伴う破損口の径方向侵食による破損口拡大も考慮されている。 

細粒化量に関して，MAAP コードでは Ricou-Spalding 式で評価される。

Ricou-Spalding 式では，デブリ粒子化割合に影響するパラメータは，エントレインメ

ント係数，溶融ジェット径，圧力（わずかではあるが水の密度に影響）及びプール水

深である。このうち溶融ジェット径は保守的に設定しており，また，プール水深は解

析モデルパラメータではない。 

エントレインメント係数については，MAAP では代表的な FCI の大規模実験である

FARO 試験に対するベンチマーク解析によってその設定値及び不確かさ範囲を設定し

ている。FARO のベンチマーク解析でのエントレインメント係数の不確かさ範囲は， 

   ～    となっている。以上より，粒子化量の不確かさとしてエントレインメン

ト係数の感度を確認する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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溶融炉心の落下速度は，原子炉圧力容器内外の圧力差，溶融炉心の高さ（水頭）及

び溶融炉心の落下距離に依存する。原子炉減圧により原子炉圧力容器内外の圧力差が

十分小さくなることから，圧力差の不確かさの影響は小さい。また，有効性評価では

原子炉圧力容器の下部プレナム部に全量に近い溶融炉心が堆積しており，原子炉圧力

容器の破損位置も原子炉圧力容器底部中心としているため，溶融炉心の水頭が高い状

態となっている。この場合，溶融炉心の流出速度が大きく落下量も多くなるため，圧

力スパイクの評価も厳しくなる。したがって，溶融炉心の水頭の不確かさ評価は必要

ない。一方，落下距離については，プール水深に不確かさがある。 

BWR-5,Mark-I 改良型格納容器プラントの例では，落下距離の不確かさをプール水

位の最大変動幅（3.4m）と仮定すると，ペデスタル底部から原子炉圧容器底部までの

距離（約 9.5m）の 4 割程度である。溶融炉心の落下速度が，落下距離の平方根に比例

すると考えると，落下速度の不確かさは 2 割程度である。溶融炉心の落下速度（ジェ

ット速度）の不確かさはエントレインメント係数の不確かさとして評価できる。また，

落下速度の不確かさはエントレインメント係数の不確かさ幅に包絡されている。した

がって，溶融炉心の落下速度の不確かさの影響は，エントレインメント係数の不確か

さ評価で確認できるため，落下速度の不確かさ評価は行わない。 

 

C）プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

水中でエントレインされた高温のデブリ粒子は，その周囲を蒸気膜が覆う状態とな

り，デブリ粒子の熱伝達は膜沸騰熱伝達と輻射熱伝達に支配される。MAAP ではエン

トレインメントしたデブリ粒子の温度を，これらの熱伝達を考慮した機構論的モデル

により計算する。また，デブリ粒子から水への伝熱は，デブリ粒子の径に直接依存す

る。MAAP では，デブリ粒子径はジェットの表面張力に依存するモデルにより計算さ

れる。デブリ粒子径の導出式には，粒子径ファクタ（モデルパラメータ）が乗じられ

ている。MAAP では代表的な FCI の大規模実験に対するベンチマーク解析によってそ

の設定値及び不確かさ範囲を設定しているため，デブリ粒子の伝熱の不確かさは粒子

径の不確かさとして考慮する。FARO のベンチマーク解析でのデブリの粒子径ファク

タの不確かさ範囲は，   ～   となっている。 

 

D）格納容器内での水蒸気の流動 

FCI による圧力スパイクの評価の観点では，ペデスタル領域の開口部からドライウ

ェル側への気体の流れのモデルも不確かさの要因として考えられる。MAAP では，格

納容器内の流動は，ノード・ジャンクションモデルを適用しており，格納容器下部領

域からドライウェル領域への流れは，ノードの圧力，ジャンクションの圧力損失によ

り，差圧流や臨界流として扱われる。ジャンクションの圧力損失は，一般的な流動モ

デルを扱っていることから，不確かさは小さいと考えられる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(3) 感度解析による確認 

上記の検討により，原子炉圧力容器外 FCI における圧力スパイクに関して，解析モデ

ルでの不確かさは， 

・Ricou-Spalding モデルのエントレインメント係数 

・デブリ粒子径 

に代表され，それぞれの不確かさ幅を考慮した感度解析を実施した（解析条件及び結

果は添付 2 参照）。 

その結果，いずれのパラメータにおいても，原子炉圧力容器外 FCI により生じる圧力

スパイクへの感度は小さく，有効性評価の結果に影響を与えないことを確認した。 
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4.3.8 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部水の伝熱，溶

融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガスの発生［格納

容器(炉心損傷後)］ 

これらは，MCCI に関する物理現象である。MCCI は重要な格納容器破損モードと考え

られ，これまで種々の実験や解析モデルの開発が行われてきている。そこで，添付 3「溶

融炉心とコンクリートの相互作用について」では，知見の整理，不確かさの分析及び感度

解析による影響評価を行っている。以下に概要を示す。 

 

(1) 知見の整理 

A）MCCI 実験 

国内外での MCCI に関する実験及び研究として， 

・ACE 実験（アルゴンヌ国立研究所（ANL）） 

・SURC-4 実験（サンディア国立研究所（SNL））（国際標準問題 ISP－24） 

・BETA 実験（カールスルーエ研究所（KfK）） 

・SWISS 実験（サンディア国立研究所（SNL）） 

・WETCOR 実験（サンディア国立研究所（SNL）） 

・MACE 実験（米国電力研究所（EPRI）） 

・COTELS 実験（テスト B/C 及び A）（原子力発電技術機構（NUPEC）） 

・MCCI 実験（アルゴンヌ国立研究所（ANL）） 

・KROTOS 実験（欧州 JRC（Joint Research Center），イスプラ研究所） 

・FARO 実験（欧州 JRC（Joint Research Center），イスプラ研究所） 

・DEFOR 実験（スウェーデン王立工科大学（KTH）） 

・SPREAD 実験（国内 BWR 産業界） 

・PULiMS 実験（スウェーデン王立工科大学（KTH）） 

・KATS 実験（カールスルーエ研究センター（FZK）） 

・セルフレベリング実験（アルゴンヌ国立研究所（ANL）） 

・SSWICS 実験（OECD-MCCI プロジェクト） 

・MET 実験（OECD-MCCI プロジェクト） 

・CCI 実験（OECD-MCCI プロジェクト） 

・クラスト破損実験（OECD-MCCI プロジェクト） 

について調査し，知見を整理した。 

 

B）得られた知見 

・ドライ条件でのコンクリート侵食 

溶融炉心に注水が行われない場合の侵食速度は，ACE 実験や SURC-4 実験で確認さ

れている。また，MAAP コードによる SURC-4 実験解析が行われており，解析で得ら
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れた侵食速度は実験結果と良く一致している（1 時間あたり 20cm 程度）。 

 

・ウェット条件（Top Flooding）でのコンクリート侵食 

SWISS 実験，WETCOR 実験，MACE 実験では，溶融炉心上面へ注水をした場合（Top 

Flooding）のコンクリート侵食実験が行われたが，結果として，溶融炉心上面に安定

なハードクラストが形成されて溶融炉心内への水の浸入を妨げ，コンクリート侵食が

継続する結果が得られた。コンクリート侵食が停止しなかった主な原因は，溶融炉心

模擬物上面に形成されたクラストが側壁（側壁に耐火物を採用した一次元侵食実験）

あるいは電極と側壁の両者に固着し，クラストとその下の溶融炉心模擬物とが分離し

たことにより，溶融炉心模擬物の効果的な除熱がなされなかったためであるとされて

いる。 

COTELS 実験では，溶融物の落下過程を含めて模擬した MCCI 実験が実施され，結

果として，側壁侵食部に水が浸入し，コンクリート侵食が停止する結果が得られた。 

実機規模で安定化クラストが形成されるか否かを解明するため，OECD/MCCI プロ

ジェクトが行われ，クラスト強度，クラスト浸水，二次元コンクリート侵食挙動等を

分離効果的に調べる実験が実施された。その結果，実炉スケールでは，安定クラスト

は形成されず，ハードクラストは割れて水が内部に浸入し，MCCI により発生したガ

スにより溶融物がクラストの割れ目から噴出する火山型のクラストが形成されるとの

結果が得られている。また，CCI 試験の結果から玄武岩系コンクリートに侵食の異方

性が見られる結果が得られている。 

これらの知見は，MCCI 評価のためにはデブリから水プールやコンクリートへの熱

伝達の扱いが重要であることを示唆している。 

 

・水張りによる溶融物の粒子化 

溶融物ジェットが水中へ落下する場合の粒子化挙動については，FCI 実験等により確

認されている。粒子化割合は，主に水深やジェット径に依存する。粒径（質量中央径）

は，比較的大きく，実験条件（初期圧力，水深，コリウム落下速度，サブクール度）に

対する依存性は低いと報告されている。各 UO2混合物実験の平均的な粒子径は，溶融物

量の多い FARO 実験では 2.6～4.8mm，COTELS 実験では 6mm 程度である。また，粒

子化割合を評価する解析モデルが提案されている。（Ricou-Spalding 式や Saito 式等） 

 

・溶融物の拡がり 

Mark-I のシェルアタックに関わる実験や評価により，初期水張りによるシェルアタッ

ク防止の有効性が確認されるとともに，溶融物の拡がりを評価する解析コードが作成さ

れている。溶融物の拡がりには，デブリ落下流量，デブリ成分，デブリ過熱度が主に影

響することが示されている。KTH では，水中での溶融物の拡がり挙動と固化性状を調べ
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る PULiMS 実験が実施され，溶融物の拡がる過程は，流体力学と固化の 2 つの競合プロ

セスに支配されるとして，流体力学には重力，慣性力，粘性力および表面張力が影響し，

固化には溶融物から周囲への熱伝達，崩壊熱発生および溶融物の相変化が影響するとし

ている。また，独 Karlsruhe 研究センター（FZK）において KATS 実験が実施され，溶

融物の放出速度が比較的高い場合は，冷却材の有無によらず同様な拡がり挙動になるこ

とが示されている。溶融物の拡がり挙動の解析のために，種々の解析コードが提案され

ており，実験データを元に検証が行われている。 

また，ANL でのセルフレベリング実験により，水プール中に不均質に堆積させた粒子

状ベッドにおいて，内部沸騰によって短時間にベッドの厚さが均一化されることが示さ

れている。 

 

・粒子状ベッドの冷却性 

粒子状ベッドの冷却性については，ドライアウト熱流束が種々の実験で確認されてお

り，主に粒子径に依存するとの結果が得られている。また，ドライアウト熱流束を評価

する解析モデルがいくつか提案されているが，Lipinski 0-D モデル[25]が広く使われてい

る。 

 

(2) 不確かさの整理 

MCCI の過程毎に不確かさ要因を整理する。MCCI は以下の過程で段階的に進展する。 

・ 原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程 

・ 溶融物の落下・堆積過程 

・ MCCI 進行と注水によるデブリ冷却過程 

各過程での物理現象及び解析モデルに関し，不確かさ要因を整理し，感度解析が必要

なパラメータを確認する。 

 

A) 原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程 

この過程の不確かさは，下部ヘッドの破損面積や溶融炉心の流出量となる。それぞれ

について，評価モデルと評価条件の考え方を示す。 

下部ヘッドの破損面積は，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損や下部ヘッドクリ

ープ破損等の種々の下部ヘッド破損モードがモデル化されており，最も早く破損条件

に至った破損モードにより破損が生じる。破損面積は，溶融物流出に伴う破損口の径

方向侵食による拡大も考慮されている。 

MAAP コードによる解析結果から，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損による

制御棒駆動機構ハウジング配管逸出が最も早く発生する。これにより約 15cm 径の破断

口が下部ヘッドに開き，下部プレナム内の溶融炉心が格納容器下部に落下することに

なる。他の下部ヘッド貫通配管が破損してもこれ以上の破損サイズにはならないこと
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から，制御棒駆動機構ハウジング配管の逸出が最も厳しい条件となっている。なお，

制御棒駆動機構ハウジング溶接部が破損しても外部サポートが設置されている場合に

は，制御棒駆動機構ハウジングの逸出は起きにくいと考えられるため，この扱いは保

守的である。 

溶融炉心流出流量は駆動差圧として圧力容器内とペデスタルとの圧力差に水及び溶

融炉心の水頭圧を考慮して計算されている。MAAP コードによる解析結果から，最終

的な流出総量は，全炉心相当と評価されており，厳しい条件となっている。 

以上に示したように，下部ヘッドの破損面積や溶融炉心の流出量について，いずれ

も厳しい条件が使用されているため，感度解析を行う必要はない。 

 

B) 溶融物の落下・堆積過程 

この過程では，原子炉圧力容器下部ヘッドが破損し，溶融炉心が事前水張りされた

ペデスタルへ落下するため，溶融物が水中で粒子化することが想定され，粒子化され

ない溶融炉心はペデスタル床に溶融プールとして堆積する。この過程では，溶融炉心

の水中での粒子化に不確かさが想定される。 

MAAP コードでは，粒子化割合は，Ricou-Spalding モデルで計算される。

Ricou-Spalding モデルは，エントレインメント量（細粒化量）を流入流体の速度（ジ

ェット速度）と両流体の密度比に関連させたモデルであり，液－液混合問題において

広く利用されている相関式である。落下する溶融炉心は円柱ジェットで冷却水中に突

入することを想定し，円柱ジェット外周部の浸食として粒子化割合を評価している。 

溶融炉心粒子化割合に影響するパラメータは，エントレインメント係数，溶融ジェ

ット径，及びプール水深であり，このうちモデルパラメータとしてエントレインメン

ト係数と溶融物ジェット径に不確かさが想定される。 

エントレインメント係数については，MAAP コードでは代表的な FCI の大規模実験

である FARO 実験に対するベンチマーク解析によってその設定値及び不確かさ範囲を

設定している。FARO 実験のベンチマーク解析でのエントレインメント係数の不確か

さ範囲は，   ～   となっている。MAAP 解析ではエントレインメント係数とし

て    が使用されており，実験解析により，実験結果の粒子化割合をよく再現する

か，または小さめに評価する入力となっている。溶融ジェット径は，下部ヘッド破損

口径により決まることから，前述のように大きい値をしている。これは，粒子化割合

を小さめにする扱いをしていることになる。 

ちなみに，Ricou-Spalding モデルを使用して，実機で想定される水張り水深 2m，

溶融物ジェット径 0.15m の条件の場合で約 63%程度が粒子化される。 

以上のことから，エントレインメント係数については，不確かさ幅が設定されてお

り，溶融炉心が水中に落下した際の粒子化割合とその過程での蒸気発生やデブリ粒子

の酸化による水素発生に影響することから，不確かさ幅の範囲で感度解析を実施する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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C) MCCI 進行と注水によるデブリ冷却過程 

この過程では，溶融炉心の拡がり，デブリベッドの冷却性，コンクリート侵食に不

確かさが想定される。 

溶融炉心の拡がりは，MAAP コードでは落下した溶融炉心はペデスタル床上に均一

に広がると仮定している。 

Mark-Ⅰ型格納容器のライナーアタックに関する研究によれば，水張りが無いと溶融

炉心は格納容器シェル壁（拡がり距離 7m 程度）まで到達するが，水張りがあれば溶融

炉心の拡がりは抑えられ，拡がり距離は落下量等にも依存するが 5m 程度となる結果が

得られている。有効性評価で想定している制御棒駆動機構ハウジングの逸出を想定す

ると，ABWR（ペデスタル直径約 11m）で床上に水がある場合でも，床全面に溶融物

が拡がることが示されており，ABWR 以外の BWR ではペデスタル床面積が ABWR

より小さいこと（Mark-Ⅰ改良型格納容器の場合，ペデスタル直径は約 6.4m）を考慮

すると，水張りをしている場合でも溶融炉心は，床全面に拡がる可能性が高いと考え

られる。これは，溶融物の拡がりに影響する因子のうち，主に想定しているデブリ落

下流量が大きい（全炉心相当の溶融炉心が 1 分程度で落下することを想定）ことによ

るものと考えられる。また，均一に拡がった方が，側壁に接する溶融炉心の堆積高さ

が高くなるため，側壁侵食を評価する観点から保守的な扱いとなっている。 

以上より，MAAP コードの均一堆積の扱いは妥当と考えられる。 

溶融ベッドから水への熱流束は，溶融炉心上面の性状により大きく影響されるため，

大きな不確かさが想定される。 

溶融炉心上面から水への熱流束は，上部クラスト－水プール間の熱伝達モデルであ

る Kutateladze 型の平板限界熱流束相関式の係数を調整することにより評価可能であ

る。 

前述のように事前水張り対策により溶融炉心の一部は粒子化して，溶融炉心上部に

粒子状ベッドを形成し，下部には粒子化しなかった溶融炉心が溶融プールを形成する

と想定される。これは，水中に溶融炉心を落下させた実験的知見から，安定クラスト

は形成されず，粒子状ベッドが形成されていることから妥当と考えられる。溶融炉心

上面は粒子状ベッドが形成されることを想定し，MAAP コードの溶融炉心上面から水

への熱伝達のモデルパラメータである Kutateladze 係数を変えることにより，粒子状

ベッドの冷却性の不確かさ評価を行う。ここでは，Lipinski 0-D モデルを使用して粒

子状ベッドのドライアウト熱流束の不確かさを評価した。主なパラメータは，粒子径，

ポロシティ，堆積高さ，圧力であり，以下のように想定する。 

 粒子径は，これまでの実験等の知見により 3～7mmと報告されているため[26]，

この範囲を不確かさの範囲と想定する。 

 ポロシティは，概ね 0.3 以上が報告されているが，粒子の充填状態の幅を考慮
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して，0.26（面心立方格子，最稠密），0.32（体心立方格子），0.4（MAAP 標

準値），0.48（単純立方格子）の範囲を想定する。 

 粒子状ベッドの堆積高さは，全炉心相当が落下した場合 1m 以上となるが，破

損口径の拡大を考慮しても 33%以上の粒子化が想定されるため，30cm 以上と

する。 

 圧力は，MCCI が発生する時間では格納容器圧力は 0.4MPa[abs]以上となっ

ているため，0.4MPa[abs]以上とする。 

Lipinski 0-D モデルによる評価結果よる評価結果を以下に示す。 

 圧力が0.4MPa[abs]以上では，ポロシティの最も小さい0.26のケースでも800 

kW/m2 以上のドライアウト熱流束となる。この場合，大気圧状態では 400 

kW/m2程度となっている。また，ポロシティの最も大きい0.48のケースでは，

大気圧状態では 2000 kW/m2程度となっている。 

 粒子径が 3mm 以上では，ポロシティの最も小さい 0.26 のケースでも 800 

kW/m2以上のドライアウト熱流束となる。 

 粒子ベッド高さが 30cm 以上ではドライアウト熱流束はほとんど変化がなく，

ポロシティの最も小さい0.26のケースでも800 kW/m2以上のドライアウト熱

流束となる。 

以上の評価結果より，デブリ上面熱流束として 800 kW/m2を想定することは，粒子

状ベッドの熱伝達の不確かさを考慮しても妥当と考えられる。ただし，粒子径やポロ

シティ等の不確かさによる粒子状ベッドから水への熱伝達の不確かさの影響を確認す

るため，感度解析を実施する。 

コンクリートの種類（玄武岩系や石灰岩系）により，侵食挙動やガス発生挙動が異

なる。また，玄武岩系コンクリートに関しては，壁方向と床方向の侵食量に相違が見

られる知見が出ている。この侵食の異方性は，未だ十分な理解が得られておらず，現

状モデルでも扱われていないが，モデルパラメータの感度解析により，この侵食異方

性の影響を検討する。 

評価モデルは以下のとおりである。 

 コンクリート表面から深さ方向に１次元熱伝導を解き温度分布を計算して

いる。 

 クラスト-コンクリート界面の温度がコンクリート融点以上である場合にコ

ンクリート侵食が計算される。 

 コリウムからの伝熱量と分解／溶融潜熱により侵食量が評価される。 

 コンクリート分解による自由水・結合水・CO2の発生を考慮し，溶融コリウ

ム中での化学熱力学平衡計算による未酸化金属との反応により H2及び CO

発生が計算される。反応熱は，溶融炉心の崩壊熱に加算される。 

コンクリートの種類は，国内プラントでは玄武岩系コンクリートが主流であるが，
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一部のプラントでは石灰岩系コンクリートが使用されている。コンクリートの種類に

より物性値を使い分けている。これらのコンクリートの侵食モデルは，SURC 実験や

ACE 実験等のドライ実験に対する MAAP モデルの実験解析により妥当性確認が行わ

れている。 

OECD/MCCIプロジェクトのCCI実験で確認された玄武岩系コンクリートの侵食の

異方性について，この原因について明確な理解は得られていないが，溶融炉心から壁

方向と床方向への熱伝達に関してコンクリート種類により相違があることを示唆して

いる。この侵食の異方性の影響を確認するため，MAAP コードでは，溶融プールから

横方向と下方向の対流熱伝達係数を調整して熱伝達の配分を変更することにより感度

解析を実施する。対流熱伝達係数の幅は，CCI-3 の試験結果を考慮し，底部を側壁の

モデルパラメータの推奨値の 1/4 とした場合，側壁を底部のモデルパラメータの推奨値

の 1/4 とした場合を想定する。 

 

(3) 感度解析による確認 

上記の検討により，MCCI に関して，解析モデルでの不確かさは， 

・エントレインメント係数 

・上面熱流束係数 

・溶融プール－クラスト間の熱伝達係数 

に代表され，これらをパラメータとした感度解析を実施した。また，参考としてコン

クリートの種類の違いについても解析を実施した（解析条件及び結果は添付 3 参照）。 

その結果，上面熱流束は，床上に堆積した溶融炉心温度に大きく影響し，コンクリー

ト侵食量に大きく影響する結果となったが，有効性評価では，主に上面熱流束を保守

的に設定していることにより保守側の結果を与えていることが確認された。また，不

確かさを考慮してもコンクリート侵食量は許容限界内に収まる結果となっている。 

なお，この分野は複雑な多成分・多相熱伝達現象であり知見が十分であるとは言えず，

また事前水張り時の落下デブリの冷却性を直接調べた実験例が殆どないことから，今

後も継続して検討を進め，新たな知見が出た場合には適宜評価に反映するように努め

ることが重要であると考えられる。 
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4.4 実機解析への適用性 

4.4.1 事故解析及び実験解析の実機への適用性 

4.3において実施した各種の事故解析及び実験解析に基づき，各解析モデルの実機へ

の適用性について評価する。 

 

(1) 放射線水分解等による水素・酸素発生［格納容器］[圧力容器(炉心損傷後)]，燃料

被覆管酸化，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形［炉心（燃料）］，

リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［圧力

容器(炉心損傷後)］ 

炉心ヒートアップの解析において重要な燃料被覆管酸化，放射線水分解等による

水素・酸素発生，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形，リロケ

ーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関するモデ

ルの妥当性は，TMI事故解析及び CORA 実験解析を通じて確認した。 

解析により得られた炉心ヒートアップ時の水素発生量及びその発生期間は，TMI

事故の分析結果と概ね一致することを確認した。また，事故発生後 220 分における

炉心状態について，解析結果が TMI事故の分析結果と良く一致することを確認した。

さらに，原子炉容器壁面温度についても，解析において TMI事故の分析結果と同等

な結果が得られていることを確認した。また，CORA 実験解析における，燃料被覆

管，制御棒及びチャンネルボックスの温度変化について，測定データと良く一致す

ることを確認した。 

TMI-2及びCORA実験解析とBWR実機において，燃料被覆管酸化，放射線水分解

等による水素・酸素発生，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管変形，

リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関す

る基本的な現象に有意な差はなく，したがってこれらの現象に関するモデルについ

て，実機解析への適用性を有すると判断できる。 

 

(2) 格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達［格

納容器］ 

格納容器各領域間の流動及び構造材との熱伝達及び内部熱伝導に関するモデルの

妥当性は，HDR実験解析及びCSTF実験解析を通じて確認した。 

HDR実験解析（E11.2実験）では，格納容器圧力及び温度について解析結果と測

定データの比較を行った。評価の結果，雰囲気からヒートシンクへの伝熱が過小に

予測されている可能性を示唆するものの，主要な傾向を再現できることを確認した。

また，非凝縮性ガス濃度変化の解析結果が測定データと良く一致することを確認し

た。CSTF実験解析では，格納容器温度及び非凝縮性ガス濃度変化ついて解析結果と

測定データの比較を行った。解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 
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HDR及びCSTFの格納容器はBWR実機と異なるものの，実験解析を通じて格納容

器各領域間の流動の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達に

関する基本的な妥当性を確認しており，これらのモデルは実機解析への適用性を有

すると判断できる。 

 

(3) 溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生［格納容

器(炉心損傷後)］ 

溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に関す

るモデルの妥当性は，ACE実験解析及びSURC-4実験解析を通じて確認した。 

ACE実験解析及びSURC-4実験解析では，コリウム温度及びコンクリート侵食深さ

について，解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 

ACE実験及びSURC-4実験は，冷却水の注水がなく，かつコリウム及びコンクリー

トの配置が予め決められている。したがって，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コ

ンクリート分解及び非凝縮性ガス発生に関するモデルの妥当性を確認する上で，冷

却水の挙動や幾何形状といった要因の影響が小さい状態でのコンクリート侵食挙動

が確認できる。さらに，ACE実験のうちL7実験では，部分的に酸化したBWR燃料を

模擬したコリウム溶融物が用いられており，コリウムの熱的物性もBWR実機と同等

である。したがって，ACE実験及びSURC-4実験の解析による妥当性確認に基づき，

実機解析への適用性を有すると判断できる。 

なお，実機におけるコンクリート侵食挙動に関しては，格納容器下部区画におけ

るFCI現象も含めた溶融炉心の堆積の仕方や水による冷却などがコンクリートへの

伝熱挙動にも影響する複合的な現象であることから，添付3において知見の整理，不

確かさの分析及び感度解析による影響評価を行っている。 

 

(4) 原子炉圧力容器内 FP挙動［圧力容器(炉心損傷後)］，原子炉格納容器内 FP挙動［格

納容器(炉心損傷後)］ 

原子炉圧力容器内FP挙動及び原子炉格納容器内FP挙動に関するモデルの妥当性

は，PHEBUS-FP実験解析及びABCOVE実験解析を通じて確認した。 

PHEBUS-FP実験解析では，FP放出割合の解析結果と測定データの比較から，FP

放出の開始時間を良く再現できることを確認している。炉心の加熱出力が増加した

後は，測定データに比べて被覆管温度を高めに評価するとともに，より急激なFP放

出を予測している。FP放出が顕著になる実験開始後，約11,000秒以降は，測定デー

タが時間とともに一定の割合で増加するのに対し，解析結果は約0.5まで急激に増加

した後，緩やかな増加を示している。解析結果と測定データの差異は，小規模な炉

心体系の模擬性に起因していると考えられるが，実機体系では，局所的な挙動によ

る影響は相対的に小さくなるため，この種の不確かさは小さくなると考えられ，実
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機解析への適用性を有すると判断できる。 

ABCOVE実験解析では，格納容器中に発生させたエアロゾルについて気相中の濃

度変化を評価した。解析結果は，エアロゾルの生成にともなう濃度の増加，その後

の凝集及び沈着による濃度の減衰を良く模擬していることを確認した。エアロゾル

の凝集に伴い沈降速度が増大する挙動は区画の大きさに依存しないので，スケール

の観点においても実機への適用は可能であると考えられる。 

 

4.4.2 感度解析による検討の整理 

重要現象に関連したパラメータの不確かさを分析し，その不確かさが重要現象に

与える影響を感度解析に基づき評価することで，実機解析への適用性を確認する。 

 

(1) 沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流［炉心（熱流動）］ 

これらは原子炉圧力容器内の炉心水位挙動に関連する現象であり，原子炉圧力容

器内水位の低下が比較的緩慢なTQUXシーケンス及び比較的速い中小破断LOCAシ

ーケンスを対象として SAFERコードとの比較評価を行った。 

比較評価においては，CCFL の取り扱い等により，水位変化に差異が生じたが，

水位低下幅はMAAPコードの方が保守的であり，その後の注水操作による有効燃料

棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等であることから，有効性評価における

格納容器挙動評価への適用性に問題は無いと判断した。 

 

(2) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

炉心ヒートアップに関する解析モデルについては，4.2.1に示したTMI事故の分析

結果との比較を通じて，その妥当性を確認した。また，MAAPコードの解析モデル

がTMI事故及びその後の検討により得られた知見を基に開発されていることを踏ま

えると，MAAPコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると判断できる。し

かしながら，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階では十分な知見が得られ

ていない状況であることから，ここでは，炉心ヒートアップに関する解析モデルに

関連したパラメータに対する感度解析により，その影響を評価した。 

炉心ヒートアップは，崩壊熱及びジルコニウム－水反応の酸化反応熱により進展

することから，酸化反応が促進されることを模擬してジルコニウム－水反応速度の

係数を変化させた場合の感度解析を行った。感度解析においては，仮想的な厳しい

想定ではあるが，ベースケースの2倍とした。感度解析は代表的にBWR-5，Mark-I

改良型格納容器プラントを対象とし，炉心部への蒸気供給の差が生じることから，

TQUVシーケンス及び大破断LOCAシーケンスについて実施した。 

その結果，炉心溶融時刻については，TQUV，大破断LOCAシーケンスのいずれも

感度は小さいことを確認した。また，炉心溶融後の事象進展として，下部プレナム
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へのリロケーション開始時刻は，両シーケンスともベースケースとほぼ同時であり，

炉心溶融開始から原子炉圧力容器破損までは3～4時間程度の時間を要することから，

原子炉圧力容器破損時点で格納容器下部区画に十分な注水がなされており，実機解

析への影響はない。さらに，TQUVシーケンスでは，原子炉圧力容器破損時の原子炉

圧力も2.0MPa［gage］以下であり，格納容器圧力の上昇もわずかとなることから，

実機解析への影響はない。水素発生の観点では，感度解析においては被覆管酸化反

応熱の増加を想定して仮想的に被覆管表面積を大きくしているものであり，実機の

被覆管表面積は形状により決まることから影響しない。 

以上，酸化反応が促進されることを模擬し，仮想的な条件としてジルコニウム－

水反応速度の係数を2倍とした場合の影響を評価した。実際には，2倍に相当する程

度まで酸化反応が促進されることは考えにくい。なお，感度解析はBWR-5，Mark-I

改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その他のBWRプラントに

おいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向が得られる。したがって，

MAAPコードの炉心ヒートアップに関する解析モデルは，実機解析に適用できると

判断される。 

 

(3) リロケーション［圧力容器(炉心損傷後)］ 

炉心のリロケーションに関する解析モデルについては，4.2.1に示したように，TMI

事故の分析結果との比較を通じて，その妥当性を確認している。また，MAAPコー

ドの解析モデルがTMI事故及びその後の検討により得られた知見を基に開発されて

いることを踏まえると，MAAPコードの解析モデルは一定の妥当性を有していると

判断できる。しかしながら，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，現段階では十分

な知見が得られていない状況であることから，ここでは，炉心のリロケーションに

関する解析モデルに関連したパラメータに対する感度解析により，その影響を評価

した。 

MAAPコードでは，燃料の温度履歴に応じて燃料ペレットが崩壊するまでの時間

を計算しており，その判定基準をベースケースから   K引き下げることで，リロケ

ーションが早く進展する状態を模擬した。感度解析は代表的にBWR-5，Mark-I改良

型格納容器プラントを対象とし，炉心領域の冷却材による除熱の効果により差が生

じることから，TQUVシーケンス及び大破断LOCAシーケンスについて実施した。 

炉心溶融時刻については，TQUV，大破断LOCAシーケンスのいずれも感度は小さ

い。なお，原子炉圧力容器破損時刻についても，両シーケンスで感度は小さく，実

機解析への影響はない。さらに，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力も2.0MPa［gage］

以下であり，実機解析への影響はない。コンクリート侵食量については，大破断LOCA

シーケンスにおいて原子炉圧力容器破損時刻への感度は小さく，格納容器下部への

注水量に大きな差は生じないことから，影響は小さいと考えられる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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以上，燃料ペレットが崩壊する条件を，大幅ながら   K引き下げることでリロケ

ーションが早く進展する状態を模擬した感度解析を行い，TQUV及び大破断LOCA

シーケンスのいずれについても感度が小さいことを確認した。また，原子炉圧力容

器破損時の原子炉圧力は2.0MPa[gage]以下であり，かつ格納容器下部には十分な注

水があることから，実機解析での評価に影響を与えるものではない。なお，感度解

析はBWR-5，Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その

他のBWRプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向が得られ

る。したがって，MAAPコードのリロケーションに関する解析モデルは，実機解析

に適用できると判断される。 

 

(4) 原子炉圧力容器内 FCI（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［圧力容器(炉心損傷

後)］ 

原子炉圧力容器内FCIにより生じる圧力スパイクは，冷却材圧力バウンダリや格納

容器の破損に対する脅威とはならないと考えられるが，原子炉圧力容器破損時刻と

ともに高圧溶融物放出の発生に影響し得る。圧力スパイクの大きさは溶融炉心の細

粒化割合および粒子径の影響が大きいため，ここでは溶融ジェット径，細粒化モデ

ルにおけるエントレインメント係数，及びデブリ粒子径をパラメータとして感度解

析を実施した。 

いずれのパラメータに対する感度解析においても，圧力スパイクは原子炉圧力容

器破損までに終息する結果となっており，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力

に対する感度は小さい。このことは，原子炉圧力容器内FCIは下部プレナムの冷却材

がすべて蒸発すると終息するが，その後，冷却材による溶融炉心からの除熱量の減

少によって，下部ヘッドへの伝熱量が大きくなるために，原子炉圧力容器破損が発

生するため，両者が重畳しにくいことを示している。なお，感度解析はBWR-5，

Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その他のBWRプラ

ントにおいても炉心質量と冷却材体積の比は大きく変わらないため，同様の傾向が

得られる。したがって，MAAPコードの原子炉圧力容器内FCIに関するモデルは，実

機解析に適用できると判断される。 

 

(5) 下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達［圧力容器(炉心損傷後)］ 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する解析モデルについては，4.2.1に示し

たように，TMI事故の分析結果との比較を通じて，その妥当性を確認している。ま

た，MAAPコードの解析モデルがTMI事故及びその後の検討により得られた知見を

基に開発されていることを踏まえると，MAAPコードの解析モデルは一定の妥当性

を有していると判断できる。しかしながら，炉心溶融時の実機の挙動に関しては，

現段階では十分な知見が得られていない状況であることから，ここでは，下部プレ

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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ナムでの溶融炉心の熱伝達に関する解析モデルに関連したパラメータに対する感度

解析により，その影響を評価した。 

溶融炉心と上面水プールとの伝熱は限界熱流束により制限されるが，この制限を

低下させた条件で感度解析を実施した。その結果，制御棒駆動機構ハウジング溶接

部破損割合及びクリープ破損割合の増加はわずかであり，原子炉圧力容器破損時刻

にほとんど感度がないことが確認された。 

一方，溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達については，ギャップにおける限界

熱流束で制限される。この制限を低下させた条件で感度解析を実施した結果，制御

棒駆動機構ハウジング溶接部の破損割合及びクリープ破損割合は急峻に上昇する傾

向となるものの，原子炉圧力及び原子炉圧力容器破損時刻にほとんど感度がないこ

とが確認された。 

溶融炉心と上面水プールとの伝熱，及び溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達と

もに感度が小さい結果となっているが，この理由はこれらの現象による影響が下部

プレナムにおいてドライアウトが生じるまでの期間に限定されることによる。 

なお，感度解析は BWR-5，Mark-I 改良型格納容器プラントに対して実施したも

のであるが，その他の BWRプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同

様の傾向が得られる。したがって，MAAP コードにおける下部プレナムでの溶融炉

心の熱伝達に関する解析モデルは，実機解析に適用できると判断される。 

 

(6) 原子炉圧力容器破損［圧力容器(炉心損傷後)］ 

解析において，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損は，溶接部のひずみ量と

しきい値の比較により判定される。そこで，このしきい値をベースケースの1/10に低

下させた解析を実施し，原子炉圧力容器破損時刻の感度を評価した。評価の結果，

原子炉圧力容器破損時刻への影響は約13分と小さいことを確認した。また，評価で

は有意な影響を検知する目的から，しきい値をベースケースの1/10まで低下させたが，

実機において破断ひずみがここまで大幅に低下することは考えにくいため，溶接部

のひずみ量しきい値の影響は十分に小さいと判断される。なお，感度解析はBWR-5，

Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであるが，その他のBWRプラ

ントにおいても制御棒駆動機構ハウジングの構造は大きく変わらないため同様の傾

向が得られる。したがって，MAAPコードの原子炉圧力容器破損に関するモデルは，

実機解析に適用できると判断される。 

 

(7) 原子炉圧力容器外 FCI（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［格納容器(炉心損傷

後)］ 

原子炉圧力容器外FCIについては，添付2において国内外で実施された実験等によ

る知見を整理するとともに，解析モデルに関する不確かさの整理を行い，感度解析
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により有効性評価への影響を確認した。 

原子炉圧力容器外FCIにおける水蒸気爆発に関しては，UO2を用いた大規模FCI実

験であるFARO実験，KROTOS実験，COTELS実験及びTROI実験の結果から，実

機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて小さいと結論付けた。 

また，参考文献[24]に示すJASMINEコードを用いて水蒸気爆発が発生したという条

件における格納容器破損確率の評価について考察した。評価で想定した条件（トリ

ガリング及び溶融ジェット直径）が実機解析に比べて厳しくなるよう選定され，水

蒸気爆発時のエネルギーが大きくなるように評価されたものであることから，実機

において発生エネルギーは格納容器への脅威にはならないと結論付けた。以上より，

有効性評価において，原子炉圧力容器外FCIにおける水蒸気爆発に関しては発生可能

性が低く，水蒸気爆発挙動及びその後の格納容器の動的挙動に関する評価は必須と

はならない。 

原子炉圧力容器外FCIにおける圧力スパイクに関しては，解析モデルでの不確かさ

はRicou-Spaldingモデルのエントレインメント係数及び溶融粒子の径に代表され，

それぞれをパラメータとした感度解析を実施した。その結果，いずれのパラメータ

についても，原子炉圧力容器外FCIにより生じる圧力スパイクへの感度が小さいこと

を確認した。なお，感度解析はBWR-5，Mark-I改良型格納容器プラントに対して実

施したものであり，原子炉圧力容器外FCIによる圧力スパイクは，格納容器下部に落

下する溶融炉心の量や格納容器下部プール水位等の条件に依存して変化し得るもの

の，その他のBWRプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向

が得られる。したがって，MAAPにおける原子炉圧力容器外FCIに関する解析モデル

は，実機解析に適用できると判断される。 

 

(8) 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プールの伝熱，

溶融炉心とコンクリートの伝熱［格納容器(炉心損傷後)］ 

MCCIに関する種々の実験から得られた知見等に基づき不確かさの要因の分析を

行い，エントレインメント係数，上面熱流束及び溶融プールからクラストへの熱伝

達係数をパラメータとした格納容器破損防止の「溶融炉心・コンクリート相互作用」

の事象をベースに感度解析を行い，コンクリート侵食への影響を評価した。評価の

結果，上面熱流束は，床上に堆積した溶融炉心温度に大きく影響し，コンクリート

侵食量に大きく影響する結果となったが，有効性評価の結果は，主に上面熱流束を

保守的に設定していることにより保守側の結果を与えていることが確認された。な

お，感度解析はBWR-5，Mark-I改良型格納容器プラントに対して実施したものであ

り，その他のBWRプラントにおいても現象のメカニズムは同じであり，同様の傾向

が得られる。しかしながら，溶融炉心とコンクリート相互作用については，複雑な

多成分・多相熱伝達現象であり知見が不十分であること，また直接的な実験例が少



5-209 

 

ないことから，今後も継続して検討を進め，知見の拡充に努めることが重要である

と考えられる。 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (1/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

炉
心 

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出力及

び崩壊熱）（3.3.2(2)） 
不要 ○ 入力値に含まれる。 

燃料棒内 

温度変化 

炉心モデル（炉心熱水力モ

デル）(3.3.2(3)） 

溶融炉心の挙動モデル（炉

心 ヒ ー ト ア ッ プ ）

(3.3.6(1)） 

TMI 事故解

析(4.2.1） 

CORA 実験

解析(4.2.2) 

感 度 解 析

(4.3.2 及び

添付 1） 

○ TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素発生，炉心領域での溶融

進展状態について，TMI事故分析結果と良く一致することを確認した。 

○ CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャンネルボックスの

温度変化について，測定データと良く一致することを確認した。 

○ 炉心ヒートアップ速度の増加（被覆管酸化の促進）を想定し，仮想的な厳

しい振り幅ではあるが，ジルコニウム－水反応速度の係数を 2 倍とした感

度解析により影響を確認した（BWR-5，Mark-I 改良型格納容器プラント

対象）。 

 TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，炉心溶融の開始時刻には影響

は小さい。 

 下部プレナムへのリロケーションの開始時刻は，ほぼ変化しない。 

燃料棒表面 

熱伝達 

燃料被覆管 

変形 

燃料被覆管 

酸化 

沸騰・ボイド

率変化 
炉心モデル（炉心水位計算

モデル）(3.3.2(4)） 

感 度 解 析

(4.3.1） 

○ TQUV シーケンス及び中小破断 LOCA シーケンスに対して，MAAP コー

ドと SAFERコードの比較を行い，以下の傾向を確認した。 

 MAAPコードでは CCFL を取扱っていないことに起因して，急速減圧後

の水位上昇及び蒸気流出の継続による水位低下について SAFER コード

に比べ緩慢な挙動を示す。 

 水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であり，その後の注水操作によ

る有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等である。 

○ 以上より，有効性評価における格納容器挙動評価への適用性に問題は無い

と判断した。 

気液分離 

(炉心水位) 

・対向流 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (2/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

(

逃
が
し
安
全
弁
含
む) 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材放出

（臨界流・差

圧流） 

原子炉圧力容器モデル（破

断流モデル）(3.3.3(3)) 
不要 

○ LOCA破断口からの臨界流・差圧流による流量は，保守的なモデルにより

計算される。 

○ 逃がし安全弁から流量は，設計値に基づいて計算される。 

ECCS注水

（給水系・代

替注水設備

含む） 

安全系モデル（非常用炉心

冷却系）(3.3.5(1)) 
不要 ○ 注入特性は，設計値に基づいて入力値として与える。 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器各

領域間の流

動 
格納容器モデル（格納容器

の熱水力モデル） 

(3.3.4(2)) 

HDR

実験解

析

(4.2.3) 

CSTF

実 験

解 析

(4.2.4) 

○ HDR 実験解析では，格納容器圧力及び温度について，温度成層化を含め

て傾向は良く再現できることを確認した。また，非凝縮性ガス濃度の挙動

について，解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 

○ CSTF 実験解析では，格納容器温度及び非凝縮性ガス濃度の挙動につい

て，解析結果が測定データと良く一致することを確認した。 

構造材との

熱伝達及び

内部熱伝導 

気液界面の 

熱伝達 
 

スプレイ冷

却 

安全系モデル（格納容器ス

プレイ）(3.3.5(2)) 
不要 

○ スプレイ注入特性は，設計値に基づいて入力値として与える。 

○ スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平衡に至ることから伝熱モ

デルの不確かさによる解析結果への影響は無い。 

放射線水分

解等による

水素・酸素発

生 

－ 
TMI 事故解析

(4.2.1) 

○ 炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，TMI 事故解析を通

じて分析結果と良く一致することを確認した。 

○ 放射線水分解による水素及び酸素の発生量は，コード内にモデルを備えて

いないため，崩壊熱を用いた評価としており妥当性確認は不要である。 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (3/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器 

ベント 

格納容器モデル（格納容器

の熱水力モデル） 

(3.3.4(2)) 

不要 ○ 「格納容器各領域間の流動」の妥当性の確認に含まれる。 

サプレッショ

ンプール冷却 

安全系モデル（非常用炉心

冷却系）(3.3.5(1)) 
不要 ○ 設計値に基づいて，ポンプ流量及び除熱量を入力値として与える。 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

リロケーショ

ン 

溶融炉心の挙動モデル（リ

ロケーション）(3.3.6(2)) 

TMI 事故解

析(4.2.1) 

感 度 解 析

(4.3.3 及び

添付 1) 

○ TMI事故解析における炉心損傷挙動について，TMI事故分析結果と一致す

ることを確認した。 

○ リロケーションの進展が早まることを想定し，炉心ノード崩壊に至る温度

を低下させた感度解析により影響を確認した（BWR-5，Mark-I改良型格納

容器プラント対象）。 

○ TQUV及び大破断LOCAシーケンスのいずれについても，原子炉圧力容器

の破損時刻への影響が小さいことを確認した。 

構造材との熱

伝達 

原子炉圧力容

器内 FCI(溶

融炉心細粒

化) 

溶融炉心の挙動モデル（下

部プレナムでの溶融炉心

の挙動） 

(3.3.6(3)) 

感 度 解 析

(4.3.4 及び

添付 1) 

○ 原子炉圧力容器内FCIに影響する項目として溶融ジェット径，細粒化モデル

におけるエントレインメント係数，及びデブリ粒子径をパラメータとして

感度解析を行い，いずれについても，原子炉圧力の過渡的な変化に対して

影響はあるものの，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力に対する感度

は小さいことを確認した。 

原子炉圧力容

器内 FCI(デ

ブリ粒子熱伝

達) 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (4/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

下部プレナム

での溶融炉心

の熱伝達 

溶融炉心の挙動モデル（下

部プレナムでの溶融炉心

の挙動） 

(3.3.6(3)) 

TMI事故解析

(4.2.1) 

感度解析

(4.3.5及び添

付1) 

○ TMI事故解析における下部プレナムの温度挙動についてTMI事故分析結

果と良く一致することを確認した。 

○ 溶融炉心と上面水プールとの伝熱をパラメータとした感度解析を行い，原

子炉圧力容器破損時刻への影響が小さいことを確認した。また，溶融炉心

と原子炉圧力容器間の熱伝達をパラメータとした感度解析を行い，原子炉

圧力及び原子炉圧力容器破損時刻に対して感度が小さいことを確認した

（BWR-5，Mark-I改良型格納容器プラント対象）。 

原子炉圧力容

器破損 

溶融炉心の挙動モデル（原

子炉圧力容器破損モデル） 

(3.3.6(4)) 

感度解析

(4.3.6及び添

付1) 

○ 原子炉圧力容器破損に影響する項目として制御棒駆動機構ハウジング溶

接部の破損判定に用いるしきい値をパラメータとした感度解析を行い，原

子炉圧力容器破損時間が約13分早まることを確認した。ただし，仮想的な

厳しい条件に基づく解析結果でありであり，実機解析への影響は小さいと

判断される。 

原子炉圧力容

器内 FP挙動 

核分裂生成物（FP）挙動

モデル(3.3.7) 

PHEBUS-FP

実験解析 

(4.2.7) 

ABCOVE 

実験解析 

(4.2.8) 

○ PHEBUS-FP実験解析により，FP放出の開始時間を良く再現できているも

のの，FP放出が顕著になる実験開始後，約11,000秒以降は，燃料棒被覆管

温度を高めに評価することにより，急激なFP放出を示す結果となった。た

だし，この原因は実験の小規模な炉心体系の模擬によるものであり，実機の

大規模な体系においてこの種の不確かさは小さくなると考えられる。 

○ ABCOVE実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価

できることを確認した。 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉格納容

器内 FP挙動 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (5/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉圧力容

器外 FCI(溶

融炉心細粒

化) デブリ挙動モデル（格納容

器下部でのデブリ挙動）

（3.3.6(5)) 

感度解析

（4.3.7，

4.3.8， 

添付2及び 

添付3) 

○ 原子炉容器外FCI現象に関する項目として細粒化モデルにおけるエントレ

インメント係数，冷却水とデブリ粒子の伝熱に関して，格納容器破損防止の

「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」をベースする感度解析を

行い，原子炉圧力容器外FCIによって生じる圧力スパイクへの感度が小さい

ことを確認した。 

原子炉圧力容

器外 FCI(デ

ブリ粒子熱伝

達) 
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表 4.4-1 重要現象の不確かさの整理 (6/6) 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

格納容器下部

床面での溶融

炉心の拡がり 

溶融炉心挙動モデル（格納

容器下部での溶融炉心挙

動）（3.3.6(5)） 

感度解析

（4.3.8及び 

添付 3） 

○ MCCI現象への影響の観点で，格納容器破損防止の「溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」の事象をベースに感度解析を行った。評価の結果，上面熱

流束は，床上に堆積した溶融炉心温度に大きく影響し，コンクリート侵食

量に大きく影響する結果となったが，有効性評価の結果は，主に上面熱流

束を保守的に設定していることにより保守側の結果を与えていることが

確認された。 

溶融炉心と格

納容器下部プ

ールとの伝熱 

溶融炉心とコ

ンクリートの

伝熱 

ACE実験解

析（4.2.5） 

SURC-4実験

解析（4.2.6） 

○ ACE及びSURC-4実験解析より，溶融炉心堆積状態が既知である場合の溶融

炉心とコンクリートの伝熱及びそれに伴うコンクリート侵食挙動について

妥当に評価できることを確認した。 
コンクリート

分解及び非凝

縮性ガス発生 
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5 有効性評価への適用性 

4章の妥当性確認において得られた重要現象に対する不確かさと，その不確かさが有効性

評価に与える影響を表 5-1に示す。 

 

5.1 不確かさの取扱いについて（評価指標の観点） 

5.1.1 崩壊熱［炉心（核）］ 

有効性評価で用いている崩壊熱として， ANSI/ANS-5.1-1979 を用いている。

ANSI/ANS-5.1-1979 は ANS の軽水炉向け標準規格として発行されたものであり，設計値

等に基づく信頼性の高い評価モデルである。有効性評価においては，平衡炉心のサイクル

末期燃焼度に対し 1.1倍したものを使用しており，有効性評価への適用性を有すると考えら

れる。 

 

5.1.2 沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流［炉心（熱流動）］ 

これらは原子炉圧力容器内の炉心水位挙動に関する現象であり，原子炉圧力容器内水位

の低下が比較的緩慢な TQUXシーケンス及び比較的速い中小破断 LOCAシーケンスを対象

として SAFERコードとの比較評価を行った。 

MAAP コードは SAFER コードで考慮している CCFL 現象等を取り扱っていないため，

急速減圧後の水位上昇及び蒸気流出の継続による水位低下については，MAAP コードが

SAFERコードに比べ緩慢な挙動を示す。水位低下幅はMAAPコードの方が保守的であり，

その後の注水操作による有効燃料棒頂部までの水位回復時刻は両コードで同等であること

から，有効性評価における格納容器挙動評価への適用性を有すると考えられる。 

 

5.1.3 冷却材放出（臨界流・差圧流）［圧力容器］ 

LOCA 破断口からの臨界流については，Henry-Fauske のモデルを採用しており，気液

の流速が同じであると仮定して，気液それぞれの流量を計算している。Henry-Fauske のモ

デルは Marviken 試験装置[3][4]による実験に対して臨界流量を過大評価する傾向にあるが，

長期的には崩壊熱によって発生した水蒸気等による加圧が格納容器圧力に対して支配的で

ある。差圧流について，一般的なモデルが用いられていることから，解析モデルとしての

不確かさは小さい。また，逃がし安全弁からの冷却材放出については，設計値に基づき流

量を計算しており，有効性評価への適用性を有すると考えられる。 

 

5.1.4 格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，

格納容器ベント［格納容器］ 

これらのモデルは格納容器圧力・温度に影響のある重要現象として抽出される。格納容

器各領域間の流動について，ベント管及び真空破壊弁に関係する蒸気及び非凝縮性ガスの

流動や蒸気の凝縮に伴う非凝縮性ガス濃度の上昇などの挙動に関するモデルは，HDR実験
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解析及び CSTF 実験解析により妥当性が確認されており，不確かさは小さく，有効性評価

に対し適用性を有するものと考えられる。 

格納容器ベントについては，格納容器各領域間の流動と同様の計算方法が用いられてお

り，実機を対象とした有効性評価に対し適用性を有すると考えられる。 

 

5.1.5 ECCS注水（給水系・代替注水設備含む）［圧力容器］，スプレイ冷却，サプレ

ッション・プール冷却［格納容器］ 

ECCS 注水及びスプレイ冷却については，設計値に基づき与えている。混合挙動につい

ては，液滴径を入力し，液滴と気相部の界面熱伝達により気相部が冷却されるモデルであ

るが，液滴の伝熱面積が大きいことにより，スプレイされた水は気相部温度と等しくなっ

て液相に落下する結果となる。したがって，モデルの不確かさによる評価指標への影響は

無いと考えられる。 

サプレッション・プール冷却については，ポンプ流量及び除熱量を設計値に基づき与え

ており，有効性評価への適用性を有すると考えられる。 

 

5.1.6 放射線水分解等による水素・酸素発生［格納容器］［圧力容器（炉心損傷後）］ 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は Baker-Just の相関式（高温），又は

Cathcartの相関式（低温）を用いて計算され，これらのモデルは TMI事故解析により妥当

性が確認されている。なお，BWRでは窒素置換による格納容器雰囲気の不活性化が行われ

ることにより，酸素濃度が低いため，短期的に爆轟が生じることはない。長期的には水の

放射線分解により酸素が発生するが，電力共通研究の実験結果[27]に基づいた G 値を用いて

酸素発生量を評価している。BWRでは格納容器内がウェット環境にあるが，酸素濃度の判

定基準への適合性について，水蒸気濃度を除いたドライ条件下で行うことにより，保守的

に評価している。これらのことから，実機を対象とした有効性評価に対し適用性を有する

と考えられる。 

 

5.1.7 炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃

料被覆管変形［炉心（燃料）］），リロケーション，構造材との熱伝達及び下部プ

レナムでの炉心デブリの熱伝達［圧力容器（炉心損傷後）］ 

炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆

管変形）に関する現象については，実機スケールで確認された例が少ない。しかしながら，

MAAP コードの解析モデルは，TMI 事故や CORA 実験等のその後の実験の知見に基づい

て開発され，そのモデルを用いて実施された TMI事故のベンチマーク解析及び CORA実験

解析において再現性も確認されていることから，妥当性があると判断でき，各事故シーケ

ンスの評価に適用できる。 

また，炉心ヒートアップ現象に関し，ジルコニウム－水反応速度に対する感度解析を実
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施した。TQUV及び大破断 LOCAシーケンスともに，炉心溶融開始時期及び下部プレナムへのリロケー

ションの開始時間への感度は小さく，「格納容器過圧・過温破損」の評価指標に与える影響は小さい。ま

た，炉心溶融開始から原子炉圧力容器破損まで 3～4 時間あり，原子炉圧力容器破損時点で

格納容器下部区画に十分な注水がなされていることから，「原子炉圧力容器外の溶融炉心－冷却材相互

作用」の評価指標に与える影響は小さい。「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加熱」では，原子

炉圧力容器破損時の原子炉圧力が 2.0MPa[gage]を上回ることはなく，格納容器破損防止対策

の有効性に与える影響はない。「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，原子炉圧力容器破損時

間への影響が小さく，原子炉圧力容器破損時点で格納容器下部区画に十分な注水がなされていることから，

コンクリート侵食量への影響は小さいと考えられる。 

リロケーションに関する現象については，実機スケールで確認された例が少ない。しか

しながら，MAAPコードの解析モデルは，TMI事故やその後の実験等の知見に基づいて開

発され，その解析モデルを用いて実施された TMI事故のベンチマーク解析において再現性

も確認されていることから，妥当性があると判断でき，各事故シーケンスの評価に適用で

きる。 

また，リロケーションに関する感度を確認するために，燃料ペレットが崩壊する判定条

件に対し，格納容器破損防止の事象をベースに感度解析により影響を確認した。TQUV シ

ーケンスで炉心溶融やリロケーション後の原子炉圧力容器の破損時刻に与える感度は小さ

く，影響は限定的であった。「格納容器過圧・過温破損」及び「原子炉圧力容器外の溶融

炉心－冷却材相互作用」では炉心溶融開始から原子炉圧力容器破損まで 3～4時間あり，原

子炉容器破損時点で格納容器下部区画に十分な注水がなされており，格納容器雰囲気温度

への影響も小さく，評価指標に与える影響はない。「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加

熱」では，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を上回ることはなく，格納

容器破損防止対策の有効性に与える影響はない。大破断 LOCA シーケンスに対しても感度

が小さく，「格納容器過圧・過温破損」については，原子炉圧力容器内冷却材インベント

リが急激に減少して除熱が悪化し，早期にヒートアップするため，リロケーションに対す

る感度は小さく，原子炉圧力容器破損時間への影響も小さいため，格納容器圧力への影響

は小さい。「水素燃焼」について，燃料崩壊前の水素・酸素発生量には影響はなく，その

後はリロケーションに応じて変化し得るが，事象進展に与える感度は小さく，影響は限定

的であり，評価指標への影響は小さい。「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，

原子炉圧力容器破損時点で格納容器下部区画に十分な注水がなされていることから，コン

クリート侵食量への影響は小さいと考えられる。 

下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する現象に関しては，実機スケールで確認され

た例が少なく，現象自体に不確かさが大きいと考えられる。しかしながら，MAAP コード

の解析モデルは，TMI 事故やその後の実験等の知見に基づいて開発され，その解析モデル

を用いて実施された TMI事故のベンチマーク解析において再現性も確認されていることか

ら，MAAPコードによる解析結果は一定の妥当性を有するものと考えられる。 
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また，下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の限界熱流束，下部プレナムギ

ャップ除熱量に係る係数に対する感度解析を実施し，結果への影響を確認した。原子炉圧

力容器破損時期等の事象進展に大きな相違はないため，不確かさによる原子炉圧力容器破

損時期等の事象進展への影響は小さく，各事故シーケンスの評価指標への影響は小さい。 

 

5.1.8 原子炉圧力容器破損［圧力容器（炉心損傷後）］ 

原子炉圧力容器破損に影響する項目として「制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判

定に用いる最大ひずみ（しきい値）」をパラメータとした場合の感度解析を行い，原子炉圧

力容器破損時間が約 13分早まることを確認した。ただし，この結果は仮想的な厳しい条件

を与えたケースであり，実機解析への影響は小さいと判断される。 

「格納容器過圧・過温破損」及び「高圧溶融物／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧

力容器外の溶融炉心－冷却材相互作用」で対象としている TQUVシーケンスの原子炉圧力

容器破損モデルに関する感度解析により，原子炉圧力容器破損時刻に大きな感度はなく，

各事故シーケンスの評価指標への影響は小さい。 

「格納容器過圧・過温破損」及び「溶融炉心・コンクリート相互作用」で対象としてい

る大破断 LOCA シーケンスにおいても，下部プレナムに溶融炉心が落下してから，原子炉

圧力容器破損に至るまでの挙動は同様であり，影響は同程度であると考えられる。 

 

5.1.9 原子炉圧力容器内 FP 挙動［圧力容器（炉心損傷後）］，原子炉格納容器内 FP 挙

動［格納容器（炉心損傷後）］ 

PHEBUS-FP 実験解析において，ギャップ放出のタイミングについては適切に評価され

ることを確認している。その後の燃料破損後の FP放出開始のタイミング及び放出挙動につ

いては，被覆管酸化反応熱を大きく，燃料棒被覆管温度が高めに推移することにより早め

に評価する傾向があったが，小規模な炉心体系の模擬性に起因していると考えられ，実機

体系では，局所的な挙動による影響は相対的に小さくなるため，この種の不確かさは小さ

くなると考えられる。なお，最終的な FP放出割合は実験と同程度となっている。 

ABCOVE実験解析により，格納容器へ放出されたエアロゾルの沈着挙動について，ほぼ

適正に評価できることを確認しており，各事故シーケンスの評価への影響は小さい。 

 

5.1.10 原子炉圧力容器内 FCI（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［圧力容器（炉心

損傷後）］ 

原子炉圧力容器内 FCIに影響する項目として「Ricou-Spalding のエントレインメント係

数」及び「溶融粒子の径」をパラメータとして感度解析を行い，いずれについても，原子

炉圧力の過渡的な変化に対して影響はあるものの，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧

力に対する感度は小さいことを確認した。 

「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加熱」では，高圧溶融物噴出を防止する観点で，原



5-220 

子炉圧力容器破損の時期とあいまって，原子炉圧力容器内 FCI による原子炉圧力変化が影

響すると考えられるが，上記のとおり，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧力に対する

感度は小さく，2.0MPa[gage]を上回ることはない。 

 

5.1.11 原子炉圧力容器外 FCI（溶融炉心細粒化，デブリ粒子熱伝達）［格納容器（炉心

損傷後）］ 

原子炉圧力容器外 FCI における水蒸気爆発に関しては，実機において大規模な水蒸気爆

発に至る可能性は極めて小さく，有効性評価においては，水蒸気爆発挙動及びその後の格

納容器の動的挙動に関する評価は必須ではなく，各事故シーケンスの評価指標に対して影

響するものではない。 

原子炉圧力容器外 FCI における圧力スパイクに関しては，解析モデルでの不確かさが

Ricou-Spalding モデルのエントレインメント係数及び溶融粒子の径に代表され，感度解析

により原子炉圧力容器外 FCI により生じる圧力スパイクへの感度は小さいことを確認して

おり，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価指標への影響は小さい。 

 

5.1.12 格納容器下部床面での溶融炉心の拡がり，溶融炉心と格納容器下部プール水の伝

熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生［格

納容器（炉心損傷後）］ 

MCCI に関する種々の実験から得られた知見等に基づき不確かさの要因の分析を行い，

MCCI 現象への影響の観点で，格納容器破損防止の「溶融炉心・コンクリート相互作用」

の事象をベースに感度解析を行った。その結果，上面熱流束は，床上に堆積した溶融炉心

温度に大きく影響し，コンクリート侵食量に大きく影響する結果となったが，有効性評価

では，主に上面熱流束を保守的に設定していることによって，保守側の結果を与えている

ことが確認された。 

溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解及び非凝縮性ガス発生はコンクリー

ト侵食量に影響のある重要現象として抽出されるが，コンクリート侵食モデルは ACE や

SURC-4 実験解析により妥当性が確認されており，不確かさは限定されているため適用性

を有するものと考えられる。 
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5.2 不確かさの取扱いについて（運転操作の観点） 

有効性評価において，MAAPを適用する事象で仮定する運転操作は， 

① 逃がし安全弁の開弁による原子炉の減圧 

② 低圧代替注水系による原子炉への注水 

③ 格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイ 

④ 格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱 

⑤ 残留熱除去系による格納容器除熱 

⑥ サプレッション・プール水位制限値到達による格納容器スプレイ停止 

⑦ 高圧代替注水系による原子炉への注水 

⑧ 格納容器下部注水系による格納容器下部注水 

⑨ 外部水源からの総注水量制限到達による格納容器スプレイ停止 

である。以下，各運転操作に対する MAAPコードでモデル化されている重要現象の不確か

さの影響を整理する。 

 

5.2.1 逃がし安全弁の開弁による原子炉の減圧 

各事故シーケンスに対して，原子炉を減圧するために，時間・原子炉水位・サプレッシ

ョン・プール水温等のパラメータに応じて逃がし安全弁の手動開弁操作を適宜実施する。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「崩壊熱」「沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流（炉心（熱流動））」「冷

却材放出（臨界流・差圧流）」「炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

被覆管酸化，被覆管変形）」等の不確かさに起因する原子炉水位挙動・サプレッション・

プール水温挙動の違いが挙げられるが，4章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解

析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考

えられる。 

 

5.2.2 低圧代替注水系による原子炉への注水 

各事故シーケンスに対して，炉心を冷却するために，時間・原子炉水位等のパラメータ

に応じて低圧代替注水系による注水を適宜実施する。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「崩壊熱」「沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流（炉心（熱流動））」「冷

却材放出（臨界流・差圧流）」「炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，

被覆管酸化，被覆管変形）」等の不確かさに起因する原子炉水位挙動等の違いが挙げられ

るが，4章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結果から，本運転操作に対し

て，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 
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5.2.3 格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイ 

各事故シーケンスに対して，格納容器雰囲気を冷却するために，格納容器圧力あるいは

格納容器雰囲気温度が設定値に到達した時点で格納容器代替スプレイ系による格納容器ス

プレイを適宜実施する。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「崩壊熱」「冷却材放出（臨界流・差圧流）」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」「炉心

ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，被覆管酸化，被覆管変形）」「リロ

ケーション」等の不確かさに起因する格納容器圧力あるいは格納容器雰囲気温度の設定値

到達時間の違いが挙げられるが，4章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結

果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられ

る。 

 

5.2.4 格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱 

各事故シーケンスに対して，格納容器から除熱するために，格納容器圧力が限界圧力に

達した時点で格納容器圧力逃がし装置によるベントを適宜実施する。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「崩壊熱」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」等の不確かさに起因する格納容器圧力

の設定値到達時間の違いが挙げられるが，4章に示した各重要現象に対する感度解析・実験

解析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと

考えられる。 

 

5.2.5 残留熱除去系による格納容器除熱 

「高圧注水・減圧機能喪失」「崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」シーケ

ンスに対して，時間・原子炉水位等のパラメータに応じて残留熱除去系等による格納容器

除熱を実施する。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「崩壊熱」「沸騰・ボイド率変化，気液分離（炉心水位）・対向流（炉心（熱流動））」「炉

心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変

形）」等の不確かさに起因する原子炉水位挙動の違いが挙げられるが，4章に示した各重要

現象に対する感度解析・実験解析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確

かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

5.2.6 サプレッション・プール水位制限値到達による格納容器スプレイ停止 

各事故シーケンスに対して，サプレッション・プール水位が制限値まで到達した場合に

格納容器スプレイを停止させる。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし
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て，「崩壊熱」「冷却材放出（臨界流・差圧流）」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」「炉心

ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形）」

「リロケーション」等の不確かさに起因するサプレッション・プール水位の設定点到達時

間の違いが挙げられるが，4章に示した各重要現象に対する感度解析・実験解析の結果から，

本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

5.2.7 高圧代替注水系による原子炉への注水 

「高圧・低圧注水機能喪失」「「崩壊熱除去機能喪失」「LOCA時注水機能喪失」に対して，

高圧代替注水系による原子炉への注水を適宜実施する。 

本運転操作は水位・温度・圧力等の物理パラメータを検知して実施するものではないた

め，MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響は

ない。 

 

5.2.8 格納容器下部注水系による格納容器下部注水 

溶融炉心・コンクリート相互作用を緩和するために，溶融炉心の下部プレナムへのリロ

ケーション後，原子炉圧力容器下鏡温度が設定温度に到達した場合に格納容器下部注水系

による格納容器下部注水を実施する。 

MAAP コードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響とし

て，「炉心ヒートアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被

覆管変形）」「リロケーション」「下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達」等の不確かさに起

因する原子炉圧力容器下鏡温度の設定点到達時間の違いが挙げられる。4章に示した各重要

現象に対する感度解析・実験解析の結果から，本運転操作に対して，上記重要現象の不確

かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

5.2.9 外部水源からの総注水量制限到達による格納容器スプレイ停止 

「格納容器過圧・過温破損」では，外部水源からの総注水量制限到達により格納容器ス

プレイを停止させる。格納容器スプレイ停止後には，格納容器圧力が限界圧力に達した時

点で格納容器圧力逃がし装置によるベントを実施する。 

MAAPコードでモデル化されている重要現象の不確かさが本運転操作に与える影響として，

「崩壊熱」「冷却材放出（臨界流・差圧流）」「構造材との熱伝達及び内部熱伝導」「炉心ヒー

トアップ（燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形）」「リ

ロケーション」等の不確かさに起因する外部水源からの注水開始時間・総注水量制限到達時

間の違いが挙げられる。総注水制限到達にかかる時間が早ければ（遅ければ），格納容器スプ

レイの停止が早く（遅く）なると考えられるが，格納容器除熱に寄与する注水量の総量に変

化はなく，長期的な格納容器圧力挙動の観点では影響が小さいと考えられる。したがって，

本運転操作に対して，上記重要現象の不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 



 

 

 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (1/8) 

 

5
-2

2
4

 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉
心 

崩壊熱 炉心モデル（原子炉出力

及び崩壊熱） 

（3.3.2(2)） 

○入力値に含まれる。 ○有効性評価への適用性に問題はなく，重大事故対策

の有効性の判断に影響しない。 

燃料棒内温度変化 炉心モデル（炉心熱水力

モデル）（3.3.2(3)） 

溶融炉心の挙動モデル 

（炉心ヒートアップ）

（3.3.6(1)） 

○TMI 事故解析における炉心ヒートア

ップ時の水素発生，炉心領域での溶融

進展状態について，TMI 事故分析結

果と良く一致することを確認した。 

○炉心ヒートアップ速度（燃料被覆管酸

化が促進される場合）が早まることを

想定し，仮想的な厳しい振り幅ではあ

るが，ジルコニウム-水反応速度の係

数を 2 倍とした感度解析により影響

を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンス

ともに炉心溶融の開始時刻への影

響は小さい。 

・下部プレナムへのリロケーション開始

時刻への影響は小さい。 

○TMI 事故の再現性を確認しており，炉心ヒートアッ

プに係る基本的なモデルについては妥当性があると

判断でき，各事故シーケンスの評価に適用できる。 

○感度解析では炉心溶融の時刻に対する感度は小さ

い。 

○「格納容器過圧・過温」及び「原子炉圧力容器外の

溶融炉心－冷却材相互作用」では，炉心溶融開始か

ら原子炉圧力容器破損までは 3～4時間程度の時間が

かかる事から，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格

納容器下部に十分な注水がなされており，格納容器

雰囲気温度への影響も小さく，評価指標に与える影

響はない。 

○「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加熱」では，原

子炉圧力容器破損時の原子炉圧力は 2.0MPa[gage]

を上回ることはなく，格納容器破損防止対策の成立

性に影響しない。 

○「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，

原子炉圧力容器破損時間への影響が小さく，ペデス

タルへの注水量の影響も小さいため，コンクリート

侵食量への影響は小さいと考えられる。 

燃料棒表面熱伝達 

燃料被覆管変形 

燃料被覆管酸化 



 

 

 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (2/8) 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

沸騰・ボイド率変化 炉心モデル（炉心水位計

算モデル）（3.3.2(4)） 

○炉心損傷防止対策の有効性評価にお

ける TQUX及び中小破断 LOCAシー

ケンスに対して，MAAP コードと

SAFERコードの比較を行い，以下の

傾向を確認した。 

・MAAPコードでは CCFLを取り扱

っていないことに起因して，急速減

圧後の水位上昇及び蒸気流出の継

続による水位低下についてSAFER

コードに比べ緩慢な挙動を示す。 

・水位低下幅はMAAPコードの方が

保守的であり，その後の注水操作に

よる有効燃料棒頂部までの水位回

復時刻は両コードで同等である。 

○原子炉水位に関し，原子炉圧力容器内挙動をより精

緻に評価可能な SAFERコードとの比較において，そ

の挙動の差異は小さく，有効性評価における格納容器

挙動評価への適用性に問題はなく，重大事故等対策の

有効性の判断に影響しない。 

気液分離（炉心水

位）・対向流（炉心（熱

流動）） 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材放出（臨界流・

差圧流） 

原子炉圧力容器モデル

（ 破 断 流 モ デ ル ）

（3.3.3(3)） 

○LOCA破断口からの臨界流・差圧流に

よる流量は保守的なモデルにより計

算される。 

○逃がし安全弁からの流量は，設計値に

基づいて計算される。 

○有効性評価への適用性に問題はなく，重大事故対策

の有効性の判断に影響しない。 

ECCS注水（給水系・

代替注水設備含む） 

安全系モデル（非常用炉

心冷却系）（3.3.5(1)） 

○注入特性は，設計値に基づいて入力値

として与えている。 

○非常用炉心冷却系モデルについて，有効性評価への

適用性に問題はなく，重大事故等対策の有効性の判

断に影響しない。 



 

 

 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (3/8) 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原
子
炉
格
納
容
器 

格納容器各領域間の

流動 

格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）

（3.3.4(2)） 

○HDR 実験解析

により妥当性が

確認されてい

る。 

・実験解析では，

格納容器圧力

及び温度につ

いて，温度成層

化を含めて傾

向は良く再現

できることを

確認した。ま

た，非凝縮性ガ

ス濃度の挙動

について，解析

結果が測定デ

ータと良く一

致することを

確認した。 

○CSTF 実験解析

により妥当性が

確認されてい

る。 

・実験解析では，

格納容器温度

及び非凝縮性

ガス濃度の挙

動について，解

析結果が測定

データと良く

一致すること

を確認した。 

○格納容器の熱水力モデルについて，実機に対する妥

当性が確認されており，有効性評価への適用性に問

題はない。 

[1]  

構造材との熱伝達及

び内部熱伝導 

気液界面の熱伝達  

スプレイ冷却 安全系モデル（格納容器

スプレイ）（3.3.5(2)） 

○スプレイ注入特性は，設計値に基づい

て入力値として与えている。 

○スプレイの水滴温度は短時間で雰囲

気温度と平衡に至ることから伝熱モ

デルの不確かさによる解析結果への

影響はない。 

○有効性評価への適用性に問題はなく，重大事故対策

の有効性の判断に影響しない。 



 

 

 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (4/8) 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

放射線水分解等によ

る水素・酸素発生 

格納容器モデル（水素発

生）（3.3.4(3)） 

○炉心内のジルコニウム－水反応によ

る水素発生量は，TMI 事故解析を通

じて分析結果と良く一致することを

確認した。 

○窒素置換による格納容器雰囲気の不

活性化が行われており，酸素発生は水

の放射線分解に起因する。 

○なお，MAAP コードは水の放射線分

解による水素及び酸素の発生モデル

は備えていない。 

○炉心内の水素発生量は実機に対する妥当性が確認さ

れており，有効性評価への適用性に問題はない。 

○窒素置換により酸素発生は水の放射線分解に起因す

るが，電力共通研究の実験結果[27]に基づいた G値を

用いている。 

○酸素濃度の判断基準として水蒸気濃度を除くドライ

条件において確認することにより保守性を与えてい

る。 

○「水素燃焼」に対する有効性評価では，これらの保

守的な設定により，不確かさが与える影響は小さい。 

格納容器ベント 格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）

（3.3.4(2)） 

○MAAP コードでは格納容器ベントに

関しては「格納容器各領域間の流動」

と同様の計算方法が用いられている。 

○格納容器の熱水力モデルについて，実機に対する妥

当性が確認されており，有効性評価への適用性に問

題はない。 

サプレッション・プー

ル冷却 

安全系モデル（非常用炉

心冷却系）（3.3.5(1)） 

○ポンプ流量及び除熱量は設計値に基

づいて与えている。 

○有効性評価への適用性に問題はなく，重大事故等対

策の有効性の判断に影響しない。 

（
逃
が
し
安
全
弁
含
む
） 

原
子
炉
圧
力
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

リロケーション 溶融炉心の挙動モデル

（リロケーション）

（3.3.6(2)） 

○TMI 事故解析における炉心損傷挙動

について，事故分析結果と良く一致す

ることを確認した。 

○リロケーションが早まることを想定

し，炉心損傷に至る温度を低下させた

感度解析により影響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスの

いずれについても，炉心溶融時刻，原

子炉圧力容器の破損時刻への影響が

小さいことを確認した。 

○炉心損傷挙動について，実機に対する妥当性が確認

されており，有効性評価への適用性に問題はない。 

○感度解析では炉心溶融の時刻に対する感度は小さ

い。 

○「格納容器過圧・過温」及び「原子炉圧力容器外の

溶融炉心－冷却材相互作用」では，炉心溶融開始か

ら原子炉圧力容器破損までは 3～4時間程度の時間が

かかる事から，原子炉圧力容器破損時点で原子炉格

納容器下部に十分な注水がなされており，格納容器

雰囲気温度への影響も小さく，評価指標に与える影

響はない。 

○「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加熱」では，原

子炉圧力容器破損時の原子炉圧力は 2.0MPa[gage]



 

 

 

表 5-1 重要現象の不確かさの有効性評価解析への影響の整理 (5/8) 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

構造材との熱伝達 を上回ることはなく，格納容器破損防止対策の有効

性に与える影響はない。 

○「溶融炉心・コンクリート相互作用」については，

原子炉圧力容器破損時間への影響が小さく，原子炉

圧力容器破損時点で格納容器下部区画に十分な注水

がなされており，コンクリート侵食量への影響は小

さいと考えられる。 

 

原子炉圧力容器内

FCI(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル

（下部プレナムでの溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(3)） 

○原子炉圧力容器内 FCI に影響する項

目として溶融ジェット径，細粒化モデ

ルにおけるエントレインメント係数，

デブリ粒子径をパラメータとして感

度解析を行い，いずれのパラメータに

ついても原子炉圧力容器破損時点で

の原子炉圧力に対する感度は小さい

ことを確認した。 

○「高圧溶融物・格納容器雰囲気直接加熱」では，高

温溶融物噴出を防止する観点で，原子炉圧力容器破

損の時期とあいまって，原子炉圧力容器内 FCI によ

る原子炉圧力変化が影響すると考えられるが，感度

解析の結果，原子炉圧力容器破損時点での原子炉圧

力に対する感度は小さく，2.0MPa[gage]を上回るこ

とが無く，重大事故等対策の有効性の判断に影響し

ない。 

原子炉圧力容器内

FCI(デブリ粒子熱伝

達) 

下部プレナムでの溶

融炉心の熱伝達 

溶融炉心挙動モデル（下

部プレナムでの溶融炉

心挙動）（3.3.6(3)） 

○TMI 事故解析における下部プレナム

の温度挙動について，TMI 事故分析

結果と一致することを確認した。 

○下部プレナム内の溶融炉心と上面水

プールとの間の限界熱流束，下部プレ

ナムギャップ除熱量に係る係数に対

する感度解析を行い，原子炉圧力容器

破損時期等の事象進展に対する感度

は小さいことを確認した。 

○下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達に関する基本的

なモデルについて，実機に対する妥当性が確認され

ており，有効性評価への適用性に問題はない。 

○感度解析では，原子炉圧力容器破損時期等の事象進

展への影響は小さく，各事故シーケンスの評価指標

への影響は小さい。 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原子炉圧力容器破損 溶融炉心挙動モデル（原

子炉圧力容器破損モデ

ル）（3.3.6(4)） 

○原子炉圧力容器破損に影響するパラ

メータとして，制御棒駆動機構ハウジ

ング溶接部の破損判定に用いる最大

ひずみ（しきい値）に対する感度解析

を行い，原子炉圧力容器破損が約 13

分早まることを確認した。 

○「格納容器過圧・過温破損」，「高圧溶融物／格納容

器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外の溶融炉心

－冷却材相互作用」及び「水素燃焼」の有効性評価

で対象としている TQUVシーケンスの原子炉圧力容

器破損モデルに関する感度解析により，原子炉圧力

容器破損時刻に大きな感度はなく，各事故シーケン

スの評価指標への影響は小さい。 

○「格納容器過圧・過温破損」及び「溶融炉心・コン

クリート相互作用」の有効性評価で対象としている

大破断 LOCA シーケンスにおいても，下部プレナム

に溶融炉心が落下してから，原子炉圧力容器破損に

至るまでの挙動は同様であり，影響は同程度である

と考えられる。 

原子炉圧力容器内 FP

挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル（3.3.7） 

○PHEBUS-FP 実験解析により，FP放

出の開始時間を良く再現できている

ものの，FP 放出が顕著になる実験開

始後約 11,000 秒以降は，燃料棒被覆

管温度を高めに評価することにより，

急激の FP放出を示す結果となった。

ただし，この原因は実験の小規模な炉

心体系の模擬によるものであり，実機

の大規模な体系においてこの種の不

確かさは小さくなると考えられる。 

○FP 放出の開始時間に関する基本的なモデルについ

ては実験体系により妥当性が確認されている。燃料

破損後の FP 放出挙動に関しては小規模体系の模擬

性が原因と推測され，実機規模の体系においては妥

当性を有すると判断でき，各事故シーケンスへの評

価に適用できる。 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原
子
炉
格
納
容
器
（
炉
心
損
傷
後
） 

原子炉圧力容器外

FCI(溶融炉心細粒化) 

溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(6)） 

○原子炉容器外 FCI 現象に関する項目

として細粒化モデルにおけるエント

レインメント係数，冷却水とデブリ粒

子の伝熱について，格納容器破損防止

の「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用」をベースする感度解析

を行い，原子炉圧力容器外 FCI によ

って生じる圧力スパイクへの感度が

小さいことを確認した。 

○原子炉圧力容器外 FCI における水蒸気爆発に関して

は，実機において大規模な水蒸気爆発に至る可能性

は極めて小さく，有効性評価においては，水蒸気爆

発挙動及びその後の格納容器の動的挙動に関する評

価は必須では無く，各事故シーケンスの評価指標に

対して影響するものではない。 

○感度解析の結果，原子炉圧力容器外 FCI によって生

じる圧力スパイクへの感度が小さいことから，「原子

炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価

指標への影響は小さい。 

原子炉圧力容器外

FCI(デブリ粒子熱伝

達) 

格納容器下部床面で

の溶融炉心の拡がり 

溶融炉心の挙動モデル

（格納容器下部での溶

融 炉 心 の 挙 動 ）

（3.3.6(6)） 

○MAAP コードでは実機の知見に基づ

き，落下した溶融炉心は床上全体に均

一に拡がると仮定し，それを入力で与

えている。 

○実機の知見に基づく値を与えていることから，有効

性評価への適用性に問題はない。 

溶融炉心と格納容器

下部プール水の伝熱 

○MCCI現象への影響の観点で，格納容

器破損防止の「溶融炉心・コンクリー

ト相互作用」の事象をベースに感度解

析を行った。評価の結果，上面熱流束

は，床上に堆積した溶融炉心温度に大

きく影響し，コンクリート侵食量に大

きく影響する結果となったが，有効性

評価では，主に上面熱流束を保守的に

設定していることによって，保守側の

結果を与えていることが確認された。 

○感度解析の結果，有効性評価における MCCI により

生じるコンクリート侵食量は保守側の結果を与えて

おり，「溶融炉心・コンクリート相互作用」の評価指

標への影響は小さい。 
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分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

溶融炉心とコンクリ

ートの伝熱 

○ACE及び SURC-4実験解析より，炉

心デブリ堆積状態が既知である場合

の炉心デブリとコンクリートの伝熱

及びそれに伴うコンクリート侵食挙

動について妥当に評価できることを

確認した。 

○溶融炉心とコンクリートの伝熱，コンクリート分解

及び非凝縮性ガス発生に関する基本的なモデルにつ

いて妥当性が確認されており，有効性評価への適用

性に問題はない。 
コンクリート分解及

び非凝縮性ガス発生 

原子炉格納容器内 FP

挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル（3.3.7） 

○ABCOVE 実験解析により，格納容器

内のエアロゾル沈着挙動を適正に評

価できることを確認した。 

○格納容器内エアロゾル沈着挙動に関する基本的なモ

デルについて妥当性が確認されており，有効性評価

への適用性に問題はない。 
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MAAP と NUREG-1465 のソースタームについて 

 

 

1. まえがき 

MAAP では，炉心溶融に伴う燃料からの核分裂生成物(FP)の放出及び FP の状態変

化・輸送モデル等がモデル化されており，炉心溶融時の格納容器内への FP の放出及び

格納容器内の FP の移行挙動を事象進展に応じて評価することができる。 

一方で，炉心溶融を考慮した場合の格納容器内への FP の放出及び FP の状態変化・

輸送モデルとしては，米国NRCで整備されたNUREG-1465[A-1]のソースタームがあり，

海外での規制等に活用されている。 

本参考資料は，MAAP のソースタームと NUREG-1465 のソースタームの比較検討を

行うことで，MAAP による格納容器内ソースターム評価の特徴について考察したもので

ある。 

 

 

2. NUREG-1465 の代替ソースターム 

NUREG-1465 では，格納容器への放出過程を以下の 4 つのフェーズ毎に分けて評価

している。これらの放出フェーズには継続時間が設定され，各放出フェーズにおける放

出率は一定としている。 

 

ギャップ放出（被覆管破損から 0.5 時間） 

燃料被覆管の破損が生じ，燃料ペレットと燃料被覆管との間のギャップに存在す

る FP が放出される。 

 

早期原子炉圧力容器内放出（炉心損傷から 1.5 時間） 

炉心損傷開始から，溶融炉心が原子炉圧力容器底部へ落下して原子炉圧力容器底

部が破損するまでの期間に燃料から FP が放出される。 

 

原子炉圧力容器外放出（原子炉圧力容器破損から 3.0 時間） 

原子炉圧力容器底部の破損後，格納容器下部区画に落下した溶融炉心がコンクリ

ートと反応し，FP が放出される。この放出は溶融炉心が十分冷却されたときに終

了する。 

 

後期原子炉圧力容器内放出（原子炉圧力容器破損から 10 時間） 

早期原子炉圧力容器内放出期間に原子炉圧力容器内に沈着していた揮発性核種

参考 1 
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（ハロゲン，アルカリ金属，テルルグループ）が再蒸発し，格納容器へ放出され

る。 

 

FP 組成については，物理・化学的挙動の類似性や放射線学的影響の重要度等に基づ

き，各核種の放射能量を求める用途に用いることから，以下の 8 つの元素ごとのグルー

プに分類している。一方，MAAP では化学的形態を考慮して，FP を 12 のグループに分

類し，炉心からの放出速度と原子炉圧力容器内及び格納容器内での移行挙動を評価して

いる。NUREG-1465 における FP グループの分類は，WASH-1400[A-2]における FP グル

ープ分けを元に，その後の検討を反映したものであり，MAAP における分類と直接的な

関連はない。しかしながら，以下の図に示すように，MAAP で分類されている放射性物

質のうち，放出に寄与するものは NUREG-1465 のソースタームにおいても網羅されて

おり，格納容器内ソースタームの評価を行うにあたって，取り扱われている核種は同等

となっている。 

 

 

［FP の核種グループ］ 

(NUREG-1465) (MAAP) 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 核種 

1 希ガス/Xe, Kr 

2 ハロゲン/I, Br 

3 アルカリ金属/Cs, Rb 

4 テルルグループ/ 
Te, Sb, Se 

5 ﾊﾞﾘｳﾑ・ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ/ 
Ba, Sr 

6 貴金属/ 
Ru, Rh, Pd, Mo, Tc, Co 

7 ランタノイド/ 
La, Zr, Nd, Eu, Nb, Pm, 

Pr, Sm, Y, Cm, Am 

8 セリウムグループ/ 

Ce, Pu, Np 

  

  

 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 核種 

1 希ガス 

2 CsI 

3 TeO2 

4 SrO 

5 MoO2 

6 CsOH 

7 BaO 

8 La2O3 

9 CeO2 

10 Sb 

11 Te2 

12 UO2 

 

 

NUREG-1465 の FP の放出割合については，上述の FP 核種グループ毎に平均的な

放出割合を「代替ソースターム」としてまとめている。代替ソースタームでは，炉型（BWR

プラントと PWR プラント）毎のソースタームが設定されているが，これは，BWR と

PWR では炉心出力密度や Zr 酸化量の違いにより，FP 放出量や放出タイミングに相違
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が生じると評価されたためである。 

なお，ソースタームの放出割合は，保守的に設定された損傷燃料からの初期 FP 放出

（ギャップ放出）を除き，原子炉圧力容器が低圧で破損する事故について，保守的ある

いは限界的な値というより，代表的または典型的な値を示しており，全てのシビアアク

シデントの事故シーケンスを包絡しているわけではなく，ある単一の事故シーケンスを

表しているものでもない。NUREG-1465 で提案された BWR プラントに対する代替ソー

スタームを以下に示す。 

 

［代替ソースターム（BWR プラント）］ 

（初期炉内インベントリに対する割合）  

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 名称 
ギャップ 

放出 

早期原子炉圧

力容器内放出 

原子炉圧力容

器内放出 

後期原子炉圧

力容器内放出 

1 希ガス 0.05 0.95 0 0 

2 ハロゲン 0.05 0.25 0.30 0.01 

3 アルカリ金属 0.05 0.20 0.35 0.01 

4 Te グループ 0 0.05 0.35 0.005 

5 Ba, Sr 0 0.02 0.1 0 

6 貴金属 0 0.0025 0.0025 0 

7 ランタノイド 0 0.0005 0.005 0 

8 Ce グループ 0 0.0002 0.005 0 

 

 

3. MAAP と NUREG-1465 のソースタームの比較 

参考文献[A-3]において，米国 Peach Bottom プラント(Mark-I 型格納容器/BWR-4)を対

象に，下記に示した 3 つの事故シーケンスに対して，MAAP によるシビアアクシデント

解析結果から得られた格納容器内ソースタームと NUREG-1465 で示されている BWR

プラントの格納容器内のソースタームが比較されており，以下に概要を示す。 

 

［事故シーケンス］ 

・ TB1 シーケンス（全交流電源喪失）＋10 時間でバッテリー枯渇 

・ TC2 シーケンス（ATWS）＋圧力容器減圧なし 

・ S2E1 シーケンス（2 インチ破断） 

 

図 1 に，NUREG-1465，MAAP 及び従来の立地評価における仮想事故相当について，

原子炉圧力容器破損後 1 時間時点における格納容器内ソースターム放出割合の比較を示

す。希ガスについては，すべてのシーケンスにおいてほぼ全量を放出しきっており，
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NUREG-1465 及び仮想事故相当と同程度の放出割合となっている。高揮発性の核種で

あるよう素については，TB1 シーケンスを除いて NUREG-1465 及び仮想事故相当と同

程度の放出割合となっており，Cs，Te 共に同様の傾向を示している。TB1 シーケンス

において放出割合が少なくなっている理由としては，原子炉圧力容器の破損時刻が他の

事象に比べて遅く，原子炉圧力容器内への FP 沈着量が多くなっているためと考えられ

る。また，低揮発性の核種である Sr については，NUREG-1465 に比べて MAAP の方

が 1 桁程度少ない結果となっているものの，核種毎の全体的な放出割合は同様の傾向を

示している。 

図 2 に，NUREG-1465，MAAP 及び従来の立地評価における仮想事故相当について，

事故収束後における格納容器内ソースターム放出割合の比較を示す。図 1 に示した原子

炉圧力容器破損後 1 時間の時点において，格納容器側へ FP をほぼ放出しきっており，

原子炉圧力容器破損後 1 時間時点の放出割合と同様となっている。なお，仮想事故では，

瞬時放出の扱いとなっており，放出割合の時間変化は考慮されていない。 

 

 

 

図 1 格納容器ソースターム比較（圧力容器破損後 1 時間）[A-3] 
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図 2 格納容器ソースターム比較（事故収束後）[A-3] 

 

 

4. まとめ 

MAAP のソースタームと NUREG-1465 のソースタームの比較検討を行った。

NUREG-1465 では，物理・化学的挙動の類似性等から 8 つの核種グループに分類され

ているのに対し，MAAP では炉心からの放出速度の相違に基づき 12 グループに分類さ

れているが，両者の比較から，放出に寄与するものは網羅されており，格納容器ソース

タームの評価あたって，取り扱われている核種は同等であることを確認した。また，

NUREG-1465 における格納容器内ソースタームと MAAP における解析結果の比較を行

い，MAAP における格納容器内ソースタームは，シーケンスによって違いがあるものの，

NUREG-1465 のソースタームとほぼ同等であることを確認した。 
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入力項目リスト (1/3) 

分  類 入力項目 

定格出力運転条件

パラメータ及び幾

何形状データ 

炉心熱出力 

炉心流量 

原子炉圧力 

原子炉冷却材温度 

原子炉水位 

 給水流量（初期）、エンタルピ 

 原子炉冷却材容積 炉心 

  シュラウドヘッド 

  スタンドパイプ及び気水分離器 

  上部ヘッド 

  上部ダウンカマ 

  下部ダウンカマ 

  下部ヘッド 

  再循環ループ 

 流路形状データ（流

路断面積、流路長さ、

流路高さ） 

下部ヘッド下端から炉心支持板まで 

 炉心支持板から上部格子板まで 

 上部格子板からシュラウドヘッド上端まで 

 
 シュラウドヘッド上端から気水分離器上端

まで 

  下部ダウンカマ 

  上部ダウンカマ 

  上部ヘッド 

  原子炉圧力容器内径 

  シュラウド内径 

  原子炉圧力容器本体肉厚 

 

熱構造材データ（材 

質、体積、表面積） 

・原子炉圧力容器内 

シュラウド、シュラウドヘッド、シュラウ

ドサポート、上部格子板、気水分離器、ス

タンドパイプ、蒸気乾燥器、上部ヘッド、

ダウンカマ、制御棒案内管及びハウジング、

下部ヘッド、再循環ループ 
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入力項目リスト (2/3) 

分  類 入力項目 

炉心データ 炉心流路面積 炉心流路面積 

 
 

バイパス流路面積 

 炉心崩壊熱 

燃料データ 燃料集合体数 

 集合体あたりの燃料棒数 

 燃料棒配列 

 燃料棒有効長 

 燃料被覆管外径 

 燃料被覆管肉厚 

 ペレット直径 

 ペレット―被覆管ギャップ条件（ガス圧力、ガス組成、熱伝達係数） 

 スペーサ位置 

 チャンネルボックス（質量、厚さ） 

再循環ポンプ関連

データ 

コーストダウン特性 

再循環ポンプ定格流量 

 ジェットポンプ台数 

原子炉格納容器関

連データ 

区画データ 自由体積 

 底部高さ 

  区画高さ 

  初期圧力 

  初期温度 

  初期湿度 

 区画間データ 底部高さ 

  流路幅 

  流路高さ 

  流路長さ 

  流路面積 

 
ヒートシンク（伝熱

面、表面積、厚さ、

材質の物性及び初期

温度） 

格納容器各区画壁面（側壁、床、天井等） 

 格納容器内構造物 
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入力項目リスト (3/3) 

分  類 入力項目 

デブリ挙動関連 デブリ初期条件（燃料、構造材、FPの材質別質量） 

 原子炉圧力容器破損判定条件 

 FCI現象におけるデブリジェットの落下条件 

 FCI現象における細粒化条件 

 FCI現象における細粒化デブリと水の伝熱条件 

 

MCCI現象におけるデブリのキャビティ床面での拡がり条件 

MCCI現象におけるデブリと水の伝熱条件 

MCCI現象におけるデブリとコンクリートの伝熱条件 

MCCI現象におけるコンクリートの組成 

原子炉保護設備 原子炉スクラム（設定点、応答遅れ） 

事象収束に重要な

機器・操作関連 

ECCS作動設定点 

ECCS注入ポンプ（注入開始（起動遅れ時間）、台数、容量、停止条

件） 

崩壊熱除去系（台数、容量） 

 格納容器スプレイポンプ（操作タイミング、台数、容量） 

 逃がし安全弁（開操作開始条件（原子炉圧力）、個数、容量） 

 代替注水系（注入開始（起動遅れ時間）、台数、容量、停止条件） 

 格納容器ベント(操作タイミング、面積) 

 復水貯蔵タンク（保有水量、温度） 

事故条件 配管破断条件（位置、面積） 
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別添 1 新知見への対応について 

 

1. はじめに 

 MAAPコードは，福島第一原子力発電所 1～3号機の事故進展解析に適用されている[1]。

これらの解析では，システムの応答や外部注水流量等の不確かさの大きな境界条件について

は，当時の記録に基づいた分析や一部推定を行った上で設定されており，解析結果と実測デ

ータとの比較が行われている。この比較結果から，相違点があるプラント挙動や物理現象に

ついては検討課題として抽出し，個別に評価・検討が行われている。 

 以下では，この検討を通じて得られた課題や知見のうち，MAAPコードで対象とする現象

評価に関連する内容と有効性評価への影響について検討する。また，MAAPコードの改良は

米国 EPRIを中心とした MAAP User ’s Groupのもとで継続的に進められており，改良の動

向と有効性評価への影響について検討する。 

 

2. 福島第一原子力発電所事故における未確認・未解明事項と有効性評価への影響 

 2.1 未確認・未解明事項について 

 福島第一原子力発電所事故における未確認・未解明事項[2]のうち，重大事故時有効性評

価に対して影響し得る項目を抽出し，MAAPコードによる有効性評価で留意すべき事項を

以下の 4項目に大別した。 

 

(1)原子炉圧力容器からの気相漏えいの発生について 

 原子炉圧力容器の水位が低下し炉心が露出すると，過熱した炉心から発生する高温ガ

スや過熱蒸気により，圧力容器バウンダリが通常よりも高い温度となる。1号機のMAAP 

解析においては，この炉内温度の上昇によって炉内核計装のドライチューブや主蒸気管

フランジ等の原子炉圧力容器上部からドライウェル（D/W） への気相漏えいが発生し

たと仮定している。この現象によって，原子炉圧力容器破損タイミングや格納容器圧力・

温度の上昇などの事象進展に影響を及ぼす可能性がある。 

 

(2)溶融炉心の下部プレナム落下挙動 

 1 号機の MAAP 解析において，原子炉圧力は 3 月 11日 22時頃に急峻なピークを示

している。MAAPコードでは，溶融した炉心が，炉心支持板位置に到達し，下部のクラ

ストが溶融した場合に，下部プレナムに落下を開始するというモデルを採用しているこ

とに起因すると考えられる。一方，複雑な下部構造を持つ BWRでは，燃料支持金具の

冷却水の通過口から溶融した炉心が降下し，下部プレナムに流れ落ちることや，溶融プ

ールが炉心の径方向に拡大し，外周部のバイパス領域へ流出後，さらにシュラウドと接

触・破損させることによってダウンカマへ流出等，流出経路には様々な形態が考えられ

る。溶融炉心の下部プレナムへの落下挙動は，それ以降の原子炉圧力容器破損などの事
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故進展に影響を与える可能性がある。 

 

(3)圧力抑制プールの温度成層化について 

3号機では，RCICによる注水期間において，原子炉格納容器圧力の MAAP解析結果

と実測値に差があり，圧力抑制プールにおいて温度成層化が起きた可能性が指摘されて

いる[3]。MAAPコードによる有効性評価では，圧力抑制プールのプール水を単一ノード

で模擬し，プール水温は均一に上昇する仮定としているのに対し，温度成層化を考慮し

た場合，格納容器の圧力及び温度上昇が早くなる可能性がある。 

 

(4)原子炉格納容器の気相漏えいについて 

1号機及び 2号機の MAAP解析では，格納容器圧力等の実測値を再現するために格納

容器の気相部からの漏えいを仮定しているものの，計測されたパラメータや観測事実か

らは，漏えい箇所やその規模については直接的な推定が得られていない。一つの要因と

して格納容器内部で生じた局所的な過温状態による損傷が挙げられている。一方，

MAAPコードによる有効性評価では，格納容器内を代表的な区画にノード分割し，ノー

ド内温度は均一と仮定し，温度分布を評価することはできない。 

 

2.2 有効性評価に対する影響について 

 2.1で挙げられた留意すべき事項に対して，有効性評価に対する影響について以下に考

察する。これらの考察より，有効性評価で対象とする事象進展に対しては，MAAPコード

による解析への影響は小さく適用性に問題はないと判断される。 

 

(1)原子炉圧力容器からの気相漏えいの発生について 

 炉心損傷に伴って発生する高温ガスにより，原子炉圧力容器からの漏えいが生じた場

合，原子炉圧力の減圧を促進する。しかしながら，有効性評価において，大破断 LOCA

を起因事象とするシーケンスについては，起因事象発生の時点で大規模な一次冷却材圧

力バウンダリの喪失を仮定していることから，これらの事象による格納容器内事故進展

への影響はない。別図 1-2.2-1及び別図 1-2.2-2に，炉心損傷に伴う計装用案内管破損を

模擬した場合の原子炉圧力及び格納容器温度の比較を示す。これらの図から明らかなよ

うに，事象進展への影響は小さい。 

 また，過渡事象（TQUV）起因のシーケンスでは，原子炉圧力容器からの気相漏えい

は，原子炉減圧挙動と水位低下挙動に影響する。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止に係る評価においては，高温ガス発

生による気相部漏えいが生ずる場合には，原子炉の減圧が促進されるため，高圧溶融物

放出／格納容器雰囲気直接加熱の回避に対して有効に寄与する。さらに，原子炉圧力容

器破損前に運転員による減圧操作が必須となるが，破損までには十分な時間余裕があり，
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気相漏えいを想定しても破損時間への影響は小さい。別図 1-2.2-3に，炉心損傷に伴う

計装用案内管破損を模擬した場合の原子炉圧力の比較を示す。計装用案内管温度が融点

に到達した時点で損傷するとした本感度解析では，その損傷は原子炉減圧後に発生して

おり，減圧操作への影響はない。 

溶融炉心と冷却材の相互作用並びに溶融炉心とコンクリートの相互作用においては，

原子炉減圧後の現象を評価するため，原子炉圧力容器破損前のペデスタル注水操作完了

が必須となる。しかしながら，上述のように十分な時間余裕があり，かつ，評価におい

ては，原子炉水位が有効燃料棒底部まで低下する以前に減圧操作を実施しており，炉心

損傷初期の段階であることから，原子炉圧力容器の気相漏えいを仮定しても破損時間に

対する影響は小さく，運転操作に対する影響はない。 

 

(2)溶融炉心の下部プレナム落下挙動 

 有効性評価のうち，「格納容器過圧・過温破損」の評価において，原子炉圧力容器が破

損しないシーケンスを想定するシナリオでは，溶融炉心の下部プレナム落下前に冷却さ

れる状態を対象としているため，本現象の影響はない。 

 下部プレナムへの溶融炉心落下が発生するシーケンスについては，本文「3.3.6 溶融

炉心の挙動モデル」で述べたように，MAAPコードでは，溶融炉心の下部プレナムへの

落下は，溶融炉心が炉心支持板に達し，炉心支持板上方のクラストが溶融した場合に開

始され，落下する溶融炉心の量は，仮想的なデブリジェット径（開口部の面積）等によ

り計算されている。一方，燃料支持金具等の炉心下部構造物を介した溶融炉心の移行は，

別図 1-2.2-4に示す経路が想定され，溶融炉心が下部プレナムへ移行する場合，これら

の構造物との熱的な相互作用によって，その経路で一部が固化し，落下流量が低減され

るなどの影響が想定される。従って，これらを考慮していない現行評価は，原子炉圧力

容器下部ヘッドへの熱負荷を計算する上で，保守的な扱いと言える。 

 また，同じく「3.3.6 溶融炉心の挙動モデル」で述べたように，MAAPコードでは，

溶融炉心の径方向のリロケーションは下部ノードが閉塞した以降に発生し，溶融領域は

炉心シュラウドまで到達しない想定としている。溶融炉心が炉心シュラウドと接触した

場合，シュラウドを溶融貫通する可能性はあるものの，その径方向への進展は下部ノー

ドの閉塞挙動等に依存した極めて不確かさの大きな現象と考えられる。さらに，溶融炉

心がシュラウドを溶融貫通した場合の下部プレナムへの移行は，ジェットポンプ等の貫

通後に発生するが，ジェットポンプ内部に冷却材が存在している場合には，溶融炉心が

一時的に冷却されるなどの効果も期待される。このようなことから，炉心下部構造物を

介した移行に比べて，主要なリロケーション経路となり得るとは考えにくく，有効性評

価への影響は小さいと考えられる。 
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(3)圧力抑制プールの温度成層化について（別添１（補足）参照） 

原子炉隔離時冷却系の運転方法として，3号機と同様にテストラインを使用し注水流

量を制御するような運転方法とした場合，圧力抑制プールの温度成層化による原子炉格

納容器の圧力上昇が生じる可能性がある。しかしながら、原子炉隔離時冷却系が間欠運

転（L-2と L-8の自動制御）の場合，原子炉隔離時冷却系が停止している間に原子炉圧

力が上昇し，逃がし安全弁が動作することにより温度成層化の発生の可能性は小さくな

る。また，原子炉隔離時冷却系の注水流量調整のみによる制御とした場合においても，

消費される駆動蒸気量の減少により逃がし安全弁の動作回数が増え、温度成層化の発生

可能性は小さくなる可能性がある。 

一方，代替低圧注水系を用いた原子炉注水時において成層化の発生可能性はあるもの

の，原子炉格納容器圧力に対する影響は小さいものと考えられる。 

 

(4)原子炉格納容器の気相漏えいについて 

 福島第一原子力発電所事故においては，原子炉格納容器内で局所的な過温状態となっ

て，気相部に漏えいが生じた可能性が指摘されている。重大事故時の原子炉格納容器内

温度分布は，損傷炉心及び核分裂生成物の分布やその冷却状態，また，格納容器への注

水等によるガス攪拌に資する駆動力の有無にも依存するものの，MAAPの評価体系で格

納容器内の温度分布を精度よく評価することは困難である。 

 一方，福島第一原子力発電所事故で推定されている局所的な過温状態の発生を回避す

るため，重大事故等対策として，原子炉及び格納容器への代替注水等を整備し，その有

効性を確認することが有効性評価の目的となっている。すなわち，これらの対策によっ

て，原子炉圧力容器内損傷炉心の非冷却状態長期化を防止でき，また，格納容器への注

水によって，雰囲気を十分攪拌させて高温気体の局所的な滞留を防止できるため，局所

的な過温は回避可能と考えられる。 

 このような観点から，本文「3.3.4 格納容器モデル」の図 3.3-6に例示した原子炉格

納容器のノード分割方法は，格納容器の過圧・過温に対する有効性評価に適用可能であ

る。 
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別図 1-2.2-1 大破断 LOCA時注水機能喪失（原子炉圧力容器破損） 

における原子炉圧力変化の比較 

 

 

別図 1-2.2-2 大破断 LOCA時注水機能喪失（原子炉圧力容器破損） 

における格納容器温度変化の比較 
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別図 1-2.2-3 高圧注水・低圧注水機能喪失における原子炉圧力変化の比較 

 

 

別図 1-2.2-4 炉心下部構造物を介した溶融炉心の移行経路[4] 
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3. MAAPコード改良の動向について 

 3.1 MAAPコードの改良[5] 

 MAAPコード最新バージョンで追加された物理現象モデル[5]のうち，有効性評価に関連

すると考えられる主要なモデルについて，推定される影響を整理する。 

 

(1)炉心モデル 

MAAPコード最新バージョンでは，制御材である B4Cの酸化モデルで追加されている。

B4C酸化については，QUENCH実験において，B4C酸化による H2発生量全体に寄与す

る割合は QUENCH-07で 2.4%，QUENCH-09で 2.2%と小さいことが確認されている。

すなわち，炉心損傷進展に伴う不確かさに比べればその影響は小さく，有効性評価への影

響は小さいと考えられる。 

 

(2)一次系モデル 

(a)主蒸気管ノードの追加 

MAAPコード最新バージョンでは，主蒸気管ノードが一次系ノードに追加され，高温

ガスによるクリープ損傷がモデル化されている。本現象は，炉心損傷後に原子炉圧力容

器内が長時間高温・高圧状態に維持される場合に生じうるが，有効性評価では，運転員

操作による炉心損傷の初期段階での原子炉減圧を想定しているため，主蒸気管のクリー

プ損傷が発生する可能性は小さいと考えられる。 

また，仮にクリープ損傷が生じた場合にも，2.2における原子炉圧力容器からの気相

漏えいと同様に事象進展への影響は小さいと推定される。 

(b)計装管損傷モデルの追加 

MAAPコード最新バージョンでは，炉内核計装等の計装管の損傷がモデル化されてお

り，損傷した計装管への溶融炉心の侵入と固化挙動が評価可能となっている。計装管損

傷の影響は，2.1及び 2.2で述べたように原子炉圧力容器からの気相漏えいとして現れ

るが，上述のように有効性評価で対象とする事故シーケンスへの影響は小さいと考えら

れる。 

 

(3)下部プレナム内デブリモデル 

 MAAPコード最新バージョンでは，OECD/NEA国際プロジェクト RASPLAV[6]及び

MASCA[7]計画の知見を反映し，下部プレナム内で重金属層（金属ウラン）が酸化物層（二

酸化ウラン，酸化ジルコニウム）の下方に成層化するモデルが追加されている。しかしな

がら，本現象は，原子炉圧力容器を外部から冠水させて溶融炉心を下部プレナム内に長期

間保持する対策をとる際に重要となるものであり，有効性評価では下部プレナム内に溶融

炉心を保持して事故終息させるシーケンスを対象としていないため，影響はない。 

 



 

5-別 1-8 

(4)格納容器モデル 

(a)圧力抑制プールの多ノード化 

 MAAPコード最新バージョンでは，圧力抑制プールの多ノードモデルが追加されてお

り，逃がし安全弁排気管からの入熱等による温度分布を評価することが可能となってい

る。これにより，圧力抑制プール水の温度成層化の模擬が可能である。 

 本モデルについては，2.2で述べたように，圧力抑制プールの温度成層化は，逃がし

安全弁の動作状況に依存するものの，原子炉格納容器圧力に対する影響は小さいと考え

られる。 

(b)溶融炉心とコンクリート相互作用モデルの改良 

 MAAPコード最新バージョンでは，OECD/NEA国際プロジェクト MCCI計画[8][9][10]

の知見を反映して，溶融炉心の上部クラストに形成された亀裂への水浸入による冷却効

果，コンクリート分解気体がクラスト開口部を通過する際に気体に随伴されて溶融物が

噴出することによって形成される粒子状デブリの堆積とその冷却効果並びに連続層の減

少，溶融炉心のコンクリート含有に伴う上面水プールへのドライアウト熱流束低下等が

モデル化されており，MCCI試験結果との比較による妥当性確認が行われている[11]。こ

れらの物理現象モデルの根拠となった試験では，溶融物落下後にドライ条件である程度

コンクリート侵食が進んだ後に上部から注水（Top Flooding）する条件で行われており，

有効性評価で対象としている，溶融炉心が水中へ落下し，粒子化した後，床面に粒子状

ベッドとして堆積する場合の伝熱挙動とは異なるため，このモデル改良が，有効性評価

にそのまま適用されるわけではない。しかしながら，溶融炉心の挙動に係る知見の拡充

については継続的に進め，有効性評価に影響するような新たな知見が出た場合には適宜

評価に反映するように努めることが重要と考える。 

 

 3.2 福島第一原子力発電所事故を踏まえた MAAPコードの改良 

 福島第一原子力発電所の事故進展解明や燃料デブリ位置推定・炉内状況把握を目的とし

た MAAPコード高度化が推進されている[4]。主要な項目としては，下記のとおり，溶融炉

心の挙動に重点を置いたものとなっている。 

・下部プレナムへの溶融炉心リロケーション経路の追加 

・下部プレナム内構造物と溶融炉心との相互作用 

・格納容器内デブリ拡がりモデルの追加 

  

(1)下部プレナムへの溶融炉心リロケーション経路の追加 

 BWRの炉心下部構造を模擬した溶融炉心の下部プレナムへの落下経路が追加された。

2.1及び 2.2にて示したように，本モデルによって，下部プレナムへの落下流量が低減さ

れるため，下部ヘッドへの熱負荷も軽減され，原子炉圧力容器破損時間も遅延されると推
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定される。従って，有効性評価に適用している現行 MAAPは保守的な扱いとしていると

考えられる。 

 

(2)下部プレナム内構造物と溶融炉心との相互作用 

 BWR下部プレナムは制御棒（CR）案内管・制御棒駆動機構（CRD）ハウジング等の構

造物を有している。有効性評価に適用している現行 MAAPでは，これらを 1個のヒート

シンクとしてモデル化しているが，径方向に複数のグループに分類して，下部プレナム内

溶融炉心との接触面積の相違を考慮し，CR案内管・CRDハウジング内冷却水保有量とそ

れらの溶融をグループごとに評価するモデルが追加された。これによって，炉心部から下

部プレナムへの溶融炉心の落下が段階的に発生する。すなわち，(1)と同様に，下部プレナ

ムへの落下流量が低減されるため，下部ヘッドへの熱負荷も軽減され，原子炉圧力容器破

損時間も遅延されると推定される。 

 

(3)格納容器内デブリ拡がりモデルの追加 

有効性評価に適用している現行 MAAPでは，原子炉圧力容器破損後に格納容器床に落

下する溶融炉心は，ユーザーが指定する床面積まで直ちに拡がるモデルとなっている。こ

の拡がり挙動を現実的に評価することを目的として，拡がり速度を指定可能とするデブリ

拡がりモデルが追加されている。本モデルは，原子炉圧力容器から段階的に溶融炉心が落

下する場合に拡がりが制限される可能性があるが，BWRで支配的な CRDハウジング逸出

による破損モードの場合，瞬時に大量の溶融物が落下するため，拡がり挙動の影響は小さ

いと考えられる。 
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別添 1（補足） 

圧力抑制プール（S/C）の温度成層化の影響について 

 

1. はじめに 

福島第一原子力発電所 3号機（1F-3）は津波到達後の原子炉隔離時冷却系（RCIC） 運

転期間中、RCIC 及び主蒸気逃がし安全弁（SRV）からの排気蒸気により、ドライウェル

（D/W） 圧力が上昇傾向にあった。この D/W 圧力の変化（実測値）をMAAP 解析の結

果と比較すると実測値の上昇の方が大きく、MAAP解析では 3 月 12 日の 12 時頃までに

観察されている D/W 圧力の変化を再現できていない（図 1）※１。この理由として、「圧力

抑制室保有水の温度成層化による原子炉格納容器圧力等への影響等の検討」（独立行政法人 

原子力安全基盤機構、平成 24 年 2 月 1 日）によれば、RCICのタービン排気蒸気により

排出管近傍における S/C のプール水温が上昇し、高温水が水面近傍を周方向に拡がること

でプール上部が高温になり、温度成層化が発生した可能性が示唆されている。 

また、福島第二原子力発電所 4号機においても事故調査・検証委員会最終報告で S/Pの

上部と下部で温度差が発生していたことが報告されている※２。 

これらのプラント状況等を比較し、温度成層化の発生する可能性及び発生した際の影響

について考察した。 

なお、福島第一原子力発電所 2号機（1F-2）も長期間、RCICが動作していたが、S/C が

収められているトーラス室が浸水し、格納容器圧力の上昇を抑制するのに十分な除熱がで

きていた可能性があること、また、原子炉水位が制御されずに、RCIC タービンの抽気レ

ベル（主蒸気管）付近まで水位が上昇し、蒸気と水の二相流が RCIC タービンへ流入した

可能性等あることから、本検討対象には含めないこととした。 

 

2. 福島第二原子力発電所 2,4号機圧力抑制プール水の温度 

福島第二原子力発電所 2,4号機（2F-2,4）では、津波による浸水の影響により全台または

一部の非常用 D/Gが喪失し、RCICによって原子炉水位を維持しつつ、SRV で原子炉圧力

の制御（減圧操作）を実施した。そのときの圧力抑制プール水の温度のチャートを図 2~9

に示す（A系と B系で同様の挙動を示すため、A系を例示）。 

なお、福島第二原子力発電所の 1号炉については 2,4号機と同様 RCICによる水位維持

を実施していたが計器用電源喪失に伴い対象の記録計が停止していた等の理由により対象

外とした。また、福島第二原子力発電所の 3号炉については B系の交流電源母線が機能を

維持しており、事象初期から RHRによる S/Cクーリングを実施しているため、2,4号機を

対象とした。 

これらのチャートから、RCICによって原子炉水位を維持しつつ、SRVで原子炉圧力の

制御（減圧操作）を行う事象初期では、圧力抑制プール（S/P）の上部と下部の水温の差は

ほとんどなく、ほぼ一様に温度上昇していることが確認されている。 

また、事象後半（2F-2 3/12 2時頃，2F-4 3/12 1時頃）では S/Pの上部と下部において温
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度差が発生しているが、S/CクーリングやHPCS，LPCIの起動により温度差は減少した（図

7，図 9）。 

 

3. MAAPによる福島第二原子力発電所 4号機のトレース解析 

2F-4を対象にMAAPにより事象進展解析（トレース解析）を実施した。図 10及び図 11

に格納容器圧力及び S/P水温の実測値（S/P上部温度）とMAAP解析結果の比較を示す。

解析結果と実測値との比較により以下の傾向が確認された。 

－RCIC運転期間中は実測値（S/P上部温度）に対してMAAP解析結果はこれを良く

再現している（この間、S/P上部と下部の温度差は観測されていない） 

－RCIC注水停止以降のMUWCによる注水期間中は、実測値（S/P上部温度）に対し

て解析結果は僅かに低い値となったが概ね実測値は再現されている（この間、上部

と下部で温度差が観測されている） 

 

4. 福島第一原子力発電所 3号機と福島第二原子力発電所 2,4号機の差異 

1F-3の S/C圧力のMAAP4による解析結果と実測値との差異が温度成層化の影響による

ものとした場合、RCIC運転時の比較的初期（差異が大きくなる 3/11 20時頃より以前）か

ら発生していたと考えられる。一方、2F-2,4においては RCIC運転時の後半または RCIC

隔離後（2F-2 3/12 2時頃，2F-4 3/12 1時頃）まで大きな温度差は発生しておらず、また

MAAPでのトレース解析を実施したところ、S/P水温や格納容器圧力の評価結果と計測値

の間に大きな差異は生じていない。 

格納容器の型式の差異(1F-3：MARK-Ⅰ, 2F-2,4：MARK-Ⅱ改良型)、逃がし安全弁排気

管のクエンチャのアーム部は異なるものの、RCIC排気スパージャ、逃がし安全弁排気管の

クエンチャの寸法や配置の高さに大きな差異はないことから各々の原子炉圧力、RCICや

SRVの運転状況と、それらの排気ラインからの蒸気の流入量が大きく関与しているものと

推定される。 

1F-3は RCICが自動停止に至らないよう原子炉注水ライン及びテストラインの両ライン

を通水するライン構成とした上で、原子炉水位を緩やかな変化となるように流量を設定し

ており、これにより RCIC 排気スパージャから継続的に S/Pへ流入していたものと推定さ

れる。一方、2F-2,4では原子炉圧力をSRVにより減圧させながらRCIC運転を行っており、

逃がし安全弁排気管からの S/Pへの蒸気流入が比較的多かったものと推定される。これら

について整理し、表 1,2、及び図 12,13,14にまとめた。 

以上の関連について整理すると以下の可能性が示唆される。 

・原子炉が高圧の状態で SRVより多くの蒸気が S/Pに流入している状態では温度成層化

は発生しない（2F-2,4事象初期より）。 

・原子炉が低圧の状態では SRVから S/Pへの蒸気の流入が少なく、温度成層化が発生す

る（2F-2,4事象後半より）。 

・原子炉の圧力状態に係わらず、SRVをほとんど使用せず、RCICによる連続運転を実
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施した場合は温度成層化が発生する（1F-3より）。 

 

5. 想定される温度成層化の状況 

1F-3では RCIC運転中に解析結果に対して比較的大きな温度差が発生している一方で、

2F-4の RCIC注水停止以降のMUWCによる注水期間中はトレース解析と測定値との差異

は大きくない。これは以下の理由によるものと推定される。 

・2F-4のMUWCによる注水期間中は、原子炉で発生する蒸気は SRVを通じて S/Pへ流

入するが、SRVクエンチャの排気孔は S/Pの底部から約   m 程度の下部の位置にあ

ることから、この付近を境に上下の温度差が発生したと考えられ、S/P水の多くを上部

の温度が高い層が占めるため、S/P水温を一律の温度としているMAAP評価と差異が

大きくなかったと考えられる。これは図 9の温度差が解消された後の温度にも表われ

ている＊。 

・1F-3の S/C圧力は事象の早くから解析結果と測定値との差異が大きいが、主な蒸気の

排出口として考えられるRCICスパージャは図 15に示すように S/P水面近くに排気孔

が設置されており、蒸気凝縮した高温水が水面近傍を周方向に拡がることでプール上

部が高温になり、S/C圧力を大きく上昇させる要因となったと考えられる。 

  

＊発生した圧力抑制プール水の上部と下部の温度差は、S/CクーリングやHPCS, LPCI

の起動により 2F-2 ：3/14 7時頃，2F-4 ：3/12 11時頃に減少している。このときの

上部と下部の温度のそれぞれの変化を確認すると下部の温度計の上昇に比べて上部の

温度計の下降が小さいことが確認される。よって、温度差の境は上部と下部の中心で

はなく比較的下部の位置にある可能性があることを示している。 

 

6. まとめ 

原子炉隔離時冷却系の運転方法として、3号機と同様にテストラインを使用し注水流量を

制御するような運転方法とした場合、圧力抑制プールの温度成層化による原子炉格納容器

の圧力上昇が生じる可能性がある。しかしながら、原子炉隔離時冷却系が間欠運転（L2と

L8の自動制御）の場合、原子炉隔離時冷却系が停止している間に逃がし安全弁が動作する

ことにより温度成層化の発生の可能性は小さくなる。また、原子炉隔離時冷却系の注水流

量調整のみによる制御とした場合においても、RCICで消費される駆動蒸気量の減少により

逃がし安全弁の動作回数が増え、温度成層化の発生可能性は小さくなる可能性がある。 

一方、代替低圧注水系を用いた原子炉注水時において成層化の発生可能性はあるものの、

原子炉格納容器圧力に対する影響は小さいものと考えられる。 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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  表 1. 1F－3号，2F－2,4号のプラントの状態と運転 

（RCIC運転時の初期（3/12 0:00迄）） 

 

原子炉圧力 

（図 12,13,14

参照） 

RCIC運転 

RCIC排気ラ

インからの

蒸気量*1 

SRV 

の動作 

SRV 

排気管ク

エンチャ

からの蒸

気量*1 

S/P水温計の上

部と下 

部の温度差 

解析結果との

差異(S/C圧力) 

1F-3 
高圧維持

(7MPa程度) 

連続運転 

(16:03~)*2 
大 

逃がし弁機

能（推定） 
小*3 ― 

3/11 20時頃よ

り発生 

2F-2 

原子炉減圧 

(7MPa→1M

Pa程度) 

間欠運転 

(15:43~) 
中 

減圧のため

に適宜手動

開操作実施 

大 大きな差異無し ― 

2F-4 

原子炉減圧 

(7MPa→1M

Pa程度) 

間欠及び

連続運転 

(15:54~) 

中 

減圧のため

に適宜手動

開操作実施 

大 大きな差異無し 
大きな差異無

し 

*1 原子炉圧力や RCIC、SRVの動作状況から推定 

*2 RCIC が自動停止に至らないよう原子炉注水ライン及びテストラインの両ラインを通水するライン構成とした上で、

原子炉水位を緩やかな変化となるように流量を設定 

*3 原子炉圧力の推移及び RCICの連続運転により SRVの動作や排気される蒸気量は少なかったと推定 

 

表 2.  1F－3号，2F－2,4号のプラントの状態と運転 

（RCIC運転時の後半（3/12 0:00～）） 

 

原子炉圧力 

（図 12,13,14

参照） 

RCIC運転 

RCIC排気ラ

インからの

蒸気量*1 

SRV 

の動作 

SRV 

排気管ク

エンチャ

からの蒸

気量*1 

S/P水温計の上

部と下 

部の温度差 

解析結果との

差異(S/C圧力) 

1F-3 ―*2 

2F-2 
低圧維持

1MPa以下 

RCICが隔

離するま

で間欠運

転 

小 

原子炉の低

圧維持のた

め開 

小*3 
3/12 2時頃より

温度差発生*4 
― 

2F-4 
低圧維持

1MPa以下 

RCICが隔

離 
無 

原子炉の低

圧維持のた

め開 

小*3 
3/12 1時頃より

温度差発生*4 

大きな差異無

し 

*1 原子炉圧力や RCIC、SRVの動作状況から推定 

*2 3/12 12:00以降については S/Cスプレイや HPCIへの切り替えを実施しているため、対象外とする 

*3 原子炉圧力が低いことから SRV排気管クエンチャからの蒸気量は少量であったと推定 

*4 2F-4は RCIC隔離とほぼ同じ時期に S/P上部・下部の温度差が発生し始めているが、2F-2は RCIC隔離より前（2~3

時間前）に S/P 上部・下部の温度差が発生している。これは各々のプラントの原子炉減圧過程が影響しているもの

と推定され（図 13，図 14）、2F-2では比較的早い段間で減圧が開始され、温度差が発生する時点では原子炉圧力は

0.5MPa程度となっている。一方、2F-4は RCIC隔離と同じ時期に原子炉圧力が 0.5MPa程度となっており、この

程度の原子力圧力下では SRVからの蒸気量が少なく、S/Pの流況を変化させる程度の攪拌力は得られないものと推

定される 
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図 1. 福島第一原子力発電所 3号機の格納容器圧力の実測値とMAAP評価結果※1 

 

 

 

  

 

時間 

図 2. 福島第二原子力発電所 2号 S/P温度計 A系（1 / 6） 

 

3/11 14:48 
地震加速度大 

3/11 15:43 
RCIC起動 

3/11 19:44 
RCIC水源切り替え 

上部の温度計でのプロット 
 

下部の温度計でのプロット 

3/12 2時頃 
上部と下部の温度差
が大きくなっている 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/11 15:00 3/12 0:00 3/12 3:00 
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時間 

 

図 3. 福島第二原子力発電所 2号 S/P温度計 A系（2 / 6） 

 

 

 

 

時間 

図 4. 福島第二原子力発電所 2号 S/P温度計 A系（3 / 6） 

 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/12 4:53 
RCIC隔離による注水停止 
(4:50 MUWC による注水
開始) 

下部の温度計でのプロット 

3/12 3:00 3/12 12:00 3/12 15:00 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/12 15:00 3/13 0:00 3/13 3:00 

下部の温度計でのプロット 

上部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
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時間 

図 5. 福島第二原子力発電所 2号 S/P温度計 A系（4 / 6） 

 

 

 

時間 

図 6. 福島第二原子力発電所 2号 S/P温度計 A系（5 / 6） 

 

 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/13 3:00 3/13 12:00 3/13 15:00 

3/13 15:00 3/14 0:00 3/14 3:00 

下部の温度計でのプロット 
 

下部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 

上部の温度計でのプロット 
 



 

5-別 1-18 

 

 

 

時間 

図 7. 福島第二原子力発電所 2号 S/P温度計 A系（6 / 6） 

  

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/14 3:00 3/14 12:00 3/14 15:00 

3/14 7:13 
RHR(B)S/Cクーリング開始 
(7:50 MUWCによるW/Wス
プレイ開始) 

下部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
 



 

5-別 1-19 

 

 

 

時間 

図 8. 福島第二原子力発電所 4号 S/P温度計 A系（1 / 2） 

 

 

 

時間 

図 9. 福島第二原子力発電所 4号 S/P温度計 A系（2 / 2） 

 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

150℃ 

0℃ 

50℃ 

100℃ 

3/11 15:54 
RCIC起動 

3/12  0:16 
RCIC隔離 
(MUWCによる注水開始) 

3/12  12:32 
HPCSによる注水 

3/12  7:35 
MUWC  S/Cスプレイ実施 

3/12  11:17 
HPCS ポンプ起動・停止 
（ミニフロー運転） 

3/11 15:00 3/12 0:00 3/12 3:00 

3/12 3:00 3/12 12:00 3/12 15:00 

下部の温度計でのプロット 
 

下部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
 

上部の温度計でのプロット 
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図 10. 福島第二原子力発電所 4号機 格納容器圧力変化 

 

図 11. 福島第二原子力発電所 4号機 圧力抑制プール水温変化 
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図 12. 福島第一原子力発電所 3号機 原子炉水位と原子炉圧力の変化※3  
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時間 

図 13. 福島第二原子力発電所 2号 原子炉圧力の変化(プロセス計算機データ) ※3 

 

 

時間 

図 14. 福島第二原子力発電所４号 原子炉圧力の変化(プロセス計算機データ) ※3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事象初期から徐々に減圧を実施 

事象初期から徐々に減圧を実施 

3/12 2時頃 
上部と下部の温度差が
大きくなっている時間 

3/12 0時頃 
上部と下部の温度差が
大きくなっている時間 
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図 15. S/P温度計各検出器（熱電対）等の概要図（例：2F-4号機） 

 

※1：福島原子力事故調査報告書 (平成 24年 6月 20日) 

８．４福島第一３号機の対応とプラントの動き  

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205628_1834.html 

 

※2：東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会最終報告 

(平成 24年 7月 23日) Ⅱ .５ 福島第二原子力発電所における事故対処

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/icanps/ 

 

※3：福島第一・第二原子力発電所の状況  

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/index-j.html 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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別添 2 実験知見を踏まえた MAAPコードの有効性評価への適用性について 

 

1. はじめに 

MAAP コードのモデルは国内外で実施されたシビアアクシデントに関わる実験に対する

ベンチマーク解析によって妥当性が確認されているが，MAAP コードの BWR への適用性

を確認するため，BWR特有の現象に関連した実験について調査し，得られた知見を整理す

る。 

BWRの炉心は以下の特徴を有している。 

 燃料チャンネルや十字型制御棒を含む構成である。 

 制御棒駆動機構の存在により炉心下部構造が複雑である。 

 制御棒の制御材として B4Cが採用されている。 

これらの特徴がシビアアクシデント時の事象進展に及ぼす影響について調べるため，これ

までに実施されたシビアアクシデント関連の実験の中で，炉心損傷過程に関わるものに着

目し，BWR体系を模擬した実験や B4C制御棒を用いた実験について概要をまとめるととも

に， MAAPコードの有効性評価への適用性を確認する。 

 

2. BWR関連実験 

BWRの B4C制御棒ブレードや燃料チャンネルを模擬した体系による実験としては，米国

サンディア研究所（SNL）の DF-4実験と XR実験やドイツのカールスルーエ原子力研究セ

ンター（KIT，旧 FZK）の CORA実験などの炉心溶融挙動実験がある。この中で XR実験

では BWR炉心の下部構造を模擬した体系での実験が行われている。 

また，B4Cペレット制御棒を用いた試験としては，ドイツのカールスルーエ原子力研究セ

ンター（KIT，旧 FZK）の QUENCH-07, -09実験やフランス放射線防護・原子力安全研究

所（IRSN）の PHEBUS-FPT3 実験，BECARRE 実験がある。これらの実験は EPR で採

用される B4C ペレット制御棒を対象とした実験であるが，B4Cの影響評価の観点からここ

に含めることとする。 

以下で各実験について概要をまとめる。 
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(1) DF-4実験 

DF-4実験は 1986年に SNLの ACRR（Annular Core Research Reactor）で実施された

BWRに対する最初の炉心損傷実験であり，炉心損傷過程についての情報全般を得ることを

目的として行われた。 

①実験の内容 

DF-4実験装置とテストセクションの断面を別図 2-1に示す。 

テストバンドルは長さ 0.5m の燃料棒 14 本，B4C 制御棒，チャンネルボックスで構成

され，ACRRの円筒状のテスト部に設置された後に下部から供給される水蒸気雰囲気下で

核加熱することにより炉心損傷を模擬する。 

②実験結果の概要 

制御棒は B4Cとステンレスの共晶反応によりステンレスの融点以下で早期に溶融した。

燃料棒に関しては，温度上昇に伴い殆どの被覆管は融点を超えた温度で溶融し下方に流下

したが一部は酸化されて溶融せずに炉心に残った。また，燃料は殆どが炉心に残った。制

御棒とチャンネルボックス壁の 90%が溶融して下方にリロケーションした。 

 

 

 

 

  

 

 

別図 2-1 DF-4実験装置とテストセクション断面の概要 
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(2) XR実験 

XR実験は SNLのEx-Reactor(XR)プログラムにおいて実施された炉心溶融実験で XR1-1, 

-2 と XR2-1 の３つの実験が行われた。XR1-1, -2 は燃料棒を含まないシンプルチャンネル

実験であり，XR2-1 は燃料棒も含んだフルジオメトリ実験である。これらの実験は BWR

の炉心下部構造を模擬した体系で炉心上部が溶融した場合の炉心下部の損傷進展を調べる

ことを目的として行われた。ここでは XR2-1実験について概要をまとめる。 

①実験の内容 

XR2-1実験装置と炉心模擬部断面の概要を別図 2-2-1に示す。 

テストセクションは，長さ 0.5mの燃料棒 64本，B4C制御棒，チャンネル壁で構成され

る炉心模擬部とその下部に配置された BWR炉心下部構造模擬部とで構成されている。 

実験は，Arガスで不活性化された状態でテストセクション上部から誘導加熱により生成

された模擬溶融物（B4C, ステンレス, Zr）を流入させることにより炉心上部が溶融した場

合の溶融物の下部へのリロケーションとその後の炉心下部の損傷進展を模擬している。 

②実験結果の概要 

制御棒成分との共晶反応によりチャンネル壁が損傷し，炉心溶融早期に燃料やバイパス

部の形状が崩壊した。炉心下部構造には大規模な破損は発生せず，また，小規模なものを

除いては流路閉塞も発生しなかったので溶融物（流入溶融物と一部テストセクションの溶

融物）の 70％以上は構造物の隙間の流出経路（別図 2-2-2）を通って継続的に下部プレナ

ムに落下した。 

 

 

 

 

  

 

 

 
別図 2-2-1 XR2-1実験装置と炉心模擬部断面の概要 

別図 2-2-2 炉心溶融物の流出経路の概要 
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(3) CORA実験 

CORA 実験はシビアアクシデント条件下での燃料集合体の損傷・溶融進展を把握するた

めに国際的な協力の枠組みの中で KIT にて実施された。19 の実験のうちの 6 つの実験が

B4C制御棒を用いて BWRの炉心を模擬したテストバンドルを用いて実施された。 

①実験の内容 

CORA 実験装置と BWR 模擬実験のベースとなる CORA-16 実験のテストバンドルの概

要を別図 2-3に示す。テストバンドル下部には水で満たされたクエンチシリンダーが設置

されており，このシリンダーの上部挿入によりテストバンドルを冠水させることができる。 

実験では燃料棒を内蔵ヒーターによって電気加熱すると共に下部から水蒸気とアルゴン

ガスの混合物を注入することにより炉心の溶融進展挙動を模擬する。 

他の 5つの実験はCORA-16実験をベースケースとしてパラメータを変化させたもので，

クエンチさせたケース（CORA-17），バンドルサイズを大きくしたケース（CORA-18），

事前にジルカロイ表面を酸化させておいたケース（CORA-28），スローヒートアップケー

ス（CORA-31），スローヒートアップで水蒸気量を減少させたケース（CORA-33）である。 

②実験結果の概要 

CORA-16実験では，最初に加熱領域の頂部で B4Cとステンレスの共晶反応によりステン

レスの融点以下で制御棒が溶融した。この溶融物とチャンネルボックスとの共晶反応によ

りジルカロイが液化し，引き続いて溶融したジルカロイが UO2 燃料を液化するとの事象

進展が見られた。テストバンドルの上半分ではチャンネルボックスが残っておらず，これ

らの溶融物が下部でリロケーションし径方向に広がって冷却材流路をブロックした。なお，

テストバンドル下部では制御棒は焼結状態で残った。この事象進展プロセスは他のケース

でも基本的に同様であった。CORA-17 実験ではクエンチ時に水素が発生しているが，こ

れはクエンチ時に表面の酸化された Zrが剥がれ落ちることによって，未酸化の Zrが水 

蒸気と反応したためと考えられ 

る。 

CORA-18実験ではバンドルサ 

イズの影響は小さいことが示さ 

れた。CORA-28実験では酸化 

膜が共晶反応を抑制すること， 

CORA-31実験では温度上昇が 

遅いこととその間の酸化膜の形 

成により共に事象進展が抑制さ 

れた。CORA-33実験では 

CORA-31実験よりも温度や水素 

発生量が小さい結果が得られた。 

  

 

別図 2-3 CORA実験装置とテストセクション 

（CORA-16実験）断面の概要 
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(4) QUENCH-07/-09実験 

QUENCH 実験はドイツのカールスルーエ原子力研究センター（KIT，旧 FZK）によっ

て燃料棒再冠水時の水素発生挙動を調べるために実施された一連の実験である。ここでは

B4C制御棒が用いられた QUENCH-07/-09実験についてまとめる。 

①実験の内容 

QUENCH-07/-09実験装置の概要とテストセクションの断面図を別図 2-4-1，別図 2-4-2

に示す。テストセクションは燃料棒 20本と中央に位置する 1本の B4C制御棒により構成

される。 

実験では事前に燃料棒を～2000Kに昇温した後に底部から水または水蒸気を注入して再

冠水状態を模擬している。なお，QUENCH-09実験は再冠水前に 11分間水蒸気流量を減

少させて水蒸気枯渇状態を模擬している。 

②実験結果の概要 

B4C はステンレスやジルカロイとの共晶反応によりジルカロイの融点より低い温度で

B/C/Zr を含んだ溶融物が生成され，B4C を用いない実験に比べて溶融が促進すること，

および，溶融物の酸化に起因すると考えられる H2，CO，CO2，CH4の生成が確認された。

B4C 酸化割合は QUENCH-07 実験で 20%，QUENCH-09 実験で 50%であり，B4C 酸化

が H2発生量全体に寄与した割合は各々2.4%，2.2%であった。また，再冠水時の H2発生

量は各々0.12kg，0.4kg であった。両実験での H2発生量の差は，酸化した燃料棒が水蒸

気枯渇状態に置かれると被覆管表面の ZrO2相が減少して酸素を取り込みやすい状態とな

ったため再冠水時に H2発生量が増加したと考えられている。 

 

 

 

 

  

 

 

 

別図 2-4-1 QUENCH実験装置の概要 別図 2-4-2  QUENCH-07/-09実験の 

テストセクション断面の概要 



5-別 2-6 

(5) PHEBUS-FPT3実験 

PHEBUS-FPT3実験はフランス放射線防護・原子力安全研究所（IRSN），フランス電力

庁及び EUを中核とする国際協力プログラムである PHEBUS-FP計画の中でシビアアクシ

デント時の燃料溶融，FPの放出，移行挙動を調べる目的で実施された 5つの実験の中の 1

つであり，B4C制御棒を用いて行われた。 

①実験の内容 

PHEBUS-FP実験設備全体の概要を別図 2-5-1に示す。また，実験用セルの概要とテス

トセクション断面図を各々別図 2-5-2，別図 2-5-3に示す。テストセクションは燃料棒 20

本と中央に位置する 1本の制御棒で構成される。FPT3では B4C制御棒が用いられた。 

実験では実験用セル内に設置したテストセクションを PHEBUS 炉で核加熱し，放出さ

れた放射性物質を蒸気発生器や格納容器で捕集する。 

②実験結果の概要 

FPT-3 実験では他の Ag-In-Cd 制御棒を用いた実験に比べて格納容器中における有機ヨ

ウ素割合が大幅に増加することが確認された。格納容器内のガス状ヨウ素中の有機ヨウ素

の割合は燃料損傷時期が約 5%で，その後最大 30%となった後も長期にわたって約 10～

20%に保たれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 2-5-1 PHEBUS-FP実験設備の概要 

別図 2-5-3 PHEBUS-FPの 

テストセクション断面の概要 別図 2-5-2 PHEBUS-FPの実験用セルの概要 
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 (6) BECARRE実験 

BECARRE実験はフランス放射線防護・原子力安全研究所（IRSN）の国際ソースターム

計画（ISTP）の中で，シビアアクシデント時の B4C 制御棒の崩壊過程や PHEBUS-FPT3

実験の課題であった B4C の酸化による有機ヨウ素の生成挙動を調べることを目的として行

われた。 

①実験の内容 

BECARRE実験装置の概要とテストセクションの断面を別図 2-6に示す。 

テストセクションは長さ 0.6mの B4C制御棒のみで構成されており，実験では下部から

水蒸気を供給する条件下でテストセクションを加熱し制御棒の崩壊過程を模擬する。 

②実験結果の概要 

B4Cの酸化により CO2や COの発生量は増加した。これにより水蒸気中の酸素が消費さ

れた結果ステンレスの酸化による H2発生量は減少した。また，PHEBUS-FPT3で観測さ

れた B4Cの酸化による CH4の生成はほとんど観測されなかった。 

その後の原因検討により，BECARRE実験のような低圧条件(～2bar)においては B4Cの

酸化によって CH4は生成しにくく，高圧条件(100bar以上)で CH4が生成しやすくなるこ

とが確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

別図 2-6 BECARRE 実験装置の概要とテストセクションの断

面 



5-別 2-8 

3. 得られた知見のまとめ 

BWR 特有の現象に関連したシビアアクシデント関連実験として，BWR 体系を模擬した

実験や B4C 制御棒を用いた実験について調査した結果から得られた知見を以下にまとめる。 

 

1) 炉心溶融は最初に B4C とステンレスの共晶反応によりステンレスの融点以下で制御

棒が溶融し，この溶融物とチャンネルボックスとの共晶反応によりジルカロイが液化

し，引き続いて溶融したジルカロイが UO2燃料を液化するとの順で事象進展する。 

2) XR2-1実験では炉心下部構造には大規模な破損は発生せず，また，小規模なものを除

いては流路閉塞も発生しなかったが，溶融物の流出経路については今後の福島第一原

子力発電所事故の検証評価を待つ必要があると考えられる。 

3) B4Cや B/C/Zrを含んだ溶融物の酸化により H2，CO，CO2，CH4が生成される。 

4) CH4は低圧条件(～2bar)においては生成しにくく，高圧条件(100bar以上)で生成しや

すい。 

 

4. 有効性評価への適用性 

1)に示した，制御材(B4C)との共晶反応によるステンレスやジルカロイの融点低下につい

ては，本文「3.3.6 溶融炉心の挙動モデル」において述べたとおり，MAAPコードではこ

れらの実験の知見に基づいてモデル化がなされている。また，CORA 実験におけるベンチ

マーク解析において再現性も確認されていることから，妥当性があると判断できる。 

2)における溶融物の流出経路については，MAAPコードでは，溶融炉心の下部プレナムへ

の落下は，溶融炉心が炉心支持板に達し，炉心支持板上方のクラストが溶融した場合に開

始する。一方，燃料支持金具等の炉心下部構造物を介して溶融炉心が下部プレナムへ移行

する場合，これらの構造物との熱的な相互作用によって，その経路で一部が固化するなど

の現象が想定される。したがって，これらの現象を考慮していない現状の評価は，原子炉

圧力容器下部ヘッドへの熱負荷を計算する上で，保守的な扱いと言える。 

3)及び 4)における，制御材(B4C)の反応による非凝縮性ガスの発生については，QUENCH

実験では EPR(PWR)における体系を模擬し，ステンレスの被覆管に入れられた B4C が Zr

製の案内管中に収まる構造となっているのに対し，BWR実機の炉心では，制御棒は十字型

をしており，B4C に対するステンレスの割合が多い。このため，B4C がステンレスとの共

晶反応によって溶融して混ざり合い，水蒸気との接触による酸化反応が阻害され，非凝縮

性ガスの発生量はさらに少なくなると考えられる。また，BECARRE 実験において確認さ

れているように，減圧されている場合には B4Cの酸化によって CH4は生成しにくいと考え

られ，PHEBUS-FPT3実験で観測されたような有機ヨウ素の大量発生は起きない可能性が

高い。 

以上より，BWR特有の現象に関連した実験から得られた知見を踏まえた場合にも，評価

結果に与える影響は小さく，有効性評価への適用性を有するものと考えられる。 
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